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プロジェクト研究　研究成果報告書第 3号の発刊によせて

中村学園大学・中村学園大学短期大学部
学長　甲　斐　　　諭

　中村学園大学は、管理栄養士を養成する栄養科学部、小学校教諭・幼稚園教諭・保育士を養成する

教育学部、マーケティングやロジスティクスの専門職業人を養成する流通科学部の 3 学部からなり、

同短期大学部は、栄養士養成の食物栄養学科、幼稚園教諭・保育士養成の幼児保育学科、企業人養成

のキャリア開発学科の 3 学科からなる。　

　大学 3 学部は修士課程（栄養科学部は博士前期・後期課程）に連続し、さらに付属研究施設であ

る健康増進センター、発達支援センター、薬膳科学研究所、流通科学研究所との研究上の連携によっ

て、保健、食育、子育て支援、地域連携、国際協力等を通しての地域貢献や東アジア各大学との学術・

研究者交流にも成果をあげている。また、健康増進センターに併設された栄養クリニックは、特定健

診・特定保健指導に関与する医療施設として地域住民の健康改善に貢献するとともに学生の学内臨地

実習の場として、実践力のある管理栄養士育成に寄与している。

　プロジェクト研究は、本学の高等教育機関としての集約的研究の高度化・活性化・個性化を図ると

ともに、若手研究者の研究活動能力の向上を図ることを目的として平成 19 年 4 月に発足した。研究

期間は、原則として 2 年間（委員会が必要と認めた場合には 3 年間）とし、学部・学科を基本とし

ながら、研究課題によっては学部・学科の枠を超えた研究班が編成されるほか、教養教育センター・

情報教育センター・教職教育センターに所属する教員による研究班の編成で実施される。プロジェク

ト研究の実施により、各学部・学科教育の特徴に密接した研究の大綱がより一層明確化されるように

なったこと、科学研究費補助金の申請件数が増加したことなど、教育・研究の活性化が促進されている。

　平成 19 年 4 月に開始し、平成 21 年 3 月に終了した研究成果（原則 2 年間）については、研究成

果報告書は第 1 号として平成 21 年 12 月、第２号として平成 23 年 12 月に刊行した。今般、平成

25 年 3 月に終了した研究成果を取りまとめ、第 3 号として刊行する次第である。各位のご高覧とご

助言を賜れば幸甚である。
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カンキツ系色素の食品への利用と代謝に関する研究
- ポリメトキシフラボン類の最適抽出回収法の開発と体内動態 -

Stud ies  on  food  u t i l i za t ion  and  metabo l i sm o f  c i t rus 
pigments: Development of extraction recovery and kinetics of 
polymethoxyflavones

   研究グループ代表者
    太田　英明（OHTA HIDEAKI）栄養科学部・教授
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    古賀　信幸（KOGA NOBUYUKI）栄養科学部・教授

    太田　千穂（OHTA CHIHO）栄養科学部・講師

    矢羽田　歩（YAHADA AYUMI）栄養科学部・助手

   研究協力者
    宮崎　睦子（MIYAZAKI MUTSUKO）栄養科学部・常勤助手（平成 23 年度）

※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
　内臓脂肪蓄積の効率な防止あるいは削減に関与した食品成分の動向を詳細に追究した化学的研究は少ない。本研究で
は、脂肪削減に有効とされるカンキツ系色素であるポリメトキシフラボン類に着目し、カンキツにおける当該成分の存
在部位、生育過程における含量変化を調査した。またカンキツ素材から有効成分の回収法を最終的に設定した。
　体内動態に関わる研究では、メトキシ基7個が置換した3，5，6，7，8，3’，4’- ヘプタメトキシフラボン（HeptaMF）をラッ
トに経口投与し、投与後の糞中代謝物および尿中代謝物を調べた。また、代謝物は糞尿中にグルクロン酸や硫酸の抱合体
として排泄されることが多いことから、糞尿を濃塩酸で加水分解後に分析して、加水分解しない場合と比較した。
　その結果、糞尿中の代謝物は大部分が抱合されずに排泄されていることが明らかになった。なお、糞中の M-3（7-OH
体）および M-5（3’，4’-diOH 体 ?）は一部抱合体として、また、糞尿中の M-1（構造不明）は、ほとんどが抱合体とし
て排泄されていることが示唆された。

研究分野：総合領域
キーワード：内臓脂肪症候群、カンキツ系色素、ポリメトキシフラボン、heptamethoxyflavone

１．研究開始当初の背景

　わが国では、平成20年度から、肥満に基づく、主に
循環器系の疾患を中心とした生活習慣病予備軍の早期発
見と生活指導による改善を目指した「特定健診」および「特
定保健指導」が開始された。肥満に加え高脂血症、高血
圧、高血糖（2つ以上の症状）などをもつ病態がメタボリッ
ク症候群（メタボリックシンドローム）と診断されてい
る。メタボリック症候群は、体脂肪とくに腹腔内の内臓
周辺に蓄積した脂肪量が過剰となり、脂肪、エネルギー
代謝に異常を来し、耐糖能異常や動脈硬化を介して糖尿
病、脳血管疾患（脳卒中）、虚血性心疾患などを引き起こ

す危険（リスク）が高い病態を指している。近年、内臓
脂肪は単なる脂肪を蓄積する器官ばかりでなく、種々の
ホルモン等（アディポサイトカイン）を分泌する器官の
役割をもつことが明らかになった。内臓脂肪の蓄積によっ
て、動脈硬化や血栓に関与する多くの因子が増大する一
方、動脈硬化などを防止するアディポネクチンは減少す
ることが明らかにされている。メタボリック症候群の予
防あるいは病態改善を促すためには、内臓脂肪蓄積を効
率よく抑制あるいは削減することが強く求められている。
このため食事因子の動的解析が不可欠であり、当研究班
はカンキツ系色素を対象に研究を進めている。

― 1 ―
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２．研究目的

　当研究班は、これまでカンキツ系色素として、温州ミ
カンに高濃度存在するβ - クリプトキサンチンを強化し
た飲料によるアディポネクチンの増加、あるいはシーク
ワシャー果皮ペーストの調製とその脂肪量低減効果、な
らびに同果皮に高濃度存在するポリメトキシフラボン

（とくに、ノビレチン）の動物における代謝を報告して
きた。本研究では従来の研究成果を踏まえて、メタボリッ
クシンドロームの予防に対して有力なカンキツである沖
縄産シークワシャーとその有用成分であるポリメトキシ
フラボンに焦点を当て、その存在部位、生育過程におけ
る含量変化、ならびにカンキツ素材からポリメトキシフ
ラボンの最適抽出溶媒を設定した。また、カンキツ果皮
成分として、ノビレチンやタンゲレチンとともに含量の
多い HeptaMF の in vivo 代謝について調査した。

３．研究実施計画・方法

⑴　ポリメトキシフラボンの存在部位、生育過程におけ
る変化および最適抽出の設定

　実験材料：8～11月のシークワシャー（大宜味クガニ、
伊豆味クガニ、勝山クガニ、無核、カーアチーの各系統）
および対照果実として用いたシキキツの果実試料は、沖
縄県農業研究センター名護支所で収穫した。
　抽出溶媒の選択：抽出溶媒用試料は勝山クガニ系統を
用いた。ＪＡおきなわの東村工場から搾汁残渣果皮を得
た。その凍結乾燥粉砕品（シークワシャー粉末）を使用
した。このシークワシャー粉末を試料に抽出溶媒として
水 - エタノール系および水 - アセトン系を用いてポリメ
トキシフラボンおよびシネフリンを抽出・分析した。
　ポリメトキシフラボンの分析：標準品ノビレチン、タ
ンゲレチン（和光純薬工業社、 大阪）、シネンセチン（フ
ナコシ社、 東京）の 3 種類をメタノール - DMSO（1:1）
で溶解し、0.5mg/ml の標準液とした。果汁試料 3ml に
エタノール 7ml を添加撹拌後、超音波抽出（30min）
を行った。上清液をAdvantec社製のシリンジフィルター

（φ 0.45㎛）で濾過後、カラム：Hypersil ODS（φ 4.0mm
× 125mm、 5㎛）、移動相：60% メタノール -10mM リ
ン酸、 流速：1.0ml/min、カラム温度 : 40℃、検出波長：
340nm、の条件で HPLC 分析を行った。
　シネフリンの分析：シネフリン標準品（シグマアルド
リッチジャパン社、 東京）を移動相に溶解し、0.2mg/
mlの標準液とした。 果汁試料をシリンジフィルター（φ
0.45㎛）に通したものをそのまま HPLC 分析に供した。
カラム：Develosil ODS-5（φ 4.6mm × 250mm 、 5㎛）、
移動相：アセトニトリル - H2O（2:98）- 10mM リン
酸、流速：0.8ml/min、カラム温度 : 35℃、検出波長：
223nm の条件を用いた。

⑵　 HeptaMF のラットにおける in vivo 代謝
　HeptaMF の分離・精製：ポリメトキシフラボン類の
混合物（粉末）はヤスハラケミカル（株）から供与され
た。この混合物は水蒸気蒸留により精油が除去されたオ
レンジ果皮等の残渣より部分精製されたもので、ノビレ
チン、HeptaMF、タンゲレチン、tetramethoxyflavone
および hexamethoxyflavone が 1.00：0.93：0.39：0.06：
0.09 の比で含有されている。HeptaMF の精製は、この
混合物をアセトニトリルで溶解し、分取用 HPLC カラム
にて行った。カラム、Mightysil RP-18 （20 × 250 mm、
5㎛）：溶離液、60% アセトニトリル -0.1% ギ酸：流速、
4.0 ml/min。
　実験動物：Wistar 系雄性ラット（体重約 200g） 5 匹
を代謝ケージで飼育した。5％アラビアゴムで懸濁した
HeptaMF 25 mg を 1 匹当たり 1 回経口投与した。投与
後4日間の尿および糞を採取した。採取した糞は60℃、
48 時間乾燥した後コーヒーミルで粉砕した。糞中代謝
物の定量は、糞 0.4 g を酢酸エチル 8 ml で 3 回抽出し、
3200 rpm で 15 分間遠心分離後、上清を濃縮した。そ
の後、DISMIC-25cs （0.45㎛）に通し、100% メタノー
ル溶出液を HPLC に供した。尿中代謝物の定量は、尿 1 
ml を濃塩酸で酸性にした後、酢酸エチル 2 ml で 3 回抽
出し、3200 rpmで 15分間遠心分離後、上清を濃縮した。
その後、DISMIC-25cs （0.45㎛）に通し、100% アセト
ニトリル溶出液を HPLC に供した。また、グルクロン酸
あるいは硫酸の抱合体の有無を検索するために、糞およ
び尿を濃塩酸（最終濃度 4M）とともに 100℃で 60 分
間煮沸した後、酢酸エチルで抽出した。酢酸エチルを
とばした後、DISMIC-25cs （0.45㎛）に通し、それぞれ
100% メタノールおよびアセトニトリル溶出液を HPLC
に供した。

４．研究成果

⑴　ポリメトキシフラボンの存在部位、生育過程におけ
る変化および最適抽出法の設定

　シークワシャー果実（大宜味クガニ）生育過程におけ
るポリメトキシフラボン（ノビレチン、タンゲレチン、
シネンセチン）の果実組織各部位（フラベド部、アルベ
ド部、じょうのう膜、さじょう）における存在割合の変
化をまとめて、図１に示した。
　図１にみられるように、シークワシャー果実（大宜味
クガニ）の8～11月ではポリメトキシフラボン成分（ノ
ビレチン、タンゲレチン、シネンセチン）は、外果皮の
黄色部分（フラベド部）で約97％と最も高く、次いで、
白色部分の内果皮（アルベド部）の約2％、じょうのう
膜とさじょう部に約1％の割合で存在していた。他の４
系統もほぼ同様な割合で存在していた。これらの知見は、
ポリメトキシフラボンを回収するには、果皮のみを対象
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とした方が良いことを示唆している。

　図１　大宜味クガニにおけるポリメトキシフラボン類
　　　　の部位別存在割合

　シークワシャーの５系統および対照果実として用いた
シキキツの 8-11 月におけるノビレチン含量の変化を最
も含量の高いフラベド部について調査した結果、8 月の
未熟果実果皮は新鮮重 100g 当たりのノビレチン含量は
430 ～ 700mg の値を示していた。含量の大きいものか
ら勝山クガニ、伊豆味クガニ、大宜味クガニ、無核の各
系統の順となった。生育に伴い、ノビレンチン含量は低
下し 11 月のそれでは、150 ～ 250mg とほぼ半分に減
少していた。単位重量当たりでは、未熟果の方が高いノ
ビレチン含量を示していた。
　他方、果実１個当たりに換算したノビレチン含量の変
化を図２に示した。図２から生育過程における果実１個
当たりのノビレチン含量は、各系統ともにやや増減する
が、大きな差異は見られなかった。上述の果皮単位重量
当たりの含量が低下することは、１個当りの果皮に存在
するノビレチンの総含量はほぼ変化しないが、生育に伴
い果肉部が肥大することに起因すると思われる。

図２　生育中におけるシークワシャー果実１個（100g
　　　に換算）中のノビレチン含量（1個を100gと換算）
　　　の変化

　前回のプロジェクト研究では、シークワシャー果皮か
らノビレチンを高濃度回収する試験において、ヒトの心
拍数増加、血圧上昇作用を持つとされるシネフリン量を
低減させるために、水 - エタノール系溶媒を用いる回収
方法を検討した。しかしながら、実際の加工工程では、
エタノールと水は共沸化合物を形成するため、その除去
が困難なことが判明した。そこで、抽出溶媒として、揮
発飛散しやすいアセトンを用いる水 - アセトン系の混合
溶媒によるノビレチンを高濃度回収する方法を検討し
た。
　果皮残渣に酵素（セロトニン）処理を 30 分間加え、
24 時間 60℃で乾燥したものを、アセトンを各々 25%、
50% および 75% を含む水 - アセトン溶媒で抽出、ろ過
した抽出液のノビレチン含量を測定した。その結果を図
３に示した。

　図３　酵素処理果皮残渣から水 - アセトン系抽出溶媒
　　　　で回収したノビレチン含量
　　　　　　　　　　　　　　　
　図３より、アセトン50%で酵素処理果皮100g当たり、
ノビレチン含量 1178mg が回収され、その時のシネフ
リン含量は 20mg と低値であった。さらにアセトン濃
度を 75% に高めた時のノビレチン含量もほぼ 1178mg

（シネフリン濃度が 17mg）であった。このデータに基
づき、最終的に果皮からのノビレチンの回収方法を以下
のように提案した。

酵素処理（30 分間）　　水 - アセトン　　デキストリン（乾燥助剤）
 ↓　（脱水）　 （乾燥）　↓（撹拌・混合）（ろ過・濃縮）↓（乾燥）
果皮　→　固形物　→　乾燥物　 →　抽出液　→　濃縮物 →乾燥製品

⑵　HeptaMF のラットにおける in vivo 代謝
　HeptaMF（25mg/ 匹）をラットに経口投与し、投与
後 4 日間の糞中代謝物および尿中代謝物を調べた。乾
燥した糞あるいは尿を有機溶媒で処理し、HPLC にて代
謝物を分析した。また、代謝物は糞尿中にグルクロン酸
や硫酸の抱合体として排泄されることが多いことから、
糞尿を濃塩酸で加水分解後、以下同様に行い比較した。
　まず、糞中代謝物を調べた。In vitro 代謝と同様に、
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7 種類の代謝物（M-1、M-2、M-3、M-4、M-5、M-6、
M-7）が検出された。次に、HeptaMF 未変化体の検量
線をもとに、代謝物と未変化体を定量した（表 1）。ま
ず、HeptaMF 未変化体は、投与量の約 0.2% が排泄され
ていた。これは、投与後 2 日目までに、小腸における
HeptaMF の未吸収分を示していると思われることから、
HeptaMF の吸収率はノビレチンと同様にほぼ 100% で

あるといえる。投与後 0 ～ 2 日では、M-5 が 0.494 
µmol と最も多く、これは投与量の0.9%であった。また、
M-5 は全代謝物の 43% を占めていた。次いで、M-3、
M-2 および M-4 が多く、M-7、M-6 および M-1 は他の
10 分の 1 以下と少なかった。一方、投与後 3 ～ 4 日で
はほとんどの代謝物は検出されず、M-4 がわずかに検
出されたにすぎなかった。

表 1　HeptaMF およびその代謝物のラット糞中への排泄

　次に、尿中代謝物を調べた。HeptaMF 投与後、4 日
間の尿を 2 日間ごとに採取し、濃塩酸で酸性にした
後、尿中代謝物を酢酸エチルで抽出した。HPLC の結
果、糞中代謝物と同様に 7 種類の代謝物が検出された
が、HeptaMF 未変化体は尿中に検出されなかった。ま
た、ほとんどの代謝物は投与後 2 日目までに排泄され
ており、3 ～ 4 日目の尿中には M-4 のみが多く検出さ
れるにすぎなかった。これらの定量結果を表 2 に示す。
投与後0～2日では、M-2が最も多く検出された。また、
その量は、2.519µmol/ 全尿で、全代謝物の約 38% を
占めており、投与量の約 4.4% であった。次いで M-3、
M-4、M-5、M-7、M-6、M-1 の順であった。一方、3
～ 4 日になると、M-4 のみが比較的多く検出され、0．
318 µmol/ 全尿であった。この結果から、ほとんどの
尿中代謝物は投与後 2 日目までに排泄されるが、M-4

のみは尿中への排泄速度が遅いことが示唆された。
　一般に、フェノール性水酸基やアルコール性水酸基
をもつ化合物は、肝でさらにグルクロン酸や硫酸基が
抱合され、尿中あるいは胆汁へと排泄される。そこで、
HeptaMF代謝物がさらに、グルクロン酸抱合体や硫酸抱
合体として存在しているかどうか確かめるため、糞およ
び尿を塩酸加水分解した後、各代謝物の増減を調べた。
まず、糞中代謝物を調べたところ、主代謝物である M-5
および M-3 は塩酸加水分解後いずれも約 2 倍に増加し
た。また、M-1 は加水分解後約 30 倍に顕著に増加した。
なお、M-2、M-4 および M-7 は加水分解前より減少し
た。次に、尿中代謝物を調べたところ、M-1 を除くほ
とんどの代謝物は塩酸加水分解前より減少したが、M-1
については、顕著に増加した。

表 2　HeptaMF およびその代謝物のラット尿中への排泄
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　以上の結果から、HeptaMF 代謝物は、その多くが OH
体あるいは diOH 体として、さらに、尿中だけではなく
糞中へもかなり排泄されることが明らかになった。なお、
糞中の M-3 および M-5 は一部抱合体として、また、糞
尿中の M-1 は、いずれの場合にも主に抱合体として排
泄されていることが示唆された。
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遠藤哲也：Caco-2 細胞におけるノビレチンの経細胞
輸送．日本薬学会第 133 年会、2013/3/27-30、パ
シフィコ横浜（神奈川）

〔図　書〕（計 1 件）
①太田英明、山本健太、宮城一菜：農林水産省農林水産

会議事務局：研究成果 482　沖縄北部地域における
農業・食品産業の振興に必要な果樹等の安定生産・高
付加価値利用技術の確立」第 3 編　沖縄北部特産果
実等の髙品質安定生産技術の確立　第5章シークワー
サーの品種判別法の開発．農林水産省農林水産会議事
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務局、78-85/107、2011

〔産業財産権〕（計 1 件）
○審査状況
　名称　温州ミカンパルプ含有有機性材料の用途
　審査番号：不服 2012 － 8912
　出願番号：特願 2005 － 032385
　出願人：学校法人　中村学園、　株式会社　えひめ飲料
　発明者：太田英明、岩本昌子、今井克己、古賀信幸、
　　　　　隅田孝司、菅原邦明

６．予算配布額

（金額単位：円）
研究経費 機器備品 合　計

平成 23 年度 2,000,000 174,000 2,174,000
平成 24 年度 1,900,000 242,000 2,142,000

合　計 3,900,000 416,000 4,316,000
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アンチエイジングを基軸にした食因子の同定および栄養療法の確立
― 加齢に伴う向血栓性、骨量低下の予防と治療を目指して ―

Food components and nutrition therapy aiming at anti-aging effects
‒Prevention and treatment of thrombophilia and loss of bone strength- 

   研究グループ代表者
    津田　博子（TSUDA HIROKO）栄養科学部・教授

   共同研究者
    今井　克己（IMAI KATSUMI）栄養科学部・教授

    岩本　昌子（IWAMOTO MASAKO）栄養科学部・准教授

    近江　雅代（OUMI MASAYO）栄養科学部・准教授

    森口里利子（MORIGUCHI RIRIKO）栄養科学部・講師

    中園　栄里（NAKAZONO ERI）栄養科学部・助手

    八住香代子（YAZUMI KAYOKO）栄養科学部・助手 

   研究協力者
    佐野亜由美（SANO AYUMI）栄養科学部・常勤助手（平成 24 年度）

※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
　アンチエイジング（抗老化）の確立をはかることを目的として、加齢にともなって増悪する向血栓性、骨量低下の予
防・治療に焦点をしぼって研究した。基礎栄養学研究では、いくつかの候補食因子を探索し、その作用機序を明らかに
した。応用・臨床栄養学的研究では、女子大学生の運動習慣維持の重要性、母娘 2 世代間の食習慣の類似性、将来の
骨粗鬆症性骨折発生確率推測式の有用性を明らかにし、さらに、寝たきり要介護高齢者の栄養アセスメント法を開発し、
アンチエイジングを目指した栄養療法を提案した。

研究分野：健康と食生活
キーワード：アンチエイジング、食因子、栄養療法、向血栓性、骨量低下

１．研究開始当初の背景

　高齢化が急速に進行するわが国において、加齢に伴う
機能障害、すなわちエイジング（老化）は高齢者の生活
の質（QOL）を低下させ、要介護高齢者の増加をきたす
ため、その予防・治療は解決すべき重要な課題である。
加齢とは年を重ねることをさし、逆らうことはできない
が、エイジングを遅らせたりあるいは逆行させることは
可能であり、これをアンチエイジング（抗老化）という。
アンチエイジングでは、出生から死に至るまでそれぞれ
の過程での生活習慣改善が基本となる。
　我々は、平成 19 年度から 4 年間に亘ってプロジェク
ト研究「内臓脂肪蓄積、骨粗鬆症を標的にした防御的食
因子の基礎的機序解明とライフステージ別栄養指導法の

確立」を実施してきた。内臓脂肪蓄積、骨粗鬆症、血栓
症に焦点をしぼり、その予防・治療に関連するいくつか
の候補食因子を同定し、その作用機序を明らかにした。
さらに、疫学研究・臨床研究により思春期、成人期、高
齢期の各ライフステージの栄養学的問題点を抽出し、そ
の改善を目的とした栄養指導法を提案してきた。また、
対象者の食生活習慣を客観的に評価する栄養学的診断法
の確立が急務であることも明らかとなった。
　エイジングによる機能障害が原因で介護や支援が必要
となる病態としては、脳血管疾患（脳卒中）、認知症、
関節疾患や骨粗鬆症に伴う骨折などが重要である。これ
らの疾患の発症には、加齢にともなって増悪する向血栓
性、骨量低下が深く関与している。そこで、本プロジェ
クト研究では、これまでの研究成果を基盤として、向血

― 7 ―



プロジェクト研究　研究成果報告書　第３号

栓性、骨量低下の予防・治療を目指した食因子の同定お
よび栄養療法の確立をはかる。

２．研究目的

　本プロジェクト研究では、栄養学を専門とする研究者
が共同して、加齢にともなって増悪する向血栓性、骨量
低下の予防・治療、すなわちアンチエイジング（抗老化）
の確立をはかることを目的としている。基礎栄養学的研
究ではアンチエイジングに有効な食因子の同定とその分
子機序解明、応用・臨床栄養学的研究ではアンチエイジ
ングのための栄養アセスメント法の開発、さらにアンチ
エイジングを目指した栄養療法の確立をめざす。

３．研究実施計画・方法

　基礎栄養学的研究では、培養細胞や実験動物を用いて、
向血栓性、骨量低下の予防・治療に関連する候補食因子
を同定し、作用機序解明を試みた。応用・臨床栄養学的
研究では、本学健康増進センター、東京大学、今津赤十
字病院、整形外科病院、企業などとの共同研究により、
向血栓性、骨量低下の予防・治療を目的として、思春期、
成人期、高齢期の健常者ないし傷病者を対象とした横断
研究、追跡研究、介入研究を実施した。さらに、要介護
高齢者の栄養支援のための栄養アセスメント法の確立を
目指した。
　以下に各研究課題名を示す。
⑴　向血栓性に関連する食因子の探索
⑵　長期間にわたる中鎖脂肪酸トリグリセリド過剰摂取

の影響
⑶　家庭環境を考慮した女性 3 世代の食習慣と健康状

態に関する栄養疫学的横断研究
⑷　女子大学生の踵骨音響的骨評価値の追跡研究
⑸　きくらげ摂取が成人女性の精神的・身体的健康度に

与える影響 - 介入研究
⑹　社員食堂でのアンチエイジングメニューによる昼食

介入効果の検証
⑺　整形外科外来患者の脆弱性骨折発生確率に関する横

断研究
⑻　寝たきり要介護高齢者の栄養アセスメント法の確立

４．研究成果

⑴　向血栓性に関連する食因子の探索
　血液凝固制御因子プロテイン S (PS) は主として肝
臓で合成され、その活性低下は血栓傾向をきたす。血
漿中 PS の約 60% は補体系制御因子 C4b 結合蛋白質
のβ鎖 (C4BP- β ) に結合し、残りの約 40% の遊離型
PS が活性化プロテイン C (PC) の抗凝固活性を促進す

る。赤ワイン中の主要なポリフェノール resveratrol は
抗腫瘍作用、アンチエイジング作用を示すことが知ら
れているが、廣戸らは resveratrol がヒト株化肝癌細
胞株 HepG2 の PS 発現を抑制することを明らかにした

（Hiroto Y, Thromb Res 127:e1-e7, 2011）。本研究では、
resveratrol の加熱処理にて合成された resveratrol 2 量
体 R3、R4 について、HepG2 の PS mRNA 発現への影
響を real time PCR 法にて検討した。HepG2 の細胞増殖
は 100 µM resveratrol、10 µM R3、R4 によりが抑制
されたが、10 µM resveratrol では影響が見られなかっ
た。PS mRNA 発現量は 100 µM resveratrol で control
の 56.9 ± 7.1% まで抑制されたが 10 µM では変化がな
かったが、R3、R4 では 10 µM で 44.5 ± 4.1%、52.0
± 4.5% まで抑制した。PC mRNA 発現量は 10 µM R4
添加で 54.2 ± 1.1% まで抑制したが、10 µM、100 µM 
resveratrol、10 µM R3 では変化がなかった。C4BP- β 
mRNA 発現量は resveratrol、R3、R4 添加では変化がな
かった。Resveratrol 2 量体の R3、R4 は resveratrol の
1/10 の濃度で、PS mRNA 発現を抑制するだけでなく、
PC mRNA 発現も抑制したため、血液凝固制御系を強く
抑制することが明らかとなった。さらに、ヒト肝癌細胞
由来の HepG2 の細胞増殖を抑制したことから、抗腫瘍
作用を示すことが示唆された。

⑵　長期間にわたる中鎖脂肪酸トリグリセリド過剰摂取
の影響

　中鎖脂肪酸トリグリセリド (MCT) は貯蔵脂肪になる
ことなく、エネルギーとして利用されることから、治療
用特殊食品に用いられるだけでなく、『体に脂肪がつき
にくい油』として、市販の油にも利用されている。しか
し、MCT を過剰摂取した場合については不明な点が多
いことから、長期間にわたる MCT の過剰摂取が生体に
及ぼす影響について、形態学的ならびに生化学的に検討
した。飼料は、脂肪エネルギー比率 30％の高脂肪食と
し、MCT(C8:0[75％ ]、C10:0[25％ ]) または LCT( 大豆
油 ) を用いて、高 MCT 食、高 LCT 食および対照として
脂肪エネルギー比率 9％のコントロール食 (C 食 ) を作
製した。それぞれの飼料を用いて、8 週齢の Wistar 系
雄性ラットを 8 週間飼育した ( 高 MCT 食群：7 匹、高
LCT 食群：6 匹、C 食群：6 匹 )。また、飼育開始 2 週
ごとにそれぞれの群の半数に 75g 経口ブドウ糖負荷試
験 (OGTT) を、別の半数には脂肪負荷試験 (MCT または
LCT) を実施し、経時的に採血を行った。飼育終了後、
エーテル麻酔下にて屠殺後、血液、肝臓を採取した。肝
臓は薄切切片を作製し、Hematoxylin･Eosin 染色または
ズダンブラック B 脂肪染色を行った。肝ホモジネート
液を作製して肝 TG 量を測定し、血清中の TG、コレス
テロール、インスリン、グルコースを測定した。その結
果、MCT の過剰摂取 ( 脂肪エネルギー比率 30％ ) は体
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重増加をきたさず、肝組織への脂肪沈着ならびに血中
TG 濃度の上昇をきたさなかったことから、MCT は過剰
摂取した場合においても、体に脂肪がつきにくい油であ
り、脂質代謝異常をきたさないものと推察された。しか
し、75gOGTT を実施した結果、血中グルコース濃度は
群間および飼育期間に大きな差はなかったものの、飼育
8 週 120 分では高 MCT 食群で著しく高値を示し、イン
スリン抵抗性が高かったものと考えられた。以上のこと
から、MCT の過剰摂取は体重および肝組織への影響は
みられないものの、インスリン抵抗性を増大させた結果、
耐糖能異常をきたす可能性が示唆された。

⑶　家庭環境を考慮した女性 3世代の食習慣と健康状
態に関する栄養疫学的横断研究

　全国の栄養士養成校（大学、短期大学、専門学校）
86 校に在籍する大学１年生、その母親、祖母などそれ
ぞれ約 5000 名を対象とした栄養疫学的横断研究 ( 代表
者：東大・佐々木敏教授 ) に参加し、本学では学生 154
名、母親 114 名、祖母 61 名の調査を平成 23 年度に実
施した。本学の調査結果を用いた解析により、以下の研
究結果が得られた。
①女性 2 世代間の栄養素・食品摂取量の比較および類

似性～同居の有無が及ぼす影響～
　本学栄養科学部新入女子学生およびその母親を対象と

し、2 世代ともに回答を得られた女子学生およびその
母親 88 組について居住形態による世代間の食事摂取
状況の違いや、その類似性について検討した。自記式
食事歴法調査票 (DHQ) を用いた食習慣、および生活
習慣についての調査を実施した。その結果、1）コレ
ステロールや水溶性食物繊維等の摂取量は学生－母親
間の類似性が同居群で強いことから、学生は同居して
いる母親の影響を受けやすいことが考えられた。2）
同居群の方が独居群に比べて栄養素や食品群別摂取量
で類似性のある項目が多く、相関係数の平均値も同居
群が高かったことから、同居群では同じ食事を摂取し
ているため、学生が母親の影響を受けやすいことが考
えられた。3）魚介類の摂取量は、世代別で見ると居
住形態に関わらず学生に比べて母親は摂取量が多く、
学生を居住形態別で比較すると同居学生のほうが摂取
量は多かった。このことから、学生の魚介類の摂取量
は同居している母親の影響を受けやすいことが考えら
れた。4）乳類摂取量については同居群、独居群共に
学生－母親間の類似性が認められ、差がないことから、
独居学生は同居していた頃の影響を受け、乳類を摂り
続ける習慣があると考えられた。しかし、5）夕食欠
食回数は同居学生－同居母親間で有意に差があり、独
居学生－独居母親間で差がなかったことから、居住形
態による影響を受けていないことが考えられた。

②女子学生の月経随伴症状と食事摂取状況との関連

　本学栄養科学部新入女子学生 138 名を対象に、生
活調査に含まれる月経調査（回顧的月経困難質問票
MDQ)、自記式食事歴法調査票 (DHQ) を使用し、月経
随伴症状と食事摂取状況との関連について検討した。
その結果、月経前の「痛み」領域に動物性油脂類が正
の関連を、また、月経前の「自律神経反応」領域には
カルシウムが負の関連を、月経中の「負の感情」領域
には穀類と負の関連を認めた。

③新入女子学生における LDL- コレステロールと食事摂
取状況との関連

　本学栄養科学部新入女子学生 135 名を対象に LDL-C
に及ぼす食事因子について検討した。LDL-C は、ヘルス
チェックでの測定結果を用い、食事調査は３世代研究
の自記式食事歴法調査票 (DHQ) を使用した。その結果、
LDL-C 低群は高群に比べて、野菜類や果実類を多く摂取
し、食物繊維、カリウム摂取量も多いことが明らかとなっ
た。また、主成分分析より抽出された第 1 主成分の正
の方向には、カリウム、食物繊維、カルシウムの栄養素
が含まれる緑黄色野菜、その他の野菜、きのこ類、果実
類等が抽出され、LDL-C 低群が正にプロットされたこと
から、LDL-C 低群は健康志向型であると考えられた。こ
のことから、若年時の LDL-C の低下には、緑黄色野菜、
その他の野菜、きのこ類、果実類等の食品の十分な摂取
が関連することが示唆された。 

⑷　女子大学生の踵骨音響的骨評価値の追跡研究
　女子大学生を対象として、18 から 21 歳までの 3 年
間の踵骨音響的骨評価値（OSI）減少の要因を検討した。
2003 ～ 05 年に本学栄養科学部に入学した 18 歳女子
学生 572 名に 1 年ごとの計 4 回、健康調査 (OSI 測定、
身体・血液検査、アンケート調査、食事調査 ) を行った。
骨代謝関連の疾病や服薬がある者とデータ欠損者を除外
し 334 名を対象者とした。荷重負荷の有無でインパク
ト運動、アクティブ運動に分類した。各対象者の 18 ～
21 歳 OSI と追跡年数での単回帰式から傾き sOSI を算
出後、下位 1/3 を Loss 群 (112 名 )、上位 2/3 を Gain/
Stable 群 (222 名 ) と区分した。Loss 群は Gain/Stable
群に比べ 18 歳時 OSI と身長が高い、初経年齢が早い、
インパクト運動経験なしが成長期 ( 小・中・高校 ) で少
なく大学時は多かった。体重、前年度の月経状況、血液
検査、アクティブ運動経験、エネルギーやエネルギー調
整後栄養素摂取量には差がなかった。そこで、成長期～
大学時のインパクト運動経験なしの者が運動経験ありの
者に比べて Loss 群となるリスクが高いかを検討した。
18 歳時 OSI・身長・体重、初経年齢、18 歳と 21 歳時
の体重差、18、21 歳時エネルギー調整後タンパク質・
炭水化物・カルシウム、21 歳時飲酒で調整後のオッズ
比は、成長期では有意でなく、大学時のみ 3.19 と有意
に高値であった。大学時の運動経験なしの者を成長期の
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インパクト運動歴で 4 分類し、同様に Loss 群となるリ
スクを検討した。中学・高校で運動ありだが大学時に運
動なし群と小・中・高校と運動ありだが大学時に運動な
し群で、オッズ比が 4.1 と 4.9 とさらに上昇した。した
がって、成長期に実施していた荷重負荷のあるインパク
ト運動を大学時に中止することが、女子大学生の 18 歳
以降の骨量減少の要因として重要であることが明らかに
なった。

⑸　きくらげ摂取が成人女性の精神的・身体的健康度に
与える影響 -介入研究

　潜在的ビタミン D 不足による精神的・身体的障害の
改善を目的として、健康な 20 歳代成人女性を対象にビ
タミン D 給源として乾燥きくらげを用いた介入研究を
実施した。
　本学栄養科学部4年次の女子学生34名を対象とした。
介入前 3 日間の食事調査によるビタミン D 摂取量は 4.4
± 3.5 μ g/ 日、血中ビタミン D 濃度（25-OH ビタミン
D）は 22 ± 6 ng/mL であった。日常のビタミン D 摂取
量が日本人の食事摂取基準（18 ～ 29 歳女性の目安量 : 
5.5µ ｇ）に達していないことから、対象者を無作為に
2 群にわけ、T 企業（熊本県）の提供による乾燥きくら
げを、1 日あたり１ｇ（ビタミン D として 6.2 μ g）を
摂取するきくらげ群（J 群）と通常通りの食生活を続け
るコントロール群（C 群）を設定した。介入期間は 4 週
間とした。介入前後の食事摂取状況及び血中ビタミン D
濃度の変化について解析した結果、乾燥きくらげ摂取に
よりビタミン D 摂取量は有意に増加したが、血中ビタ
ミン D 濃度には両群間に有意な差は認められなかった。
今後、日照時間などの検討が必要と考える。

⑹　社員食堂でのアンチエイジングメニューによる昼食
介入効果の検証

　市中の N 企業との共同研究として、「健康と美」をコ
ンセプトにした勤労者（多くは事務業務）を対象にした
社員食堂の立ち上げに向けて以下の企画を実施した。
・昨年の研究から示唆された野菜や葉酸などの栄養素を

参考に、飽和脂肪酸、トランス脂肪酸、葉酸含量を考
慮したアンチエイジングメニューを考案した。

・エネルギーは６００kcal を目安とし、エネルギーバ
ランスに加え、野菜や豆腐、魚などを主菜に多く取り
入れた。

・提供数は53食で、試作による盛りつけや味付け等の
確認を行った 。

平成25年10月に新規に開設する社員食堂の基本メ
ニューの一部として、取り入れる予定である。

⑺　整形外科外来患者の脆弱性骨折発生確率に関する横
断研究

　高齢化とともに骨粗鬆症患者数は年々増加している
が、脆弱性骨折（骨粗鬆症性骨折）は生活の質を低下さ
せるだけでなく死亡率を上昇させるため、その予防が最
重要課題となっている。WHO は 2008 年に臨床的骨折
危険因子を用いて骨折高リスク者を判別する骨折リスク
評価ツール（FRAX）を作成した。本研究では 2011 年
6 月から 12 月に K 整形外科病院（大分県）外来を受診
した 60 歳以上の男女 64 名（男性 21 名、女性 43 名）
を対象として、日本版 FRAX を用いて将来 10 年以内の
骨粗鬆症性骨折発生確率を算定し、身体特性、橈骨骨密
度（BMD）、生活習慣との関連を検討した。
　年齢は男性 74.4 ± 6.5 歳、女性 71.6 ± 6.7 歳であり、
男女差はなかった。体重には男女に差はなく、BMI は
女性が高値であり、女性の 39.5％が肥満（BMI ≧ 25）
であった。男性 2 名、女性 11 名に骨折歴を認め、骨折
部位としては椎体が最も多かった。骨折歴、現在の喫
煙、糖質コルチコイド、関節リウマチの既往の有無では
男女に差はなかった。橈骨 BMD（% of YAM）は、男性
89.0 ± 9.0％、女性 76.0 ± 18.2％と、女性が著しく低
かった。運動経験の有無では、成長期（小学生、中学生）、
現在のいずれも男女に差はなかった。現在のエネルギー
摂取量は男女に差はなく、エネルギー調整栄養素摂取量
では、タンパク質、カルシウム、マグネシウム、リン、
ビタミン D、食塩摂取量が男性に比べて女性が多かった。
BMI と臨床的骨折危険因子から算定した 10 年以内の主
要な骨粗鬆症性骨折発生確率は男性 8.0 ± 2.4％、女性
17.6 ± 11.7％と女性が著しく高かった。女性では骨折
発生確率と橈骨 BMD に負の相関を認めたが、男性では
相関を認めなかった。女性でのみ現在の運動あり群の骨
折発生確率がなし群と比べて低かったが、成長期の運動
経験の有無では差がなかった。女性でのみ骨折発生確率
とエネルギー調整後の脂質、植物性脂質、一価不飽和脂
肪酸、多価不飽和脂肪酸、n-6系脂肪酸、γ -トコフェロー
ル摂取量に正の相関を認めた。
　女性では橈骨 BMD から骨粗鬆症と判定された 16 名
のうち 12 名で骨粗鬆症性骨折発生確率が 15％以上で
あり、FRAX による簡便な骨折発生確率推定の有用性を
確認した。また、現在の運動習慣や脂質の過剰摂取を避
けるなどの生活習慣改善による骨折予防の可能性が示唆
された。

⑻　寝たきり要介護高齢者の栄養アセスメント法の確立
　わが国の人口は次第に高齢化が進み、また介護保険制
度や診療報酬の改定に伴い、病院や高齢者施設で栄養ア
セスメントの必要性が高まっている。そこで、今津赤
十字病院において 70 歳以上の寝たきりの入院患者を対
象に身体計測値（身長、体重、BMI、腹囲、腹部皮下脂
肪面積、腹部内臓脂肪面積）・安静時エネルギー消費量
(REE)・血液検査データについて、各項目間の関連性を
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検討し、栄養アセスメント法の確立を試みた。
　体重に関連する因子の重回帰分析により、男女それ
ぞれについて腹囲による簡便な体重推定式を作成した。
Harris-Benedict 式および基礎代謝基準値から算出した
基礎エネルギー消費量 (BEE) と REE を比較したところ、
REE は BEE（Harris-Benedict 式）の 81.2%、BEE( 基礎
代謝基準値 ) の 90.4% であり、REE が座位での測定で
あるにも拘らず推定 BEE よりも低値であった。また、
REE と相関関係にあったのは、体重と BMI のみであっ
た。現在、REE と腹部 MRI データ（腹部皮下脂肪面積、
腹部内臓脂肪面積）の集積中である。今後、寝たきり高
齢者の安静時エネルギー基準値の作成、最適 BMI の検
討、栄養アセスメントでの腹囲測定の意義について検討
する。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計 6 件）
① Hamasaki N, Kuma H, Tsuda H.: Activated protein C 

anticoagulant system dysfunction and thrombophilia 
in Asia. Ann. Lab. Med. 33(1):8-13, 2013. 査読有

②大西玲子、藤井弘二、津田博子、今井克己：寝たきり
要介護高齢者における体重推定式の作成 . 日本老年医
学会雑誌 49 (6):749-751, 2012. 査読有

③ Iwamoto M, Imai K, Hideaki Ohta, Bungo Shirouchi 
and Masao Sato：Supplementat ion of highly 
concentrated β -cryptoxanthin in a satsuma 
mandarin beverage improves adipocytokine profiles 
in obese Japanese women. Lipids in health and 
disease, doi: 10.1186/1476-511X-11-52,1－4,2012. 
査読有

④津田博子、津田友秀：アジア人特有の血栓性素因 -
プロテイン S 異常症 -. 日本血栓止血学会誌 ,　23 (4): 
379-382, 2012. 査読無

⑤近江雅代、 鷲尾昌一、堀内孝彦、塚本　浩、赤司浩一、
多田芳史、長澤浩平、澤部琢哉、佐々木敏、永井正規、
城田知子：全身性エリテマトーデス発症に関連する食
事因子 . 臨牀と研究、89 巻 1 号、74-78、2012. 査
読有

⑥ Tsuda T., Jin X., Tsuda H., Ieko M., Morishita E., 
Adachi A., Hamasaki N.: New quantitative total 
protein S assay system for diagnosing protein S type 
II: clinical application of the screening system for 
protein S type II deficiency. Blood Coagul Fibrinolysis. 
23 (1): 56-63, 2012. 査読有

〔学会発表〕（計 30 件）
①上野宏美、宮崎　瞳、今井克己、阿部志麿子、増田　

隆、森口里利子、津田博子、岩本昌子、中園栄里、小

野美咲、八住香代子、森山耕成、大部正代、相島英津子、
中野修治：食行動解析からみた女性肥満症患者の食事
摂取様態と代謝異常の関連、第 16 回病態栄養学会（京
都：国立京都国際会館）、平成 25 年 1 月 15 日

②大無田恵美、近江雅代、熊谷奈々、藤田　守：生食野
菜の消毒・殺菌方法について～野菜の形態学的特徴に
よる効果の違い～．第 8 回日本給食経営管理学会学
術総会、名古屋女子大学汐路学舎（名古屋市）、平成
24 年 11 月 25 日

③加木智子、中園栄里、川嶌眞人、川嶌眞之、津田博子 : 
中高年の男女における骨密度と身体特性、生活習慣の
検討 . 第 10 回大連合大会 ( 第 34 回日本臨床栄養学会
総会、第 33 会日本臨床栄養協会総会 )、平成 24 年
10 月 7 日

④中園栄里、津田博子：女子大学生の入学後の骨量減少
には運動の中止が関与する － 3 年間の追跡調査 -. 第
10 回大連合大会 ( 第 34 回日本臨床栄養学会総会、第
33 会日本臨床栄養協会総会 )、平成 24 年 10 月 7 日

⑤小峰愛理、八木香里、八住香代子、岩本昌子、城内文
吾、佐藤匡央 : 社員食堂を利用した昼食介入における
血清脂肪酸組成の変化、第 66 回日本栄養・食糧学会
九州・沖縄支部および日本農芸化学会西日本支部合同
大会（鹿児島：鹿児島大学）、平成 24 年 9 月 29 日

⑥ Iwamoto M, Yagi K, Yazumi K, Nishizono S: A mild 
energy reduction in the lunch diet may be preventive 
for metabolic syndrome、10th Euro Fed Lipid 
Congress（Cracow, Poland）、平成 24 年 9 月 24 日

⑦近江雅代、大無田恵美：大量調理における生食野菜の
消毒・殺菌方法の検討について～中性洗剤による洗浄
を加えて～．第 59 回日本栄養改善学会学術総会、名
古屋国際会議場（名古屋市）、平成 24 年 9 月 13 日

⑧ Ueno H, Miyazaki H, Abe S, Imai K, Masuda T, Koga 
R, Tsuda H, Iwamoto M, Nakazono E, Ono M, Yazumi 
K, Moriyama K, Oobe M, Aishima E, Nakano S, and 
Sakata T: Charting of daily weight pattern introduced 
into group therapy reinforces the synergistic effect on 
weight reduction in obese patients, 16th international 
congress of dietetics,（Sydney,  Australia）, 平 成 24
年 9 月 6 日

⑨植田麻衣子、中園栄里、津田友秀、金秀日、中野修治、
津田博子：肥満女性における血液凝固制御因子プロ
テイン S の血中動態の解析 . 第 34 回日本血栓止血学
会学術集会、東京 ( ハイアットリージェンシー東京 )、
平成 24 年 6 月 8 日

⑩森口里利子、伊藤和枝、高妻和哉、落合龍史、中野修治：
減塩しょうゆの血圧ならびに血圧関連因子への影響．
第 66 回日本栄養・食糧学会、東北大学 ･ 東京エレク
トロンホール宮城（仙台）、平成 24 年 5 月 19 日

⑪近江雅代、鷲尾昌一、堀内孝彦、塚本　浩、赤司浩一、

― 11 ―



プロジェクト研究　研究成果報告書　第３号

多田芳史、長澤浩平、澤部琢哉、佐々木敏、岡由紀子、
城田知子、森　　満、永井正規：全身性エリテマトー
デス発症に関連する食事因子～第 2 報：食品群別摂
取量に着目して～ . 第 15 回日本病態栄養学会年次学
術集会、国立京都国際会館（京都市）、平成 24 年 1
月 14 ～ 15 日

⑫鷲尾昌一、近江雅代、堀内孝彦、塚本　浩、赤司浩一、
多田芳史、長澤浩平、澤部琢哉、佐々木敏、岡由紀子、
城田知子、森　　満、永井正規：全身性エリテマトー
デス発症に関連する食事因子～第 1 報：栄養素等摂
取状況について～ . 第 15 回日本病態栄養学会年次学
術集会、国立京都国際会館（京都市）、平成 24 年 1
月 14 ～ 15 日

⑬上野宏美、宮崎　瞳、今井克己、阿部志麿子、増田　隆、
森口里利子、津田博子、岩本昌子、中園栄里、小野美咲、
八住香代子、森山耕成、大部正代、相島英津子、中野
修治、坂田利家：食行動の領域別解析からみた女性肥
満症患者の摂取内容と代謝異常の関連 . 第 15 回日本
病態栄養学会年次学術総会、国立京都国際会館、平成
24 年 1 月 14 日～ 15 日

⑭中園栄里、今井克己、阿部志摩子、森口里利子、岩本
昌子、宮崎　瞳、小野美咲、八住香代子、林　梨絵、
上野宏美、森山耕成、中野修治、津田博子：女子大学
生の踵骨音響的骨評価値の減少回避には、大学生時の
運動が有効である -3 年間の追跡調査 -. 第 13 回日本
骨粗鬆症学会、神戸、平成 23 年 11 月 4 日

⑮Ohta H, Iwamoto M, Nishizono S, Tokura S, Sugamoto 
K, Matsushita Y, Fukuda N：Liver lipid-lowering 
effects of Shiikuwasha (Citrus depressa HAYATA) 
pomace extracts in the rat. 11th European Nutrition 
Conference　Madrid Convention Center, Spain, 
Madrid, 平成 23 年 10 月 26 日～ 29 日

⑯ Iwamoto M, Ohta H, Nishizono S, Senanayake GVK, 
Fukuda N：Mechanism(s) of liver triglyceride-
lowering action of dietary bitter melon (Momordica 
charantia) extracts in the rat. 11th European 
Nutrition Conference　Madrid Convention Center, 
Spain, Madrid, 平成 23 年 10 月 26 日～ 29 日

⑰寺澤洋子、蒲池桃子、中園栄里、津田博子：思春期女
性を対象とした骨強度と体格および食事摂取との関連
性の検討 ( 第 4 報 )．第 58 回日本栄養改善学会学術
総会、広島、平成 24 年 9 月 9 日

⑱陳　晨、林　梨恵、今井克己：遼寧省中医薬大学学生
の食事調査ならびに福岡在住大学生の食事調査結果と
の比較（第 2 報）. 第 58 回日本栄養改善学会学術総会、
広島国際会議場（広島市）、平成 23 年 9 月 10 日

⑲上野宏美、宮崎　瞳、今井克己、近江正代、大部正代、
岩本昌子、大和孝子、森口里利子、竹嶋美夏子、相島
英津子、小野美咲、脇本　麗、中野修治：学内医療施

設である栄養クリニックにおける見学実習の取り組
みについて . 第 58 回日本栄養改善学会（広島）、平成
23 年 9 月 9 日

⑳八住香代子、八木香里、岩本昌子、今井克己、阿部志
麿子、森口里利子、津田博子、中園栄里、宮崎　瞳、
小野美咲、上野宏美、森山耕成、中野修治：女子大学
生の食事摂取状況の年次変化に伴う追跡調査 . 第 58
回日本栄養改善学会学術総会、広島国際会議場（広島
市）、平成 23 年 9 月 10 日

㉑岩本昌子、本間　学、八住香代子、志岐歩美、中野修
治、吉岡慶子、森山耕成：管理栄養士養成課程での模
擬患者実習とその評価の試み . 第 58 回日本栄養改善
学会（広島）3E-05、平成 23 年 9 月 10 日

㉒近江雅代：大量調理における生食野菜の消毒・殺菌に
ついて－第 3 報：強酸性電解水による効果－ . 第 58
回日本栄養改善学会学術総会、広島国際会議場（広島
市）、平成 23 年 9 月 8 ～ 10 日

㉓ Tsuda H., Hiroto Y., Tadokoro K., Tsuda T., Nakazono 
E., Ohnaka K., Takayanagi R. Hamasaki N.: Resveratrol, 
a phytoestrogen found in red wine, down-regulates 
protein S expression in HepG2 cells. XXIII Congr. Int. 
Soc. Thromb. Haemost., Kyoto, July 28, 2011. 

㉔ Tsuda T., Jin X., Tsuda H., Morishita E., Kobayashi 
T., Hamasaki N.: Evaluation of Novel Total Protein 
S Assay System for Screening of Protein S Type II 
Deficiency. XXIII Congr. Int. Soc. Thromb. Haemost., 
Kyoto, July 27, 2011.

㉕ Jin X., Tsuda T., Tsuda H., Ikeo M., Adachi T., 
Hamasaki N.: Development of A New Quantitative 
Total Protein S Assay System for Screening of Protein 
S Type II deficiency. XXIII Congr. Int. Soc. Thromb. 
Haemost., Kyoto, July 27, 2011.

㉖ Ueda M., Nakazono E., Tsuda T., Jin X., Nakano S., 
Tsuda H.,: Plasma concentrations of total protein S 
antigen are not related with body fat mass but with 
triglyceride levels in obese Japanese women. XXIII 
Congr. Int. Soc. Thromb. Haemost., Kyoto, July 27, 
2011.

㉗小野美咲、津田博子、高田和幸、中野修治：グラフ化
体重日記と自己評価式食事日記を併用しセルフモニタ
リングによりリバウンドが防止できた肥満症の一例 . 
第 19 回西日本肥満研究会、福岡、平成 23 年 7 月 16
日

㉘ Tsuda H., Morishita E., Kobayashi T., Tsuda T., 
Jin X., Hamasaki N.: A Clinical Application of the 
Screening System for Protein S type II Deficiency. 
21st International Congress of Clinical Chemistry and 
Laboratory Medicine. Berlin, Germany, May 16, 2011.

㉙ Tsuda T., Jin X., Tsuda H., Hamasaki N.: New 
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Quantitative Total Protein S Assay System for 
Diagnosing of Protein S type II Deficiency. 21st 
International Congress of Clinical Chemistry and 
Laboratory Medicine. Berlin, Germany, May 16, 2011.

㉚宮崎　瞳、上野宏美、今井克己、阿部志麿子、増田　隆、
森口里利子、津田博子、岩本昌子、中園栄里、小野美咲、
林　梨恵、八住香代子、森山耕成、大部正代、相島英
津子、中野修治：肥満女性の血中アディポネクチン濃
度と体脂肪量、血中因子および食事因子の関連性̶閉
経前後での検討̶. 第 65 回日本栄養・食糧学会大会、
東京、平成 23 年 5 月 14 日

〔図書〕（計 8 件）
①森口里利子（共著）：第 1 章 6（3）食品構成～（5）

作成献立の栄養評価、第 9 章 1 成人期、4（1）肥満
予防の食事（2）糖尿病予防の食事 . 吉岡慶子、三成
由美、德井教孝編 : ライフステージ別栄養管理・実習、
11-20、141-149、164-171、建帛社（2013 年 2 月
15 日）

②津田博子（共著）:　第 8 章 成人期（戸谷誠之、伊藤
節子、渡邊令子編 :　応用栄養学 [ 改訂第 4 版 ]）南江
堂 , pp.209-250/pp.388（9.25.2012 出版）

③森口里利子（共著）：第 2 章 2.5　組織づくり・地域
づくりへの展開 . 城田知子編 : イラスト栄養教育・栄
養指導論（第 3 版）、52-55、東京教学社（2012 年 4
月 1 日）

④津田博子（共著）:　第 1 章 疾患診断の概要、付表 主
要臨床検査基準値（田中明、加藤昌彦編 :　N ブック
ス・疾病の成り立ち：臨床医学）建帛社 ,  pp.5-17, 
pp.191-195/pp.201（3.30.2012 出版）

⑤津田博子（共著）:　第 1 章 栄養ケア・マネジメン
ト 第 1 ～ 3 節、第 7 章 高齢期の栄養（江澤郁子、津
田博子編 :　N ブックス・三訂応用栄養学）建帛社 , 
pp.1-14, pp.179-200/pp.253（8.31.2011 出版）

⑥今井克己（共著）：各論 Chapter7 小児糖尿病 . 今井克
己編：臨床栄養学実習－献立集－、2-3,28-30,89/95-
96、同文書院（2011 年 4 月 15 日）

⑦森口里利子（共著）：各論 Chapter7 小児糖尿病 . 今井
克己編：臨床栄養学実習－献立集－、38-42/95-96、
同文書院（2011 年 4 月 15 日）

⑧近江雅代（共著）：各論Chapter15妊娠高血圧症候群.今
井克己編：臨床栄養学実習－献立集－、71-74/107、
同文書院（2011 年 4 月 15 日）

６．予算配布額

（金額単位：円）
研究経費 機器備品 合　計

平成 23 年度 2,300,000 270,000 2,570,000
平成 24 年度 1,950,000 　　　0 1,950,000

合　計 4,250,000 270,000 4,520,000
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野菜や果物に含まれる抗酸化物質ポリフェノールの生活習慣病予防に果たす役割の解明

野菜や果物に含まれる抗酸化物質ポリフェノールの
生活習慣病予防に果たす役割の解明

Elucidation of Role of Polyphenols in Vegetables and Fruits for the 
Protection of Life-Style Related Diseases

   研究グループ代表者
    原　　孝之（HARA TAKAYUKI）栄養科学部・教授

   共同研究者
    青峰　正裕（AOMINE MASAHIRO）栄養科学部・教授

    大和　孝子（YAMATO TAKAKO）栄養科学部・准教授

    竹嶋美夏子（TAKESHIMA MIKAKO）栄養科学部・助教

    西山　敦子（NISHIYAMA ATSUKO）栄養科学部・助手

    脇本　　麗（WAKIMOTO REI）栄養科学部・助手

研究成果の概要
　生活習慣病の予防には、野菜の摂取の必要性が盛んに強調されている。本研究では、茶葉に含まれるカテキンの生活
習慣病の予防に果たすポリフェノールの影響について、主にラットを用いて検討した。

研究分野：
キーワード：⑴　生活習慣病予防　⑵　予防　⑶　抗酸化物質　⑷　ポリフェノール　⑸　野菜　⑹　果物

１．研究開始当初の背景

⑴生活習慣病の一因が、エネルギー摂取過剰による肥満
によることは明らかであるが、その予防はなかなか達
成できない現状である。生活習慣病の予防には、野菜
の摂取の必要性が盛んに強調されている。健康栄養
21 では、一日野菜 350 ｇ以上、緑黄色野菜 120 ｇ
以上を摂取しようという目標を立てているが、その実
践は簡単ではない。野菜には、活性酸素種を消去する
ビタミンやポリフェノールなどが多く含まれている。
生活習慣病の予防に果たすポリフェノールの影響につ
いては、多くの報告があるが、依然、不明の点が多い。

２．研究目的

⑴本研究では、茶のポリフェノール成分のエピガロカテ
キンガレート（EGCG）やエピカテキン（EC）を用い、
実験的糖尿病ラットの血糖に及ぼす影響について健常
ラットと比較検討した。また、その活性酸素消去能が
どのようになっているか血清の BAP テストにより検
討した。

３．研究実施計画・方法

⑴ 9 週齢の体重 300 ｇ前後の Wistar 系雄性ラットに
STZ（60mg/kg 体重）を投与した糖尿病モデルラッ
ト群 (DM 群 ) と正常 Wistar 系雄性ラット（正常群）
に EGCG は 10mg/kg 体重 EC は 5mg/kg 体重の割合
でそれぞれを水に溶かしたゾンデを用い経口投与し
た。投与期間は 10 日間とした。対照には、水を同量
経口投与した。体重、食餌量、飲水量は実験期間中、
毎日測定した。空腹時血糖値は、実験開始前後にグル
テストエースＲで測定した。血清中の酸化ストレス度
は d-ROMs テストキットを用い、血清中のヒドロペ
ルオキシド濃度を指標として、また血清中の抗酸化力
は、BAP テストキットを用いた。なお、EGCG や EC
の DPPH ラジカル消去活性については、他のポリフェ
ノール（ケルセチン、ショウガオール等）と比較測定
した。なお、標準物質としてトロロックスを用いた。

４．研究成果

⑴体重は正常群と比較して DM 群では、水投与、EGCG、
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EC 投与ともに緩やかに増加した。食餌量および飲水
量は、正常群、DM 群いずれも EGCG 投与による大き
な変化はみられなかった。しかし、食餌量は正常群
に比べ DM 群では約 2 倍、飲水量は約 5 倍多かった。
正常群では、水投与、EGCG 投与、EC 投与ともに実
験終了後、空腹時血糖値は有意に上昇したが、DM 群
では EGCG 投与により血糖上昇を抑制する傾向がみ
られた。EC 投与によって、血糖値の変化はみられな
かった。血清中の酸化ストレス度は、正常群、DM 群
ともにEGCG、ECの投与による変化はみられなかった。
一方、正常群では、抗酸化力は EGCG の投与により上
昇する傾向がみられたが、EC の投与による変化はみ
られなかった。DM 群では水投与と比べほとんど変化
はなかった。EGCG や EC の DPPH ラジカル消去活性
については、EGCG ＞ EC¬¬ ＝ケルセチン＝ショウガ
オール＝トロロックスとなり、ほとんど差はなかった。
以上のことから、今回の結果と EGCG や EC の抗酸化
性との明確な関連については不明である。抗酸化性物
質ポリフェノールの生活習慣病予防に果たす役割を解
明するためには、ポリフェノールがバイオアベイラビ
リティーに優れず、体内の残存性に乏しい物質である
ことを考慮しなければならない。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計３件）
①大和孝子、松岡伴実、西山敦子、平山隼人、仁後亮介、

太田英明、青峰正裕：高濃度カテキンが青年期女性の
精神的ストレスに及ぼす影響、中村学園大学・中村学
園大学短期大学部研究紀要、2013 年、査読有

②西山敦子、平山隼人、仁後亮介、大和孝子、青峰正裕：
認知症モデルラットの自発運動量、記憶、不安に対す
る糖尿病の影響、中村学園大学・中村学園大学短期大
学部研究紀要、2013 年、査読有

③永田瑞生、西山敦子、平山隼人、仁後亮介、大和孝子、
青峰正裕：高血糖はストレス抵抗性を減弱するか、福
岡歯科大学・福岡医療短期大学研究紀要、2013 年、
査読有

〔学会発表〕（計１２件）
①大和孝子、西山敦子、平山隼人、仁後亮介、三隅幸子、

青峰正裕：高濃度のカテキン含有緑茶飲料がストレス
負荷糖尿病ラットに及ぼす影響、第 66 回日本栄養・
食糧学会、2012.5.18-20、東北大学、仙台

②西山敦子、平山隼人、仁後亮介、永田瑞生、大和孝子、
青峰正裕：アルツハイマー様ラットの運動、記憶、不
安状態に対する糖尿病の影響、第 66 回日本栄養・食
糧学会、2012.5.18-20、東北大学、仙台

③竹嶋美夏子、原　孝之、中野修治：リコペンによる乳

がん細胞増殖抑制効果とその機序の検討、第 66 回日
本栄養・食糧学会、2012.5.18-20、東北大学、仙台

④大和　孝：、高濃度の茶カテキン含有飲料は青年期女
性の精神的ストレスを軽減するか、第 59 回日本栄養
改善学会、2012.9.12-14、名古屋

⑤原　孝之、竹嶋美夏子、中野修治：リコペンの細胞内
局在と乳がん細胞増殖抑制効果、福岡病態・代謝研究
会、2012.9.14、福岡大学、福岡

⑥竹嶋美夏子、原　孝之、中野修治：リコペンによる乳
がん細胞増殖抑制作用の検討、平成２４年度日本農芸
化学西日本支部および日本栄養・食糧学会 九州・沖
縄支部合同大会、2012.9.28-29、鹿児島大学、鹿児
島

⑦平山隼人、西山敦子、松岡伴実、仁後亮介、大和孝子、
青峰正裕：糖尿病ラットにおける脳海馬一酸化窒素と
セロトニンの関係、平成２４年度日本農芸化学西日本
支部および日本栄養・食糧学会 九州・沖縄支部合同
大会、2012.9.28-29、鹿児島大学、鹿児島

⑧永田瑞生、西山敦子、平山隼人、仁後亮介、大和孝子、
青峰正裕：糖尿病はエタノールにより増加したラット
脳海馬セロトニン放出を低下させる、第 63 回西日本
生理学会、2012.10.19-20、九州大学、福岡

⑨平山隼人、西山敦子、松岡伴実、仁後亮介、大和孝子、
青峰正裕：実験的糖尿病ラットにおける脳海馬一酸化
窒素とセロトニンの関係、第 63 回西日本生理学会、
2012.10.19-20、九州大学、福岡

⑩大和孝子、松岡伴実、西山敦子、平山隼人、仁後亮介、
太田英明、青峰正裕：高濃度カテキンが精神的スト
レス負荷青年期女性に及ぼす緑茶飲料の影響、第 22
回日本清涼飲料研究会、2012.10.24、日本教育会館、
東京

⑪大和孝子、西山敦子、平山隼人、松岡伴実、仁後亮
介、青峰正裕：ストレス負荷糖尿病ラットにおける高
濃度カテキン含有飲料の効果、第 91 回日本生理学会、
2013.3.27-29、東京

⑫西山敦子、平山隼人、松岡伴実、仁後亮介、大和孝子、
青峰正裕：認知症を合併した糖尿病モデルラットの運
動量、学習記憶および不安行動、第91回日本生理学会、
2013.3.27-29、東京

６．予算配布額

（金額単位：円）
研究経費 機器備品 合　計

平成 23 年度 2,000,000 　　　　0 2,000,000
平成 24 年度 1,950,000 　　　　0 1,950,000

合　計 3,950,000 　　　　0 3,950,000
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離乳プロセスに伴う消化吸収機構の変化に基づいた
食物アレルギー発症 1次予防に関する研究

Studies on the primary protection of food allergy based on changing digestive and 
absorptive mechanism according to weaning process.

  研究グループ代表者
   藤田　　守（FUJITA MAMORU）栄養科学部・教授

  共同研究者
   熊谷　奈々（KUMAGAI NANA）栄養科学部・助手

　　
  研究協力者
   馬場　良子（BABA RYOKO）栄養科学部・非常勤講師

   興梠　恵美（KOUROGI MEGUMI）栄養科学研究科・博士後期課程（平成 23 年度）

   白石　美恵（SHIRAISHI MIE）栄養科学部・非常勤講師（平成 23 年度）

※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
　乳飲期から離乳期の Wistar 系ラットの空腸および回腸を用いて、小腸絨毛および粘膜固有層を三次元的に検索した
結果、離乳が進むに従って絨毛の形態学的変化が観察された。超微形態学的に検索した結果、乳飲期の空腸吸収上皮細
胞では高分子物質の細胞内吸収機構（エンドサイトーシス）および細胞内通過機構（トランスサイトーシス）、回腸で
はエンドサイトーシスが観察された。しかし、離乳が近づくにつれて高分子物質の吸収機構は徐々に減少し、離乳前に
は完全に見られなくなった。細胞組織化学的・免疫組織化学的に検索した結果、乳飲期の空腸吸収上皮細胞において、
HRP、β -lactoglobulin、ovalbumin が細胞内を通過し、粘膜固有層へ侵入することが認められ、食物アレルギー発症
機序の初期的段階の可能性が示唆された。早期離乳を行った場合は吸収機構に変化が見られたが、離乳を延期すると正
常離乳群との違いが見られなかった。これらのことから、乳飲期および離乳期にアレルゲンとなるような高分子物質を
与えないようにすることにより、食物アレルギーの 1 次予防を行うことができると考えられる。

研究分野：栄養形態学
キーワード：食物アレルギー、消化吸収、新生児期、乳飲期、離乳期、小腸吸収上皮細胞、早期離乳、離乳延期

１．研究開始当初の背景

⑴食物アレルギーは花粉症と並び、社会的問題となって
いる。近年の多様化した食環境には膨大な量と種類の
アレルゲンが含まれており、生体に対する障害性の反
応が惹起される可能性が高くなっている。

⑵乳幼児のアレルギー疾患は食物に起因することが多
く、０歳児の発症が高いと言われており、食物アレル
ギー発症機序等を含め、根本的対策が必要となってい
る。

２．研究目的

⑴本研究では、乳飲期から離乳期（離乳プロセス）にお
ける小腸の消化吸収機構の変化を知る目的で、光学顕
微鏡、走査型・透過型電子顕微鏡を用いて形態学的に
検索する。

⑵小腸吸収上皮細胞における高分子物質の消化吸収機
構（エンドサイトーシス）および細胞内通過機構（ト
ランスサイトーシス）、それらに関与する膜系の変化、
さらに食物アレルゲンの侵入経路に関する超微形態学
的・細胞組織化学的・免疫組織化学的検索を行う。

⑶これらの結果を踏まえ、食物アレルギー発症の１次予
防を検討する。
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３．研究実施計画・方法

⑴平成 23 年度は、乳飲期から離乳期の Wistar 系ラッ
トの空腸および回腸を用いて、小腸絨毛および粘膜固
有層の変化を三次元的に検索した。

⑵乳飲期および離乳期の小腸吸収上皮細胞におけるエン
ドサイトーシスおよびトランスサイトーシス、さらに
それらに関与している膜系について検索する目的で高
分子物質のトレーサーである horseradish peroxidase

（HRP）を用いて超微形態学的・細胞組織化学的に検
索を行った。

⑶平成 24 年度は、乳飲期、離乳期および離乳後の小
腸管腔内に食物アレルゲン（β -lactoglobulin または
ovalbumin）をそれぞれ投与し、免疫組織化学的に検
索を行った。

⑷乳飲期に人工乳を用いた早期離乳または離乳を延期
し、各群の小腸における消化吸収機構の変化について
超微形態学的・免疫組織化学的に検索を行った。

⑸これらの結果を基にして、適切な離乳の方法、離乳の
時期等を解明し、栄養指導ならびに食物アレルギー発
症の１次予防方法を検討した。

４．研究成果

⑴光学顕微鏡および走査型電子顕微鏡を用いて乳飲期か
ら離乳期の Wistar 系ラットの空腸および回腸を検索
した結果、乳飲期の空腸および回腸において、長さの
異なる指状の絨毛が密に観察されたが、離乳過程が進
むにつれ、長さのほぼ均一な舌状の絨毛が観察される
ようになった。

⑵血管鋳型標本を観察した結果、乳飲期には絨毛部粘膜
固有層の中心部付傍を走行する 1 本の血管が見られ、
それに続き、絨毛先端部付近で鋭角をなした後に、縁
をなす 2 本の毛細血管と、それからさらに分岐して
中心部付傍の血管を囲む毛細血管網が観察された。離
乳が進むにつれ、絨毛先端部の中心部付傍の血管と毛
細血管のなす角度は緩やかになり、絨毛基部にかけて
網目は増加した。

⑶乳飲期の空腸吸収上皮細胞を超微形態学的に検索した
結果、母乳中の脂質の取り込みが見られた。また、微
絨毛間細胞膜の陥入の陥入、細胞頂部に小胞、初期エ
ンドゾーム、後期エンドゾームおよび小型のライソ
ゾームが観察された。離乳が近づくにつれてこれらの
膜系は減少し、離乳後はそれらの膜系を持つ吸収上皮
細胞は見られなくなった。

⑷乳飲期の回腸吸収上皮細胞を超微形態学的に検索した
結果、微絨毛間細胞の陥入、初期エンドゾーム、後期
エンドゾーム、ライソゾームおよび巨大大ライソゾー
ムが観察された。しかし、離乳が近づくにつれてこれ

らの膜系の減少と巨大ライソゾームの膨化、それらの
構造を持つ吸収上皮細胞の減少が起こり、離乳後はそ
れらの吸収上皮細胞は見られなくなった。

⑸エンドサイトーシスおよびトランスサイトーシス、さ
らにそれらに関与している膜系について高分子物質の
トレーサーである horseradish peroxidase（HRP）を
用いて超微形態学的・細胞組織化学的に検索を行った
結果、乳飲期の空腸吸収上皮細胞では、微絨毛間細胞
膜の陥入部、小胞内、初期エンドゾーム内、後期エン
ドゾーム内、ライソゾーム内（エンドサイトーシス）
および基底側部細胞膜付近の小胞、細胞間隙および粘
膜固有層に認められた（トランスサイトーシス）。離
乳が近づくにつれ、空腸では回腸よりも早く吸収機構
に変化が見られ、トランスサイトーシスの減少、取り
込みの減少が起こり、離乳後は吸収上皮細胞内への高
分子物質の取り込みが見られなくなった。

⑹乳飲期の回腸では、エンドサイトーシスに関与する膜
系内および巨大ライソゾーム内に反応産物が認められ
た。しかし、離乳が近づくにつれエンドサイトーシス
に関与する膜系および膨化した巨大ライソゾームにお
ける取り込みの減少が起こり、離乳後は吸収上皮細胞
内への高分子物質の取り込みが見られなくなった。

⑺乳飲期、離乳期および離乳後の小腸管腔内に食物アレ
ルゲン（β -lactoglobulin または ovalbumin）をそれ
ぞれ投与して免疫組織化学的に検索した結果、乳飲期
の空腸吸収上皮細胞ではトランスサイトーシスに関与
する膜系内および細胞間隙、粘膜固有層に免疫陽性反
応が認められた。離乳が近づくにつれて空腸における
食物アレルゲンの侵入は徐々に減少し、離乳前には完
全に見られなくなった。

⑻一方、回腸吸収上皮細胞ではエンドサイトーシスに関
与する膜系内および巨大ライソゾーム内に免疫陽性反
応が認められた。しかし、離乳が近づくにつれて回腸
における食物アレルゲンの吸収機構は徐々に減少し、
離乳前には完全に見られなくなった。

⑼乳飲期に人工乳を与えて早期離乳を行った空腸吸収上
皮細胞では、トランスサイトーシスがほとんど見られ
なくなり、その後、高分子物質の吸収機構が見られな
くなった。回腸吸収上皮細胞ではエンドサイトーシス
に関与する膜系の減少と巨大ライソゾームの膨化が見
られ、それらの膜系における取り込みが減少した。

⑽離乳を延期した場合では、空腸および回腸のいずれに
おいても、正常離乳群との違いが見られなかった。

⑾以上の結果から、乳飲期の空腸において、タンパク等
の食物アレルゲンが母乳の IgG輸送経路に紛れて頂部
細胞膜領域から細胞内を通過し、基底側部細胞膜領域
より粘膜固有層へ侵入することが認められ、食物アレ
ルギー発症機序の初期的段階の可能性が示唆された。
また、離乳期を過ぎるとタンパク等の食物アレルゲン
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は吸収上皮細胞を通過しないことが示された。
⑿①乳飲期の吸収上皮細胞において、母親の抗体（IgG）

が管腔側から粘膜固有層へ輸送される経路に紛れて食
物アレルゲンが侵入する可能性があるため、食物アレ
ルゲンとなるような高分子物質を与えないようにす
る。②小腸吸収上皮細胞における離乳プロセスが終了
した後に離乳前食や離乳食等を与えるようにする。③
乳飲期における早期離乳は完全に離乳するまでは食物
アレルゲンが侵入しないように注意を要する。これら
のことに注意することで、食物アレルギー発症の１次
予防を行うことができると思われる。
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研究成果の概要
　地域住民の健康づくりを効果的に推進するためには、対象集団における特性やニーズ、健康課題等を把握することが
重要である。
　本研究では各ライフステージに対応した環境調和型食農教育プログラムを開発するために、福岡県上毛町における
保育所幼児、中学生及び 30 ～ 79 歳を対象に栄養疫学調査を行った。保育所幼児の体質別と腸内細菌叢の関連では、
Lactobacillale 目において気虚質が有意に高い数値を示した。中学生の身体状況はローレル指数で、痩せ気味ややせ過
ぎは 46％、やや肥満や太り過ぎは 6.6％を占め、排便回数と食習慣の関連は、味噌汁およびヨーグルトの摂取頻度が
多いほど、排便回数が有意に高いことが示唆された。高等学校における食育充実を目指した教材開発の試みとして、食
育すごろくを開発し、さらに使いやすさを追求し改良を加えた。30 ～ 79 歳における生活習慣と排便状況に関する断
面調査においては、望ましい生活習慣や食習慣は便通改善に寄与すると示唆された。

研究分野：栄養疫学調査
キーワード：ライフステージ、生活習慣病予防、栄養疫学調査、地域住民、腸内細菌叢、排便回数、食習慣、食育

１．研究開始当初の背景

　平成 17 年 7 月には食育基本法が施行され、教育基本
法、学校教育法、幼稚園教育要領の改正、平成 21 年 4
月より改定「保育所保育指針」が施行された。こうした
変革の中で「食育の推進」に関する事項が保育所、幼稚
園、小・中学校において新たに組み込まれ、食育が重要
課題として位置づけられている。また、平成 24 年度の
地域における健康づくり及び栄養・食生活の改善の基本

指針には、食を通じた社会環境整備が求められている。

２．研究目的

　各ライフステージに対応した環境調和型食農教育プロ
グラムを開発するために、地域住民の健康づくりを効果
的に推進するには、対象集団における特性やニーズ、健
康課題等を把握することが重要である。そこで、福岡県
上毛町における保育所幼児、中学生及び 30 ～ 79 歳を
対象に下記の調査を実施し検討した。
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⑴　保育所幼児の生活習慣、排便習慣および体質診断と腸内細菌叢
　保育所幼児の生活習慣や排便習慣の実態及び体質診断
を行い、生活習慣や食生活に強く影響される腸内細菌叢
を評価指標として検討した。

⑵　幼児の陰虚質・痰湿質に対応した薬膳おやつのテクスチャー特性
　保育所幼児の体質診断結果から、三成らは陰虚質・痰
湿質の幼児に対応した薬膳おやつとして「ヨクイニン
チップス」を開発した。そのテクスチャー特性を解析し、
食感や咀嚼性を検討した。

⑶　中学生における食習慣と排便習慣調査
　上毛町の中学生を対象に、身体状況について調査し、
さらに、排便を指標とした食育推進を実現するための基
礎づくりとして、日常の食習慣と排便習慣について調査
し、検討した。

⑷　高等学校における食育充実を目指した教材開発の試み 
　中学生を対象に食習慣と排便習慣に関する調査を実施
した結果、食習慣や健康についての問題が明らかとなっ
た。中学生の食の問題点を改善するために、高等学校「特
別活動」における食育教材の開発を試みた。

⑸　福岡県の地域住民における生活習慣と排便状況に関する断面調査 
　食と健康の町づくりを進めている福岡県上毛町の 30
歳～ 79 歳までの地域住民を対象にして、排便を指標と
した食育推進を実現するための基礎づくりとして、日常
の生活習慣と排便状況との関連について検討した。

３．研究実施計画・方法

⑴　保育所幼児の生活習慣、排便習慣および体質診断と腸内細菌叢
　調査期間は平成 23 年 12 月～平成 24 年 3 月、調査
対象は福岡県上毛町の保育所幼児 86 名である。調査方
法は、生活習慣調査：生活習慣、食習慣を含む 20 項目、
排便習慣調査：排便回数、排便時刻など 5 項目、中医
学における体質診断調査を実施した。採便後の腸内細菌
叢の分析とクラスター分析は、( 株 ) テクノスルガ・ラ
ボに依頼し、Nagashima 法により、T-RFLP 法で解析し
た。生活習慣、排便習慣など実態調査の結果はχ2検定、
腸内細菌叢の平均値の比較については Student t-test、
Bonferoni の多重検定によって検討し、有意水準は 5%
未満とした。

⑵　幼児の陰虚質・痰湿質に対応した薬膳おやつのテクスチャー特性
　測定試料は「ヨクイニンチップス」（中村学園大学栄
養科学部三成研究室、産業医科大学健康予防食科学研究
室、西部ガス株式会社監修）、「チップスター」（ヤマザ
キナビスコ株式会社）、「かっぱえびせん」（カルビー株

式会社）とし、卓上型物性測定器（TPU-2S(B)）でテク
スチャー特性を行い、かたさ、凝集性を算出した。測定
条件は直径 5mm プランジャーを用い、クリアランスは
歪率 80% になるように設定した。

⑶　中学生における食習慣と排便習慣調査
　調査期間は平成 24 年 10 月～ 12 月、調査対象は福
岡県上毛町の中学生83名である。調査票の主な内容は、
生活習慣調査：運動の頻度を含む 6 項目、食習慣調査：
朝食の摂取頻度を含む 7 項目、排便習慣調査：排便頻
度を含む 11 項目とした。

⑷　高等学校における食育の充実を目指した教材開発の試み
　高等学校の教育課程には、食育に関する学習内容をも
つ「家庭科」が必履修教科としてすべての生徒に位置付
けられていることから、ここでは家庭科学習を終えた２
年生を対象にした教材を想定した。継続した食育を進め
るというねらいから、本研究では高等学校３年間を通し
て学ぶ「特別活動」に着目し、指導者がもつ食育の専門
性や経験の差異によらない教材を開発した。

⑸　福岡県の地域住民における生活習慣と排便状況等に関する断面調査
　調査期間は平成 23 年 1 ～ 2 月、調査対象は福岡県上
毛町の 30 ～ 79 歳の全男女 5,162 名である。調査票の
主な内容は、生活習慣調査：運動の頻度を含む 6 項目、
食習慣調査：朝食の摂取頻度を含む 7 項目、排便習慣
調査：排便頻度を含む 11 項目。対象者の体格指数を 3
群に分けて検討した。解析では、排便頻度を 3 日に 1
回以下 ( 便秘群 ) と 3 日未満に 1 回以上 ( 非便秘群 ) の
2 群に分けて、生活習慣や食習慣との関連をχ 2 検定を
用いて検討した。有意水準は 5% 未満とした。

４．研究成果

⑴　保育所幼児の生活習慣、排便習慣および体質診断と
腸内細菌叢

　中医学における小児の体質について表 1. に示した。
体質の特徴は、正常質は健康的でバランスのよい体質、
痰湿質は肥満ぎみ・顔色は白く疲れやすい体質、陰虚質
は痩せて・顔色は赤く便秘ぎみの体質、陽虚質は顔色は
白く・疲れやすく元気がない体質、気虚質は体がやや弱
く・摂取状況は少量で気力がない体質、気血不足は摂取
状況が少量で・貧血がよくみられる体質である。
　幼児の体質診断結果および構成割合を表 2 に示した。
体質については、正常質が全体の 33.3% を占めており、
陰虚質が25.9%、痰湿質が22.2%、気虚質が14.8%であっ
た。また、体質別と腸内細菌叢の割合について表 3. に
示した。体質別の正常質、陰虚質、痰湿質、気虚質の 4
群に推定される菌群の Bifidobacterium は 4 群間で有意
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な差は認められなかった。Lactobacillales 目においては
それぞれ 4.1 ± 2.9%、4.3 ± 2.5%、3.2 ± 2.8%、18.8
± 16.6% であり、気虚質が有意に高いことが示唆され
た。今後、本調査において幼児の身体状況や就寝時刻、
朝食の欠食や排便習慣などの問題点が明らかとなったの
で、保育所現場に食育を担当する管理栄養士や栄養士の
必置指定が期待される。
 

表 1.　中医学における小児の体質

表 2.　幼児の体質診断結果および構成割合（％）

表 3.　幼児の体質別と腸内細菌叢の割合 (％）

⑵　幼児の陰虚質・痰湿質に対応した薬膳おやつのテク
スチャー特性

　子供の健康増進に寄与する薬膳おやつである「ヨクイ
ニンチップス」のかたさおよび凝集性を図 1. に示した。
かたさは、他のスナック菓子と比較して測定値の範囲が
広く、軟らかい部分と硬い部分が混在し、一つの菓子で
バラエティー豊かな食感を味わうことができた。また、
物性的に不均一であることは、食塊を形成するために多

くの咀嚼を必要とし、幼児の適正な咀嚼習慣形成への寄
与が期待される。 

測定条件：プランジャー 直径 5mm, 歪率 80%, n=20

図 1.　「ヨクイニンチップス」のかたさと凝集性

⑶　中学生における食習慣と排便習慣調査
　対象中学生の身体状況はローレル指数で、やせ気味や
やせ過ぎは 46％、やや肥満や太り過ぎは 6.6％を占め、
食意識や食生活に問題があることが示唆された。図 2
に中学生の排便回数と食習慣の関連について示した。1
週間当たりの排便回数が 1 日に 1 回以上の群は、味噌
汁を毎日 1 回以上の摂取が 68.0％であり、ヨーグルト
を週に 2 回以上の摂取が 52％であった。また、1 週間
当たりの排便回数が 1 回以下の群においては、味噌汁
を毎日 1 回以上の摂取が 36.4％、ヨーグルトを週に 2
回以上の摂取が 12.1％であり、味噌汁およびヨーグル
トの摂取頻度が多いほど、排便回数が有意に高いことが
示唆された。

味汁の摂食頻度

ヨーグルトの摂食頻度

排便回数

図 2.　排便回数と食習慣の関連 

⑷　高等学校における食育の充実を目指した教材開発の試み 
  高等学校における食育の充実を目指して開発した教材
例を図 3. に示した。教材開発の考え方は、間断ない食

* 

* 

* 

*: p<0.05 
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育を展開する必要性と、生涯にわたり食に関する正しい
知識と望ましい食習慣を身につけることができるように
するために、「特別活動」の指導原理である『なすこと
によって学ぶ』の考え方を生かし、協同で楽しく学ぶ活
動を積極的に取り入れた。生徒一人ひとりの考え方や感
じ方を共感的にとらえさせることで、よりよい食生活づ
くりへの意欲を高め、日常生活での実践につないでいく
ものと考える。本研究では、「ゲーム的要素を含んでい
ること」｢みながルールをよく知っていること｣ の二点
から、開発する教材をすごろくとした。
　食育すごろく盤は、高校生が実際に経験する学校生活

を意識するよう、１か月分となる 30 マスを設け、それ
ぞれのマスには学校行事等を意識した開かれた質問を
位置付けた。また、マスの中には、｢食育クイズカード｣
と ｢エクササイズカード｣ という二つの仕掛けを設定し、
みなでクイズを考えたり運動に取り組んだりするなど、
楽しく学ぶことができるような工夫をした。パイロット
研究として、福岡県立Ｔ高等学校の２年生を対象に本す
ごろくを使用した食育を実施し、その効果について評価
した。さらに、問題点を抽出し、改良を行った。

図 3. 　開発した教材例

⑸　福岡県の地域住民における生活習慣と排便状況に関
する断面調査

　対象者の便秘と生活習慣との関連を表 4. に示した。
男性女性共に排便頻度との有意な関連が認められた項目
は、運動の頻度と肌の状態の 2 項目であった。運動の
頻度で、ほとんど運動しないと回答した者の割合は、男
性女性共に、便秘群で有意に高い数値を示した。また、
肌の状態では、悪いと回答した者の割合が、男性女性共
に、便秘群で有意に高い数値を示した。
　対象者の便秘と食習慣との関連を表 5. に示した。男

性女性共に排便頻度との有意な関連が認められた項目
は、朝食の摂取頻度と朝食のタイプの 2 項目であった。
朝食の摂取頻度では、朝食を毎日は食べてないと回答し
た者の割合が、男性女性共に、便秘群で有意に高い数値
を示した。また、朝食のタイプでは、パンなどの洋食タ
イプと回答した者の割合が、男性女性共に便秘群で有意
に高い数値を示した。今後、一般住民の生活習慣予防・
健康増進のために、これらの結果は各ライフステージに
対応した環境調和型食農教育プログラムの開発に活用し
ていきたいと考えている。 
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表 4.　対象者の便秘と生活習慣との関連

表 5.　対象者の便秘と食習慣との関連
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研究成果の概要
　本プロジェクトは、平成 21 年度～ 22 年度プロジェクト研究「生活習慣の劣化が関与する疾病の発症機序と予防に
関する研究」を更に発展させ、(1) メタボリック症候群による生活習慣病および癌の発症機序の疫学的および分子生物
学的解析、(2) 食事性の生活習慣病や発癌予防因子の同定、(3) 糖尿病と肥満の食事療法の改善、(4) 糖尿病と肥満治療
のための全ての栄養素が充足した献立の作成、(5) 疾病予防に必要な健康関連体力確保の為の日常身体活動の解明を行っ
た。また、(6) 人口動態統計、患者調査、国民健康・栄養調査等の年齢階級別集計結果を再構成して出生コーホートご
との生涯データを作成した。食品・栄養摂取データを要因暴露として環器疾患による死亡率、受療率等をコーホート間
で比較し循環器疾患死亡のジャパニーズ・パラドックスの成立要因を検討した。

研究分野：総合領域（生活科学・食生活学）
キーワード：食事性因子、乳がん、子宮内膜がん、肥満、糖尿病、生活習慣病、献立、日本人の食事摂取基準

１．研究開始当初の背景

　わが国では、メタボリック症候群による糖代謝異常や
動脈硬化性疾患などの致死的疾患が増加している。しか
し、この増加し続ける糖代謝異常に対する食事療法は、
個別に対応せざるを得ないものが多く画一的なものは確
立されていない。メタボリック症候群の元凶である内臓
脂肪細胞から遊離されるアディポカインは、乳癌と大腸
癌の発症に関与していることが示唆されている。大腸癌
の発症予防に COX-II 阻害剤がすでに臨床応用されてい

るが、これはリウマチ治療薬のアスピリン内服患者で大
腸癌の発症頻度が低いという疫学研究を発端に、アスピ
リンの発がん抑制作用をシグナル伝達の詳細な研究から
突き止めたものである。しかし、アディポカインによる
細胞内シグナル伝達制御の機序は解明されていない。ま
た、肥満における癌や免疫異常の発症機序に関わるア
ディポカインのシグナル伝達に関する研究は少ない。本
学健康増進センター受講生および本学学生に行われてい
る健康栄養調査において蓄積されたデータをもとに特定
の食品群において癌予防に役立つものを抽出することが
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可能である。また、糖尿病と肥満の食事療法の改善を目
指して、提携病院に通院中の患者を対象として食事状況
の聞き取り調査を行う。さらに、乳がん患者への聞き取
り調査を行い、食事性の発症要因を同定する。身体活動
量の向上やそれに伴う全身持久力をはじめとした体力を
一定水準確保することは、肥満や代謝性疾患の予防に独
立した効果を有することが示唆されている。

２．研究目的

　本プロジェクトでは、平成 21 年度～ 22 年度プロジェ
クト研究「生活習慣の劣化が関与する疾病の発症機序と
予防に関する研究」を更に発展させ、メタボリック症候
群（内臓脂肪症候群）による生活習慣病および癌の発症
機序の疫学的および分子生物学的解析、食事性の生活習
慣病や発癌予防因子の同定、糖尿病と肥満の食事療法の
改善、疾病予防に必要な健康関連体力確保の為の日常身
体活動の解明を目的とする。

３．研究実施計画・方法

⑴アディポカインによる細胞内シグナル伝達制御の機序
の解明のため、生活習慣病および癌の発症機序の疫学
的および分子生物学的解析を行う。

⑵肥満における癌と免疫異常の発症機序に関わるアディ
ポカインのシグナル伝達に焦点をあて、肥満動物モデ
ルと培養細胞を用いて分子生物学的に解析し標的蛋白
を明らかにする。

⑶食事性の発癌予防因子を同定するため、本学健康増進
センター受講生および本学学生に行われている健康栄
養調査を継続し、これまでに蓄積されたデータととも
に解析する。さらに特定の食品群において癌予防に役
立つものを抽出する目的で、食事調査と同定された食
事性因子による介入試験を行う。これらの膨大なデー
タから、食事因子や肥満度で層別化したグループの間
で、調査後１０年間の生活習慣病、癌、および易感染
性の発症リスクを比較する前向き試験を行い、統計解
析により発症に関連する因子を抽出・同定し、その成
果をこれらの疾患の予防に応用することを目的とす
る。

⑷糖尿病と肥満の食事療法の改善を目指して、提携病院
に通院中の患者を対象として食事状況の聞き取り調査
を行う。さらに、乳がん患者への聞き取り調査を行い、
食事性の発症要因を同定する。

⑸病院で実施されている献立の栄養価を日本食品標準成
分表にもとづき算出し、日本人の食事摂取基準 2010
と比較する。さらに肥満治療のためのエネルギー制限
食の栄養価を算出し、サプリメントを用いないエネル
ギー制限の可否と適否を検討する。

⑹疾病予防のための新しい運動法の開発に向けた検討を
行う。身体活動量の向上やそれに伴う全身持久力をは
じめとした体力を一定水準確保することは、肥満や代
謝性疾患の予防に独立した効果を有することが示唆さ
れている。本研究は、疾病予防に有効な身体活動の強
度や持続時間といった量的条件を探求し、その評価法
および実質的な活動量の向上に有効な手法を検討す
る。

４．研究成果

⑴疫学研究では、九州地区の女性を対象に食事調査を行
い、現在解析中である。

⑵動物実験では、発癌剤誘発性の乳癌モデルラットにお
いて大豆イソフラボンのゲニステインは発症を遅延さ
せないことを見出した。癌細胞の培養では、クルクミ
ン、リコペン、カテキン、イソフラボンの培地への添
加による細胞内シグナル伝達への影響を解析してい
る。

⑶「健康栄養クリニック」に参加した肥満女性を対象に、
食事内容、身体計測値、血液検査値を閉経前後で比較
した。その結果、脂肪細胞の分泌蛋白アディポネクチ
ンは、閉経の前後にかかわらず HDL-C 値と正の相関
関係にあること、内臓脂肪面積､ LDL-C、中性脂肪、
空腹時血糖、インスリン、αトコフェロール摂取量、
PUFA 量とは閉経の前後で相関の程度が異なることを
見出した。

⑷日帰りドック受診者の食生活と身体状態との関連を
ドック受診者のウエスト周囲径・BMI の結果を用い、
栄養素摂取量・食行動との関連性を検討し、結果をま
とめている。また、マンナンごはん、白米、玄米が成
人男性の食後血糖値とインスリン分泌に及ぼす影響を
検討し、マンナンごはんが優れていることを見出した。

⑸「糖尿病食」や「肥満治療食」と表題された市販の献
立集の栄養価を算出した結果、すべての市販献立集に
おいて複数の栄養成分が不足していた。福岡県内の 6
病院において実施された一般食の献立の検証では、い
ずれの病院とも複数の栄養素が基準値に達していな
かった。

⑹身体活動パターン、身体計測、血液検査所見などの解
析において、肥満とその関連疾患の予防には、従来推
奨されている持続時間よりも比較的短時間かつ断続的
な身体活動でも有用であることが示唆された。高齢化
した中国帰国者は生活習慣病予防や介護予防に必要な
身体活動量、体力、メンタルヘルスおよび QOL が低
水準であり、運動介入により改善できる可能性を見出
した。

⑺メタアナリシスの結果、魚摂取が最も少ない階級に対
して最も多い階級の心筋梗塞死亡リスクが約 2 分の 1
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に低下していた。これは、日本人の虚血性疾患死亡の
パラドックスの仮説を支持する。また、飲酒と子宮内
膜がんとの関連についてシステマチックレビューとメ
タアナリシスを行った結果、全く飲酒しない者に比べ
て、純エタノールで 1 日当たり 20 ～ 30g 程度摂取
する者において、子宮内膜癌の罹患リスクが約 2 分
の 1 に低下していた。

　　以上の結果の詳細は下記の論文と学会において公表
した。今後、これまでに得られた成果を統合し、生活
習慣に起因する疾病機序を更に深く解明し、食からの
疾病予防策を提案していく予定である。
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 A method of coordinating partnership with elementary schools.

  研究グループ代表者
   田中　浩子（TANAKA HIR0KO）教育学部・教授

  共同研究者
   曻地　勝人（SYOUTI KATUTO）教育学部・教授

   中野　秀雄（NAKANO HIDEO）教育学部・准教授 ( 平成 22 年度 )

   日高　晃昭（HIDAKA TERUAKI）教育学部・准教授

   平田　　繁（HIRATA SHIGERU）教育学部・准教授

  研究協力者
   橋本　義徳（HASHIMOTO YOSHINORI）教育学部・准教授 ( 平成 23 年度 )

   木村　安心（KIMURA YASUMI）教育学部・常勤助手

　※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
　教員養成系私立大学を視察訪問し、小学校や教育委員会との連携・協力の状況が明らかとなった。各大学とも教職支
援センターを設置し、推進の中心を担っていた。提携後の具体的な活動内容は、小学校現場に一任し、各小学校の抱え
る課題に対応するような形で進めていた。なお、各大学とも観察（体験）実習やボランティア活動等を単位認定し、こ
れに伴って事前指導、事後指導を実施していた。
　教員養成に関わる取り組みを実施している教育委員会及び関係機関を視察したり、実施要項等を参考にしたりして連
携・協力の在り方を考察した。「東京教師養成塾」及び「みたか教師力養成講座」は、連携大学が増加し、大学から講
座の講師を派遣する等の協力関係も結んでいた。福岡県や福岡市も「セミナー」や「採用前事前研修会」を実施し、採
用時に教員として最小限必要な資質能力や意識づくりをしていた。いずれの取組も教師としての使命感と実践的指導力
の育成を重要視した行政的取組であった。このことは、教員養成系大学のカリキュラムの補完とともに教育行政からの
教員養成系大学への警鐘であると受け止める必要がある。

研究分野：人文科学
キーワード：教員養成　教育委員会や小学校との提携・連携　実践的指導力

１．研究開始当初の背景

　本学部は、新カリキュラムへの移行を進めている。そ
のような中で、小学校教員を目指すという意識の向上を
図るとともに、実践力育成のために観察実習等、実習も
多く設定しようとしている。また、平成25年度からは
「教職実践演習」が開講される。
　新カリキュラムの実習や演習を意義あるものにするた
めには、教育委員会との連携や小学校現場との協力が具
体的に必要となる。国立系教員養成大学は、教育委員会

との提携や具体的な連携・人事交流を既に実施し、附属
学校も持っている。このような中、教員養成系私立大学
としての提携・連携の在り方を模索する必要があった。

２．研究目的

　教育委員会や小学校現場と提携・連携を進めるにあ
たっての留意事項や提携後の実践の在り方の資料を得る
ことを目的とした。
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３．研究実施計画・方法

⑴　平成22年度
・教育員会や小学校現場との連携や研究協力校への実

現の可能性の検討
・教員養成系私立大学と教育委員会との提携・連携の

現状調査
・教員養成系私立大学と小学校現場との提携・連携の

現状調査
⑵　平成23年度

・教員養成に関わる取り組みを実施している教育委員
会及び関係機関の現状調査

・福岡県教育委員会や福岡市教育委員会の教員養成に
関わる取り組みの現状調査

４．研究成果

⑴　教員養成系私立大学の教育委員会や小学校との連
携・協力の状況教員養成系私立大学として、関東・関
西圏の四つの大学の訪問調査をした結果が表1である。

表１　教員養成系私立大学訪問調査
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　訪問した各私立大学も国立系教員養成大学と同様、学
生の教職志望の具体化や意欲化、教育的実践力の育成を
図る上からも小学校現場との連携・協力を行っていた。
教育委員会との協定書が存在する大学は２校で、その他
の大学は確認が出来なかった。教育委員会との提携の経
過については、地域の小学校や特別支援学校等の要望に
沿う支援の実施、主にボランティア学生の派遣が機会と
なり、現場の必要性の実感により提携に至っていた。ま
た、提携に至る過程に於いて、各大学の支援室の教職員
（実務家教員の配置）の存在が大きく、現場との橋渡し
を行っていた。なお、協定書の内容は、①教職員の資質
向上に関すること、②現場のニーズに応える教員の養成
に関すること、③学生による学校教育活動への支援、④
教育上の諸課題に対応した調査・研究の実施、⑤学生の
教育実習に関すること等であった。これらは、教育委員
会及び大学双方にとってメリットある内容である。提携
や連携を進めるに当たって、教職支援センターが訪問大
学に設置されおり、連携・協力、推進の中心となってい
る。この部署は、現場経験教員を中心としたスタッフを
数人配置し、企画 ･ 運営、学生への具体的な指導、及び
採用試験対策も含めた指導も行っていた。
　教育委員会との提携後の具体的な活動内容について
は、小学校現場に一任している大学が多く、小学校に大
学からの要望をするのではなく、小学校の現状に沿う活
動をできるように融通性を持たせておくことが連携・協
力を進める上では効果的である。小学校現場が大学生を
引き受けることによりメリットを実感することで、学校
長のみならず全教職員に連携・協力の必要性を促すこと
ができると考えられる。大学が小学校現場と連携・協力
を図り、進めていくためには、各小学校の抱える課題に
対応するような形での連携を模索することが有効であ
る。なお、各大学とも、観察（体験）実習やボランティ
ア活動等が単位認定されており、これに伴って事前指
導、事後指導を実施し、記録の提出及び時間割上の工夫
が必要であることは明らかである。また、学校現場の要
望に添いながら研修会講師としての繋がりを作っている
大学もあり、何らかの形で接点を見出し、架け橋作りを
して持続的な活動としていくことが期待されている。

⑵　教員養成に関わる取り組みを実施している教育委員
会及び関係機関の状況

①「東京教師養成塾」について
　東京教師養成塾は全国に先駆けて平成17年度から始
められている。立ち上がった理由に共通する理念が見ら
れる。それは、表２にあるように教師としての使命感と
実践的指導力の育成を目指し、大学と教育委員会や小学
校が連携して学生時代から教師養成を意図し、教育の質
的向上を求めていることである。

表２　東京教師養成塾　ゼミナール内容

　このことは、理論と実践の一体化、形而上と形而下の
統合化をもって国家的事業である教育の実施と振興に寄
与する時代の到来を意味している。それは、これまで行
われてきたそれぞれの機関が教員養成を単独で実施する
時代は去り、これからは教員養成系大学と教育委員会と
小学校が三位一体となって教員養成を図る新しい時代へ
と発想の転換を要請している。しかしながら、このこと
に対して「大学における教員養成」の主体性が現実に脅
かされているという養成大学側からの危機感も挙げられ
ている。しかし、連携大学が増加していることや塾の講
師として養成大学からの協力関係をみると、新しい時代
が進んでいることも感じられる。

②「みたか教師力養成講座」について
　「みたか教師力養成講座」の立ち上がりの理由にコミ
ニティ・スクールの運営理念と深い関連がある。それ
は、三鷹市教育ビジョンによる義務教育9年間の質の高
い教育に責任を持つ教師の確保を必要としているからで
ある。そのために、コミュニティ・スクールを基盤とし
た小・中一貫教育への理解を深め、創意工夫と特色ある
学校づくりに貢献する資質・能力を持った教員を確保す
る上から組まれている。

③「東京教師養成塾」及び「みたか教師力養成講座」の
考察

　「東京教師養成塾」及び「みたか教師力養成講座」に
おける内容は、すでに本学での教科教育法や教職実践
演習等の科目で実施される内容もあるが、一層充実す
る方向で内容の見直しと創造を図る必要がある。それ
は、授業科目の中で理論として学生に学修させるのみな
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らず、その理論が教員としての実践的指導力として目指
す技術や技能をも学修させることを求められているから
である。教育委員会が教師を志望する学生に対して求め
る教師としての最小限必要な資質・能力（表3参照）と
して、東京都は各教員養成系大学に、それぞれの理念や

教師像を基にと言いながらも「小学校教諭教職課程カリ
キュラム」を策定し、各養成校に送付して協力・要望を
している。教育行政の取り組みから、本学でもめざす教
師像を基に教職課程を担当する教員で教職課程のカリ
キュラム検討の必要がある。

表３　東京都教育委員会が求める教師として最小限必要な脂質・能力

④　ふくおか教員養成セミナーについて
　福岡県教育委員会は、平成23年度から福岡県内の市
町村立小学校教員を志望している連携大学（福岡教育大
学他7大学）等の第3学年の学生を対象にセミナーを開
催している。本学学生のふくおか教員養成セミナーへの
参加満足度の結果は高く、福岡県教育委員会の九州地区
大学教育課程研究連絡協議会での報告でも、受講者の受
講内容に対する満足度は極めて高いとのことである。本
セミナーへの参加学生は、４週間の教育実習を終えたば
かりの学生である。実習を終えて本気で教職を考えてい
る学生には沢山の課題ができた中、夢の実現に向けて
願ってもないセミナーとの認識である。特に、目の前の
子ども達に対する指導の不十分さには切実な思いがある
はずである。そのような中、学校現場の具体的な講話及
び指導法並びに模擬授業は、学生達の夢の実現に向け、
課題を解決していくこととなったと言える。

⑤　福岡市立学校教職員候補者事前研修会について
　福岡市教育委員会は、平成20年度採用者から学校教
職員候補者（採用試験合格者）に対して事前研修を行っ
ている。研修日程を見ると、「教育公務員としての心構
え」に関わる内容は、「教職員の使命」として20分程度

で、他は「先輩教員の講話」や「接遇（来校者対応及び
電話対応）」、「授業の進め方」等で、「教育活動を円滑に
行うことができる」に関わる内容に力を入れていること
が分かる。新規採用後は、他の教員と同等の職務を年度
当初から遂行しなければならない教員としての特殊性か
ら、「実践的指導力」に関わる内容が本研修の中心をな
していると言える。

⑥　ふくおか教員養成セミナー及び福岡市立学校教職員
候補者事前研修会の考察

　福岡県や福岡市の教育委員会は、大学側へ実践的指導
力を期待し、その育成するためのカリキュラムの在り方
に警鐘を鳴らしていると言える。また、両教育委員会で
実施されたものは、平成25年度から実施する「教職実
践演習」の内容と重なる部分も多く、互いの内容を意識
して重複させ並行して行うのか、割愛するのかの検討見
直しが本学には必要であろう。いずれにしても、めざす
教師像をもとに次代を担う教師の養成を考え、教育委員
会の教員養成・研修を一体的に考え、具体的な連携・協
力の必要性が存在している。その中で、個々の授業科目
で理論と実践を結び付ける工夫が必要となってくる。
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⑶　福岡市教育委員会や近隣小学校現場との連携・協力
の検討

①　福岡市教育委員会との連携・協力の具体化
　連携・協力を進めるために教育委員会に「観察実習」
「授業参観」等、演習科目に関わる協力の説明を3回
行った。本学の提携・協力の要請について理解は得られ
たものの私立大学との提携 ･ 協力を教育委員会として行
うことは無理という回答であった。市内の他私立大学と
の関係性や私立大学の建学の精神と公立学校の方針との
差異によるものである。しかし、近隣小学校の学校長の
判断で個別に連携・協力をお願いすることは可能である
という助言から、この方向で進めることとなる。
　また、福岡市教育委員会との連携・協力の具体化はな
らなかったが、平成16年度から学生サポーター派遣に
関する協定を締結しており、引き続き学生サポーターで
の関係性を維持し、貢献度を増しながら信頼を得る活動
を引き続き行うことが期待される。

②　近隣小学校との連携・協力の具体化
　平成23年度から「スタディスキルⅡ」において近隣
小学校での観察実習をおこなうことにしている。試行と
して平成22年度近隣小学校に協力を依頼し、大学1年の
学生一部と子ども達との交流を図った。昼休みから清掃
活動までではあったが、児童にも小学校にとっても好評
であった。学生にとっても児童と触れ合う絶好の機会と
なり、キャリヤ形成とともに意欲化が期待できる。小学
校の学級担任に負担が少なく、少しでも協力できる時間
帯での活動が受け入れられ、この実績が下となり、近隣
小学校での「スタディスキルⅡ（観察実習）」の内諾が
得られた。しかし、近隣の全小学校から内諾を得られた
わけではなく、学校長との関係や教職員の意識、学級経
営の様子が内諾に影響していることが依頼を行ったとき

に明らかとなった。
　今後、教職員の異動や学校経営の方針等、変わってい
くものであるため、小学校現場との提携・連携について
は、現場に無理を掛けずに学生サポーター等で交流を深
めながら学校にとってメリットとなる活動を実施し、併
せて広報が必要である。

⑷　今後の課題
　次代を担う教師の育成を連携して行うためには大学も
教育委員会も教育現場もそれぞれの養成意図を明確にし
ながらも強い関係性を持てるようにする必要がある。特
に教育委員会との信頼関係は重要である。しかし、具体
的な連携・協力そのために、本学の学生が教育ボラン
ティアとして各小学校で活動する場面を増やして県下小
学校への貢献度を高めること、各種研修会への講師とし
ての協力、教育委員会や小学校の各種委員会への委員就
任などの地道な活動が必要となる。
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研究成果の概要
　研究の全容を冊子にまとめ作成。冊子は『子どもの造形集』（フルカラー 93 頁）として２月 9 日に発行した。実践
報告に関する講演と教育ワークショップの開催を２月 16 日に福岡市美術館において行った。『考えて、描いて、作って、
造形（遊び）っておもしろい！』というキャッチフレーズで募ったところ、参加者は幼児１歳から 63 歳の年齢幅で総
数 71 名であった。なお、無料にて参加および教育ワークショップの材料、冊子『子どもの造形集』を配布した。また
アンケートを記入してもらい、中村学園大学・中村学園大学短期大学部における造形教育の在り方や研究の内容が理解
されたととともに期待されていることが確信された。

研究分野：美術造形教育
キーワード：(1) 造形　(2) 児童幼児  (3) 考えて  (4) 描いて　(5) 作って　(6) 遊び

１．研究開始当初の背景

⑴　本研究の計画の前において、美術部門プロジェクト
研究スタッフならびに非常勤講師、助手を交え、多く
の資料を収集し、その成果の集大成として、子どもの
成長を育む小学校・幼稚園・保育所等の指導者に贈る

「造形教材集」の冊子、全 105 頁を印刷製本すること
ができた。本学の独自性を生かした教材開発を行い、
広く全国に提案する目的から、できうる限り全国の教
員養成の大学、幼稚園、保育所等に教材集の案内を送

り、「造形教材集」の冊子を必要する方々に無償にて
配布を行い、それに添付してアンケートを募った。こ
れに引き続き、幼児・児童の造形品の収集を行い、「子
どもの造形集」を作成することとした。また、これに
従い、教育ワークショップを開催する計画をした。

２．研究目的

⑴　幼児・児童教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を
培う重要なものであることを鑑み、豊かな人間性と創
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造性を備えた人間の育成を期するとともに、伝統を継
承し、新しい文化の創造を目指す教育を目的としてい
る。これについて、大学および短期大学の造形教育は、
人間形成のための創造教育の重要な役割をする。本研
究は、理論と実践の統合の視点から教育の方法につい
て明確化するものである。中村学園大学・中村学園大
学短期大学部における教員養成課程の児童および幼児
教育の美術部門は、他に見られない幅広い美術の専門
分野に従事し、教育と研究を行い、実績を積んでいる。
本学の独自性を生かした造形教育をまとめ、広く提案
するものである。

３．研究実施計画・方法

⑴　研究について、2年計画によりそれぞれ以下の項目
をもって計画をすすめた。
①幼児・初等造形教育の目的の明確化と計画
②造形教育の変遷の調査
③造形表現の発達過程の調査
④子どもの造形遊びの探索
⑤教材収集
⑥季節や行事における造形の役割
⑦子どもの造形作品の分類と整理　　
⑧教師と子どもの造形のあり方の整理
⑨造形指導と評価の整理
⑩総合的なまとめと考察
⑪研究の全容を冊子にまとめる。シンポジュウム等を

開催、実践報告よび作品展示、ワークショップを行
う。

４．研究成果

⑴　研究成果については、上記の研究実施計画・方法の
項目、「①児童幼児造形教育の目的の明確化と計画　
②造形教育の変遷の調査　③造形表現の発達過程の調
査　④子どもの造形遊びの探索　⑤教材収集（幼稚園、
保育園、小学校訪問視察）　⑥季節や行事における造
形の役割　⑦子どもの造形作品の分類と整理　⑧保育

者や教諭と子どもの造形のあり方の整理　⑨造形指導
と評価の整理　⑩総合的なまとめと考察」であったが、

「⑪研究の全容を冊子にまとめる」ということから１
～ 10 に関する研究の全容を冊子にまとめ作成・印刷
した。冊子は『子どもの造形集』（フルカラー 93 頁）
として２月 9 日に発行した。

⑵　「⑪…シンポジュウム等を開催、実践報告よび作品
展示、ワークショップを行う」について、実践報告に
関する講演と教育ワークショップの開催を２月 16 日
に福岡市美術館において行った。『考えて、描いて、作っ
て、造形（遊び）っておもしろい！』というキャッチ
フレーズで募ったところ、参加者は幼児１歳から 63
歳の年齢幅で総数 71 名であった。なお、無料にて参
加および教育ワークショップの材料、冊子『子どもの
造形集』を配布した。またアンケートを記入してもら
い、中村学園大学における造形教育の在り方や研究の
内容が理解されたととともに期待されていることが確
信された。

５．主な発表論文等

〔学会発表〕（計１件）
①中野隆二，「幼稚園５歳児における粘土表現の在り方

について」大学美術教育学会、2013 年 10 月 12 日 ,
京都教育大学

〔図書〕（計１件）
①冊子『子どもの造形集』を発行

中野隆二編，中村学園大学・中村学園大学短期大学部
美術部門プロジェクト研究，2013 年

６．予算配布額

（金額単位：円）
研究経費 機器備品 合　計

平成 23 年度   810,000 円 0   810,000 円
平成 24 年度 1,270,000 円 0 1,270,000 円

合　計 2,080,000 円 0 2,080,000 円
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流通科学研究を通した就業力向上システムの開発

Development of the employment ability improvement system through distribution study

   研究グループ代表者
    浅岡　由美（ASAOKA YUMI）流通科学部・教授

   共同研究者
    甲斐　　諭（KAI SATOSHI）流通科学部・教授

    片山　富弘（KATAYAMA TOMIHIRO）流通科学部・教授

    山田　啓一（YAMADA KEIICHI）流通科学部・教授

    吉川　卓也（KIKKAWA TAKUYA）流通科学部・准教授

    徐　　　涛（XU TAO）流通科学部・准教授

    後藤　恵美（GOTO EMI）流通科学部・講師

    井上　能孝（INOUE YOSHITAKA）流通科学部・講師（平成 23 年度）

　
   研究協力者
    池田　祐子（IKEDA YUKO）流通科学部・講師

※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
　流通科学部では、開講科目、および、学生の興味や関心が多岐にわたっている。また、明確な目的を持たずに入学す
る学生も少なからずいる。流通科学部で学ぶことの意義やおもしろさを学生に伝え、学生が興味と関心をもって学び、
その結果、就業力の向上が図られることを目的として 5 つのアプローチから研究に取り組み、それぞれに成果を得た。
　5 つのアプローチとは、①学生の進路や志望を明らかにすること、②カリキュラムにおける各授業における到達目標
や成果、各授業間の関連を明らかにし、学生に分かりやすく提示すること、③学生の主体的な学びを促進する授業に取
り組み、新設科目に関する調査を実施すること、④就業力の向上に関連するシステムとプログラムを整備し実施するこ
と、⑤流通のおもしろさを学生に伝えるために共同研究者が流通科学に関する研究に邁進することである。
　共同研究者は 2 年間にわたって、それぞれの研究課題に取り組むと同時に、学部の研究会などを通じて、その成果
を学部のさまざまな整備に反映させる働きかけを行った。本研究により得られた成果は、今後も引き続き教育と研究に
反映させていく。

研究分野：流通、商学、マーケティング、経営
キーワード：カリキュラムマップ、キャリアポートフォリオ、キャリアサポート、主体的な学び

１．研究開始当初の背景

⑴　流通科学の分野は、マーケティング、経営学、経済
学、海外ビジネスなど多岐にわたっている。また、学
生の興味や関心も多様である。このような背景をもつ
流通科学部が就業力の向上をめざすには、①各授業に
おいて修得できる知識や能力、②各授業と取得できる
資格・検定試験との関連、③各授業間の関連、④各授
業における到達目標や成果、⑤学生のキャリアポート
フォリオ、を明らかにしたうえで、教員間で認識や課

題を共有し、研究開始時には検討中であったキャリア
サポート室や教員の役割を明確化し、学生をサポート
できるシステムの開発が不可欠であり、急務であった。

２．研究目的

⑴　本プロジェクトにおいては、流通科学の専門性を深
め、教育の水準を向上させることに共同研究者が努め
ながら、学生の志望や進路の類型化を行い、求められ
る専門的な知識や能力について検討、整理を行い、前
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述の就業力向上システムを開発し、それを実践に移す
ことを目的とする。

３．研究実施計画・方法

　初年度は主に、①学生の志望や進路の類型化に関する
調査、②各専門分野に必要な専門知識、スキルや資格・
検定試験等に関する調査、③各専門分野の教育水準の向
上に関する調査、④学生のキャリアポートフォリオの作
成を行った。
　2 年目は初年度の調査内容にもとづき、共同研究者が
それぞれの研究課題について内容を深化させると同時
に、①さまざまな学部内のシステムの開発、②キャリア
サポート室や教員の役割を明確化し、学生へのサポート
を開始、③各教員による研究成果の発表を行った。

４．研究成果

⑴　学生の進路や志望を把握するための調査に関する成果
　①　学生の志望や進路意識に関する調査

　2 年間の研究期間において、それぞれ 1 年次後学
期に調査を実施した（調査対象者約 270 名）。調査
はプロジェクト研究期間終了後 3 年間、継続して
実施し、5 年間の変化を整理して調査報告する予定
である。
②　各専門分野に必要な専門知識、スキルや資格・検
定試験等に関する調査
　調査結果を初年次教育である大学基礎講座（平成
25 年度のカリキュラム改編後はアカデミックリテ
ラシー）のテキストに分かりやすく示し、授業内で
学生に説明を行った。

⑵　授業の到達目標や各授業間の関連などの提示
①　授業概要の冊子化、カリキュラムマップ、コース
マップの作成
　アジア・ビジネスコース設置によるカリキュラム
の改編に伴い、共同研究者が中心となり、学生が流
通科学部の全体像を理解し、自らの進路希望に応じ
て履修計画を立てるための冊子（「2013　流通科学
部ガイドブック」）を作成し、1 年生に配付した。

⑶　主体的な学びの促進と新設科目に関する調査
　以下のとおり、主体的な学びを促進する取り組みを
行い、新設科目に関して国内外における調査を実施し
た。取り組みの内容や調査結果を学部の FD 研修会に
おいて報告し、学部教員との情報共有を行った。
①マーケティング・ビジネス実務検定試験の勉強会の

実施
②企業の新製品発表会や工場見学、学外セミナーへの

学生引率

③朝市販売体験とアンケート調査の実施
④学生による商品開発の取り組み
⑤大学生の読書状況と読書率アップのための書店の

マーケティングに関する調査
⑥海外研修（中国上海市・杭州市）で農産物産地や食

品メーカー（日系企業）、卸売市場・小売店頭への
学生引率

⑦企業等への現地調査にもとづく卒業論文指導
⑧インターンシップを終えての振り返りに関する調査

研究
⑨アルバイト型インターンシップ、自己実現型キャリ

ア開発プログラムに関する調査研究
⑩海外インターンシップ、海外スカラーシッププログ

ラムに関する海外調査

⑷　就業力の向上に関連するシステムとプログラムの整
備と実施
①　キャリアポートフォリオの作成

　学生が自らの学びや経験を記録するキャリアポー
トフォリオを開発と改定を行った。
②　キャリアサポート室の開設とその運営に関する調
査研究
　キャリアサポートセンターの有効な運営について
検討を行い、運営に反映させた。
③　就職特別塾の開講とその成果についての検証

　就業力の向上をねらいとした就職特別塾を就職課
のサポートを得て開講し、この取り組みについての
検証を行い、改善策を提案した。
④　SPI 対策の学内模試の実施
⑤　内定者および卒業生によるパネルディスカッショ
ンの実施

⑸　流通科学に関する研究
　日本国内、およびアジア各地域において流通科学に
関連する研究を行ったが、これらの成果は次項の主な
発表論文等に掲載する。

　以上の取り組みは、次項に掲げる研究成果として公表
された。また、共同研究者は学部内の研究会などを通じ
て学部運営やさまざまな整備に直接的、あるいは間接的
に反映させる働きかけを積極的に行った。とりわけ、入
学前教育から入学時オリエンテーション、初年次教育へ
の円滑な移行、初年次教育で用いる授業概要の冊子化、
カリキュラムマップ、コースマップの作成、キャリアサ
ポート室の開室と運営、学部 FD 研修会での提言などは
有意義であった。
　加えて、教員の日々の教育活動、研究活動を学生の学
修意欲と就業力の向上に関連させる意識を持ち、共同研
究者のみならず学部の他の教員を巻き込んでいったこと
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は大きなプロジェクト研究の成果であった。
　期待された研究の成果はほぼ達成された。研究の中には、
今後は個人の基盤研究として継続、発展されるものもある。
今回の取り組みをさらに発展させていきたいと考える。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計 45 件）査読ありの論文のみ掲載
①浅岡柚美（由美）「水産加工品の地域ブランド化に関

する一考察－平成「長崎俵物」の事例研究」『流通科
学研究』Vol. 12、 No. 1、 2012 年、 pp. 1-13．

②浅岡柚美（由美）「ベトナムにおけるコーヒー栽培と
流通の現状－ラムドン省バオロクの調査」『中村学園
大学流通科学研究所報』第 6 号、 2012 年、 pp. 75-82.

③甲斐諭「大規模雇用型野菜生産の成立条件」『中
村学園大学・中村学園大学短期大学部研究紀
要 』 第 45 号、 2013 年、 pp. 85-93（http://id.nii.
ac.jp/1094/00000142/）．

④甲斐　諭「タイの社会構造の変化と日本との食料品貿
易」『中村学園大学流通科学研究所報』第 7 号、 2013
年、 pp. 37-47．

⑤甲斐　諭「タラートタイ卸売市場の構造と機能」『中村
学園大学流通科学研究所報』第7号、 2013年、 pp. 49-
55．

⑥甲斐　諭「カセサート大学の概要」『中村学園大学流
通科学研究所報』第 7 号、 2013 年、 pp. 83-85．

⑦甲斐　諭「野菜生産法人の 6 次産業化による農業ビ
ジネス企業体への発展条件分析～熊本県の 2 事例分
析を通した考察」『流通科学研究』Vol. 12、 No. 2、 
2013 年、 pp. 15-26．

⑧甲斐　諭「主要牛肉産地におけるブランド化のための
独占的競争構造の構築」『中村学園大学・中村学園短
期大学部研究紀要』第 44 号、 2012 年、 pp. 131-136

（http://id.nii.ac.jp/1094/00000024/）．
⑨甲斐　諭「食料の貿易自由化と各国の対応」『中村学

園大学流通科学研究所報』第 6 号、 2012 年、 pp. 3-8．
⑩甲斐　諭「ベトナムにおけるコメ需給の現状と課題」
『中村学園大学流通科学研究所報』第 6 号、 2012 年、 
pp. 49-58．

⑪甲斐　諭「国際環境変化の下での地域農政のあり方」
『食農資源経済論集』第 63 巻第 1 号、2012 年、 pp. 
69-77．

⑫甲斐　諭「福岡・九州とアジアにおける農業ビジネス
の展開」福岡アジア都市研究所編『福岡・九州のアジ
アビジネス戦略～アジアにおける福岡ビジネス圏の形
成に向けて～』2012 年、 pp. 129-153．

⑬甲斐　諭「Food Island Kyushu : Its Attractive Farm 
Products and Tourism」Kyushu Economic Federation

『Kyushu/Japan Economic Seminar 2012』2012 年、 

pp. 1-10．
⑭甲斐　諭「消費地中央卸売市場の民営化への転換と

事業強化」『農業と経済～激変する卸売市場～』第 78
巻 12 号、 2012 年、 pp. 83-91．

⑮甲斐　諭「TPP による食品の需給構造変化とブラン
ド化による対応」『流通科学研究』Vol. 11、 No. 2、 
2012 年、pp. 15-24．

⑯田村善弘・甲斐　諭「韓国における野菜流通の現状
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A  Study on the Roles of the Accounting System in a Global  Society

   研究グループ代表者
    新　　茂則（SHIN SHIGENORI）流通科学部・教授

   共同研究者
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※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
　IFRS（International Financial Reporting Standards）とのコンバージェンスあるいはそのアドプション（以下、これ
らを総称して IFRS 導入と略称する。）は、従来の企業経営の在り方に変革をもたらすことになった。我が国においても、
これまでのコンバージェンス作業の結果、日本の会計基準は国際的に見てもほぼ遜色のないレベルに到達した。しかし、
アドプションについては、H23 年 6 月に金融庁が IFRS のアドプションの延期を発表し、静観している状況にある。米
国はエンドースメント（自国基準への IFRS の取り込み）の方向にある。このように実施時期の延期や対応に相違はあ
るものの、世界の IFRS 導入への潮流は依然として続いている。IFRS 導入の問題は、従来の原価基準から公正価値基準
へと測定基準の変更をもたらす結果を誘発した。その結果、会計システムは大きく変わり資本市場に大きなインパクト
を与えることとなった。このような視点から４つの研究課題を設定し調査研究を行った。次に各研究課題とそれぞれの
成果の概略を記す。

研究課題 (1)：不動産業を中心とした会計システムと企業評価に関する研究
　研究成果ａ：セミストロング・フォームの効率的市場が裏付けられた。
　研究成果ｂ：REIT の高配当のシステムとそのリスクについて斯界に意思決定情報として寄与した。
研究課題 (2)：IFRS を中心とした会計システム変革に対する財務会計の対応に関する研究
　研究成果ａ：公正価値開示手法について、一定の開示方法を提案できた。
　研究成果ｂ：当期純利益と包括利益の双方を示す損益計算書体系を開発・提供することの重要性を明らかにした。
　　　　　　　また、非営利組織体においてはその対応が不十分であることも明らかにした。
研究課題 (3)：IFRS を中心とした会計システム変革に対する管理会計の対応に関する研究
研究成果ａ：利益目標は、IFRS 基準で作成した数値となり、予算編成も IFRS 基準で作成することになるという結論

を得た。
研究成果ｂ：包括利益計算書の作成がもたらす利益の違いからの業績評価指標への影響等を明らかにすることができた。
研究課題 (4)：IFRS 強制適用による小売業のポイントサービスの会計に関する研究
研究成果ａ：発行ポイントを負債計上する必要性を明確にした。
研究成果ｂ：効果的なポイントプログラム開発が求められている実態を明確にした。
　　　　　　また、以上４つの研究課題解決を通して得られた各研究成果を踏まえた会計教育を実践することの重要

性が、浮き彫りとなった。さらには、簿記検定に対する適切な対応と今後の出題傾向予測に有用な情報
を得ることができた。

研究分野：会計学
キーワード：(1) IFRS    (2) FASB    (3) ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ　 (4) 公正価値　 (5) 包括利益　 (6) 管理会計
　　　　    　(7) 賃貸不動産の時価開示　 (8) J-REIT　 (9) ポイント会計
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１．研究開始当初の背景

　マーケットメカニズムは、市場の需給によりコンバー
ジェンスしながら均衡価格が形成される。資本主義経済
の特徴である見込み生産は、予測を誤ると過大投資、在
庫過多、資金循環の滞り、リストラに伴う解雇といった
過程を経る。予測経済では好況時に資本投下して設備投
資を行い、生産量の増加を図るが、一旦需要が天井に達
し需要が落ち込み始めると景気は下降する。同様に株式
市場はインカムゲインとキャピタルゲインの投資収益率
が投資意思決定の基準となり、その動向で株価や債券が
変動する。株式市場では、株価の変動はファンダメンタ
ルズによる様々な経済要因で動くことが指摘できるが、
個別的には企業業績に左右される。業績が上向くと予想
されれば株価は上がり、反対に業績が低迷すれば、下降
現象が起こる。したがって投資家にとって企業業績の情
報が投資の意思決定で最も基礎的で重要な指標となる。
IFRS の適用が国際的に始まり我が国も会計基準のコン
バージェンスが進み、任意適用も開始されるに至った。
これに伴い資産・負債・収益・費用の認識・測定、及び
ディクロージャーの内容と方法についてこれまでに見ら
れない大きな変化を余儀なくされた。つまり IFRS 導入
が世界の金融資本市場に大きなインパクトを与えたこと
により、金融商品価格のボラティリティは不確定要素が
大きくなった。こういった背景から企業会計の実務には
もちろんのこと、簿記会計教育も取得原価主義会計から
公正価値を部分的に取り入れた会計へと大変革が行われ
ている。以上のようなダイナミックな会計ビックバンの
流れとして会計への測定、評価に着目して会計システム
の役割について考察することにした。

２．研究目的

　本研究は、「グローバル社会における会計システムの
役割に関する研究」を行う。具体的には、会計情報、財
務会計、管理会計の 3 つの会計領域の分野から会計基
準の国際化に対応した会計教育の在り方と、その根底に
ある会計理論・構造を探ることを目的として研究を行う。

３．研究実施計画・方法

研究実施計画・方法は次の 3 点である。
①国際会計基準および国際財務報告基準の概要をレ

ビューし主として、ディスクロージャーの視点から調
査研究を行う。

② ASBJ、FASB および IASB の動向を調査し、我が国の
会計基準がどのように変容したか、あるいは変容しつ
つあるかについて調査研究を行う。日商の簿記検定は、
財務会計分野と管理会計分野の２つの領域から出題さ

れるため、この２つの領域の教授方法について会計基
準の国際化に即応した内容の検討を行う。また、それ
らの内容を教授する際には、実例を交えて行うことが
有効と考えられるため、会計情報システム、および小
売業におけるポイント会計に関連する事例研究を行
う。

③ IFRS 導入が進展する中で、管理会計研究がどのよう
な変革期を迎えているかについて調査研究を行う。

４．研究成果

　上述した視点から次の４点に焦点を絞り研究を行なっ
た。すなわち、⑴不動産業を中心とした会計システム
と企業評価に関する研究、(2)IFRS を中心とした会計シ
ステム変革に対する財務会計の対応に関する研究、(3)
IFRS を中心とした会計システム変革に対する管理会計
の対応に関する研究、 (4)IFRS 強制適用による小売業の
ポイントサービスの会計に関する研究である。
⑴については、不動産業を中心とした会計システムと企

業評価を２側面から行った。1 つは、「賃貸不動産の
時価開示」（IAS40 号）が企業価値評価に及ぼす影響
に鑑み効率的市場仮説の実証分析を行い、セミストロ
ング・フォームの効率的市場が裏付けられた。2 つ目
は、低迷する金融の流通市場を背景に賃貸不動産ビジ
ネスの J-REIT のシステムについて研究した。これに
より今後注目される REIT の高配当のシステムとその
リスクについて斯界に意思決定情報として寄与した。

⑵については、会計基準の国際化への対応にともなう各
種財務会計に関する書物において今後改訂を余儀なく
される箇所を抽出し、如何に対処すべきかについて検
討を行なった。最も大きな影響は公正価値と包括利益
の導入であった。公正価値については決算整理事項で
調整するような会計手法を取り入れることが最良であ
るという結論を得た。包括利益については、当期純利
益と包括利益の双方を示す損益計算書体系を開発・提
供することが重要だという結論を得た。また、非営利
組織体の分野に関する IASC の取り組み状況も調査し
た。結果として、未だ未整備だという事が分かったた
め、FASB 等の取り組みをもとに今後の方向性など新
しい提言を行った。

⑶については、予算管理における企業グループの年度計
画や中期経営計画における利益目標は、連結上の数値
であるために、IFRS 基準で作成した数値になり、予
算編成も IFRS 基準で作成することになるという結論
を得た。さらに、包括利益計算書の作成がもたらす利
益の違いからの業過評価指標への影響あるいは財政状
態計算書の作成がもたらす資産・負債の評価への影響
といった管理会計上重要な問題点も考慮する必要性を
認識するに至った。前者においては、包括利益か当期
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純利益のどちらを業績評価指標として使うのか、また
後者においては、公正価値による資本の評価から生ず
る資本額の相違点の問題をあげられる。

⑷については、IFRS 導入による小売業の企業会計、特
に小売業のポイントサービスの会計の仕組みの変化に
ついて検討をおこなった。会計基準の国際化にとも
なって発行ポイントを負債計上する必要があり、その
ために小売業がポイント発行数を控える必要性に迫ら
れていることを確認し、そのための効果的なポイント
プログラム開発が求められている実態があることを明
らかにした。

　　最後に、今後の会計教育において取得原価と公正価
値、当期純利益と包括利益に関する概念整理を明確に
する必要があることを明らかにした。そして、検定試
験等においても、これらの内容に関する出題がなされ
ており、今後の出題傾向予測に有用な情報源となった。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計７件）
①新　茂則、馬　駿、候　紹卿、「IAS-IFRS のコンバー

ジェンスによる不動産の時価開示が流通市場に与える
影響」－会計情報による不動産株価の効率的市場仮説
－、『中村学園大学・中村学園大学短期大学部 研究紀
要』、第 45 号、pp.95-105、2013 年、査読有

②新　茂則、馬　駿、「不動産の時価開示が株価に与え
る影響」－日中不動産企業の実証分析－、『日本商業
教育学会九州部会論集』、第 10 号、pp.27-40、2012
年、査読無

③日野修造、「非営利組織体の資金調達と財務報告」、『會
計』、第 181 巻第 2 号、pp.57-69、2012 年、査読無

④日野修造、「非営利組織体における純資産の維持と会
計処理」、『公会計研究』、第 13 巻第 2 号、pp.1-17、
2012 年、査読有

⑤日野修造、「非営利組織体会計における一時拘束純資
産の負債性の検討」、『流通科学研究』、第 12 巻第 2 号、
pp.73-82、査読有

⑥水島多美也、「時間からみた管理会計の検討―戦略
の視点も考慮に入れて―」、『會計』、第 181 巻 6 号、
pp.41-55, 2012 年、査読無

⑦中川宏道・守口剛、「日本の小売企業における協働
MD の革新性～サンキュードラッグ潜在需要発掘研究
会の事例を通じて～」『季刊マーケティング・ジャー
ナル』32 巻 2 号、97-120 ページ、2012 年、査読無

〔学会発表〕（計 14 件）
①新　茂則、「賃貸等不動産企業の時価開示による株式

市場による株価の推移」、H24 年度第３回日本組織会
計学会研究会、2012 年 12 月 23 日、 学習院大学

②新　茂則、斉　宝和、「Ｊ－ＲＥＩＴのシステムと投
資リスクの分析」、H24 年度第 2 回日本産業科学学会
九州部会、2012 年 11 月 23 日、長崎県立大学

③新　茂則、馬　駿「不動産の時価開示が流通市場に
与える影響」、第 18 回日本産業科学学会全国大会、
2012 年 8 月 26 日、芦屋大学

④新　茂則、「不動産企業の時価情報開示と株価」－賃
貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用に
よる株価の影響－、第 37 回日本管理会計学会九州部
会、2012 年年７月 28 日、西南学院大学

⑤新　茂則、馬　駿、「IFRS のアドプションが株価に与
える影響について」－不動産業界の業績評価－、日本
商業教育学会、2012 年 1 月 7 日、香蘭女子短期大学

⑥新　茂則、候　紹卿、「IFRS のアドプションが流通市
場に与える影響について」－東証第一部上場不動産業
界の業績分析－、H24 年度第 2 回日本産業科学学会
九州部会、2012 年 12 月 10 日、九州産業大学

⑦日野修造、「非営利組織体における純資産の維持と会
計処理」、国際公会計学会九州部会大会、2011 年 7
月 16 日、九州産業大学

⑧日野修造、「非営利組織体の資金調達と財務報告」、日
本会計研究学会第70回全国大会、2011年９月19日、
久留米大学

⑨日野修造、「非営利組織体会計における一時拘束純資
産の負債性の検討」、国際公会計学会九州部会大会、
2012 年 11 月 10 日、都久志会館

⑩水島多美也、「時間からみた管理会計の検討―戦略の
視点を考慮に入れて―」、日本会計研究学会第７０回
全国大会　2011 年 9 月 19 日、久留米大学

⑪水島多美也、「時間と管理会計技法に関する一考察」
第 38 回日本管理会計学会九州部会　2012 年 11 月
24 日、中村学園大学

⑫中川宏道、「100人に1人がタダはなぜ魅力的なのか？
－確率型プロモーションにおけるフレーミング効果の
検証－」日本消費者行動研究学会第 44 回消費者行動
研究コンファレンス、2012 年 6 月 3 日、関西学院大
学

⑬中川宏道、「ポイントと値引きはどちらが得か？ ～ポ
イントに関する消費者行動の研究～」日本消費者行動
研究学会第 45 回消費者行動研究コンファレンス 
2012 年 10 月 27 日、慶應義塾大学

⑭中川宏道、「確率型プロモーションにおけるフレーミ
ング効果の検証」行動経済学会第 6 回大会　2012 年
12 月 9 日、青山学院大学

〔図書〕（計２件）
①新　茂則著、『「生きる力」を育む株式投資教育と金融

経済リテラシー』、ISBN978-4-931363-70-0、中川書
店、2011 年、185 頁
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②日野修造編著、『簿記会計入門』、ISBN978-4-86434-
026-7、五絃舎、2013 年

６．予算配布額

（金額単位：円）
研究経費 機器備品 合　計

平成 23 年度 1,000,000 0 1,000,000
平成 24 年度 750,000 0 750,000

合　計 1,750,000 0 1,750,000
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「学士力」と「社会人基礎力」育成システムの開発
教養教育と専門教育の学びのあり方の改善を目指して

A development system for the comprehensive abilities acquired through
majoreducations and fundamental competencies for working persons.

  研究グループ代表者
   福沢　　健（FUKUZAWA TAKESHI ）流通科学部・准教授

  共同研究者
   音成　陽子（OTONARI YOKO）流通科学部・准教授

   柳澤さおり（YANAGISAWA SAORI）流通科学部・准教授

   大川　洋史（OKAWA HIROFUMI）流通科学部・講師（平成 24 年度）

   明神　実枝（MIYOJIN MIE）流通科学部・講師（平成 24 年度）

   坂本　健成（SAKAMOTO KENSEI）流通科学部・助手

  研究協力者
   相浦　眞一（AIURA SINICHI）短期大学部幼児保育学科・教授

   大川　洋史（OKAWA HIROFUMI）流通科学部・講師（平成 23 年度）

   明神　実枝（MIYOJIN MIE）流通科学部・講師（平成 23 年度）

※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
　研究実施計画に沿って、社会人基礎力の養成を目的とした総合演習Ⅰ・総合演習Ⅱの授業を実施した。総合演習Ⅰは
ディベート（福沢、音成、柳澤担当）、総合演習Ⅱはプロジェクト演習（大川、明神担当）を行った。総合演習Ⅰ・Ⅱは、
それぞれ、内容の企画、授業計画、学生による成果の発表会を行なった。また、授業の効果を測定するためにアンケー
ト調査を行った。効果測定は坂本が担当した。
　また、社会人基礎力のセミナーにも参加して、他大学における取り組みがどのようなものであるかという情報の収集
に務めた。
　プロジェクト研究の１年目の 23 年度は、総合演習の実施に際する方法論の研究、情報の収集、内容の企画、効果の
測定を実施し、その問題点を考察した。２年目の 24 年度は、総合演習の実施に際する方法論の研究、情報の収集、内
容の企画、効果の測定を実施し、その内容についての研究・調査のまとめを行った。

研究分野：大学基礎教育
キーワード：社会人基礎力・ディベート・プロジェクト演習

１．研究開始当初の背景

　大学生が身につけるべき能力として、文部科学省から
「学士力」、経済産業省から「社会人基礎力」が提案され
ている。中村学園大学流通科学部において、「学士力」「社
会人基礎力」を要請するのに、最も効果的なプログラム
とは何か、リメディアル教育からとの関連も含めて、問
題点を検討し、効果的なプログラム作成が求められてい
る。

２．研究目的

　本研究グループは、初年次教育及び教養教育と専門教
育との接続という観点から、流通科学部の学生にふさわ
しい、「学士力」「社会人基礎力」向上を目的とするシス
テムを開発することを目的とする。具体的には、ディベー
ト・プロジェクト演習などの学生参加型のプログラムに
ついて、他大学の実践例などを調査し、流通科学部の学
生にふさわしいシステムのあり方に関する研究を進める
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ことを目的とする。

３．研究実施計画・方法

・ディベートについての授業の方法論、実施内容、問題
点の考察（福沢・音成・柳澤）

・プロジェクト演習についての方法論、実施内容、問題
点の考察（明神・大川）

・システム概要とアンケート結果および調査報告（坂
本）

・社会人基礎力セミナーの参加（全員）
・先進的取り組みの調査（全員）

４．研究成果

　インタビューや、方法論についての調査・討論によっ
て、ディベートの授業は順調に行うことができた。ま
た、発表会も無事に終了した。発表した学生のレベルに
ついては、かなり満足できるレベルに達し得たと考えて
いる。ディベートの授業の報告書は、毎年刊行している
（計2冊）。また、それぞれの担当分野において、調査
を行い、論文の作成・発表をおこなった。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計7件）
①大川洋史、『もしドラ』とは何か―経営学観点からの

検討―、流通科学研究11－1、pp23－32、査読あり
②大川洋史、組織において他者に影響を与える性向を

持つ個人に関する試論、流通科学研究11－2、pp1－

14、査読あり
③明神実枝、想定する消費者像の妥当性についての一考

察、流通科学研究11－2、pp39－48、査読あり
④坂本健成、徐濤、中国におけるｅ－ Learning 教育の

調査報告、流通科学研究12－2、pp45－52、査読あ
り

⑤音成陽子、柳澤さおり、福沢　健、平成24年度総合
演習Ｉ（ディベート）授業報告－学士力と社会人基
礎力の育成にむけて、通科学研究12－2、pp83－91、
査読なし

⑥柳澤さおり、音成陽子、福沢　健、社会人基礎力の育
成方法と課題―社会人基礎力育成グランプリ2012大
賞（経済産業大臣賞）受賞チームの指導教員へのイン
タビューから―、通科学研究12－2、pp121－126、
査読なし

⑦明神実枝、大川洋史、平成24年度流通科学部「総
合演習Ⅱ」教育報告、通科学研究12－2、pp103－
129、査読なし

〔学会発表〕（計1件）
①明神実枝  ・  大川洋史、　総合演習Ⅱ、　Q-Links、
　2012/2/18、九州大学

６．予算配布額

（金額単位：円）
研究経費 機器備品 合　計

平成 23 年度 1,570,000 0 1,570,000
平成 24 年度 1,100,000 0 1,100,000

合　計 2,670,000 0 2,670,000
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栄養士養成課程における入学前教育、初年次教育、補完教育等のプログラム展開と、それらの効果判定に関する研究

栄養士養成課程における入学前教育、初年次教育、補完教育等の
プログラム展開と、それらの効果判定に関する研究

Development and evaluation of programs for pre-admission education ,first-stage 
education and remedial education connected to nutritionist-education

  研究グループ代表者
   小田　隆弘（ODA TAKAHIRO）短期大学部食物栄養学科・教授

  共同研究者　
   阿部志麿子（ABE SHIMAKO）短期大学部食物栄養学科・教授

   寺澤　洋子（TERAZAWA YOUKO）短期大学部食物栄養学科・教授

   吉田　弘子（YOSHIDA HIROKO）短期大学部食物栄養学科・准教授（平成 24 年度）

   津田　晶子（TSUDA AKIKO）短期大学部食物栄養学科・講師

   T.H. ケイトン（KATON T.H.）短期大学部キャリア開発学科・講師

   古田　宗宜（FURUTA MUNENORI）短期大学部食物栄養学科・助教

  研究協力者
   長光　博史（NAGAMITSU HIROSHI）短期大学部食物栄養学科・助手

   安田　奈央（YASUDA NAO）短期大学部食物栄養学科・助手

   拝高　絵里（HAITAKA ERI）短期大学部食物栄養学科・助手（平成 23 年度）

   福松　亜希（FUKUMATSU AKI）短期大学部食物栄養学科・常勤助手（平成 24 年度）

※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究実績の概要
　栄養士養成教育における入学前教育、初年次教育、補完教育等のための効果的な教育プログラムの改善、および、そ
れらの実施展開、ならびにそれらのプログラム実施の効果の検討を行い、以下のような成果が得られた。
① H23 年度入学生からの適用を開始した入学前教育および初年時教育のプログラムを実施展開すると共に、浮かび上

がった問題点を改善できた。
②理系基礎学力向上のための補完授業プログラムの更なる充実が図れた。また、補完授業プログラムの効果判定をおこ

ない、その効果が上がっていることが確認できた。さらに、「栄養士実力試験」や「フードスペシャリスト資格試験」
対策のための e-learning コンテンツを更に充実させた。

③現行カリキュラムの問題点や改善点を明らかにするため、「校外実習」後の学生にアンケートを行うことにより、献
立作成や調理技術が不足している状況などを明らかにすることができた。これらの点を参考に、H25 年度入学生向
けの教育課程の大幅修正をおこなった。

④栄養士に必要な英語力強化、特に、食育や、福岡県郷土料理の英語による説明とプレゼンテーション力向上のための
LSP (Language for Specific Purposes) 演習プログラムなどの更なる改善が図れた。

⑤以上の研究の総合結果として、学科の教育課程改善案の提案ができた。

研究分野：栄養士養成教育
キーワード：栄養士養成教育、入学前教育、初年次教育、補完教育、校外実習、効果判定、英語力
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１．研究開始当初の背景

⑴　わが国における 18 歳人口の減少や、女子高校生の
短期大学から四年制大学への志望増加などの社会情勢
の変化に伴って、本学短期大学部でも入学志願者数が
漸減してきており、その対策として本学科では、推薦
入試合格枠の拡大や指定校推薦入学制度の導入を図っ
てきている。そのような入学試験制度の低ハードル化
や、高校生の理科離れ、「ゆとり教育」の弊害による
学力低下などが原因と思われる入学生の基礎学力不
足、特に、栄養士教育に不可欠の理数系学力の著しい
低下が問題となってきている。このような背景の中で、
実践力や社会性を持つ栄養士を育てて行くには、従来
の正課授業だけでは困難な状況になりつつあり、入学
生の基礎学力の底上げのための教育プログラムの構築
が喫緊の課題となっている。そのため、本学科では平
成 20 年度入学生から入学直後の初年次教育と、「化
学」、「生物」の補完教育を、さらに、平成 23 年度入
学生からは入学前教育を新たに追加し実施してきた
が、これらのプログラムの更なる改善や、プログラム
実施の効果を明らかにする必要がある。

２．研究目的

⑴　上記の背景を基に、今回の研究では、上記の入学前

教育、初年次教育、補完教育等の基礎学力向上のため
の教育プログラムの実施展開と問題点の改善ならびに
効果判定を実施し、さらにはそれらを参考にした教育
課程全般の改善に貢献できることを目的とした。

３．研究実施計画・方法

⑴　栄養士基礎学力向上のための教育プログラムの実施
展開と問題点の改善ならびに効果判定のため、

①推薦入学予定者への入学前教育プログラム案の改良と
実施、全入学生に対する初年次教育プログラム案の改
善と実施

②栄養士専門教育に不可欠な「化学」や「生物」の基礎
学力向上プログラム案の改善と効果判定および「栄養
士実力試験」や「フードスペシャリスト資格試験」対
策のための強化プログラムの改善

③栄養士就労現場での実習体験を、より効果的に学生に
行わせるための「校外実習」後の学生アンケートの実
施と、それらを基にした「校外実習」改善策の検討

④国際性やコミュニケーション力アップのための英語教
育プログラムの作成

⑤以上の研究の総合結果として、学科の教育課程改善案
の提案

　　の 5 課題を設定し、それぞれに研究班を配置して
研究を実施した。

研究班の配置と分担研究概要

班 分　　担　　研　　究　　概　　要

1 班
（小田班）

推薦入学予定者への「推薦入学者向け学習ドリル」の改良、全入学生に対する初年次教育プログラ
ムとしての「大学基礎演習」授業計画案の改善などを担当。全体のまとめとしての学科の教育課程
改善案の提案（小田、古田が主に実施）

2 班
（阿部班）

栄養士専門教育に不可欠な「化学」や「生物」の基礎学力向上プログラムの改善および「栄養士実
力試験」や「フードスペシャリスト資格試験」対策のための強化プログラムの改善などを担当。具
体的には、入学時の「化学実力試験」の実施と正答率などの解析、その結果に基づく「化学」補完
授業実施と実施後の再試験・正答率解析・補完授業の効果判定を担当。また、「栄養士実力試験」や「フー
ドスペシャリスト資格試験」対策のための e-learning コンテンツの充実などを実施。（阿部、長光が
主に実施）

3 班（寺澤・
吉田班）

栄養士就労現場での実習体験を、より効果的に学生に行わせるための「校外実習後の学生アンケー
トの実施と、「校外実習」改善策の検討を担当。具体的には、アンケート案の作成と実施、結果の解
析などを実施。（寺澤、吉田（H24 年度のみ）、拝高（H23 年度のみ）、安田が主に実施）

4 班
（津田班）

国際性やコミュニケーション力アップのための英語教育プログラムとして、主として、食育や福岡
県郷土料理の英語による説明とプレゼンテーション力向上のための英語教材の作成を担当。（津田、
T.H. ケイトンが実施）

４．研究成果

⑴　各分担研究班別の成果
　　各分担研究班別の成果は次の通り。

　1）1班（小田班）の研究成果
　推薦入学予定者への入学前教育プログラムおよび
初年次教育プログラムの改善として、以下のような
成果が得られた。
①推薦入学合格者および社会人特別入試合格者を対

象にプレ・カレッジ（本学に参集させて入学に備
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えてのガイダンスを実施するもの）を開催し、入
学までの間に、基礎学力の向上と勉学習慣を付け
させることを目的とした「入学前学習ドリル」を
改良した。

　H23年度に改良できた点は次の通り。
・英語編の問題を追加（その結果、総ページ数が

40ｐより49ｐに増加）
・国語編、算数編、化学編、生物編の点数を200点

に統一し、入学生の各編での得点比較が用意に比
較できるように改善

　H24年度に改良できた点は次の通り。
・従来の国語編、算数編、化学編、生物編、英語

編、調理編に加えて食事記録編を追加
・昨年ドリルで正答率が低かった問題を強化（例；

算数で文章問題を増加）

　これらの改良の結果、総ページ数が59ｐに増加
　H25年度入学生向け学習ドリルとして H24年度

に改良した「ドリル」案の「目次」を資料１に示
した。

②　初年次教育のため、H23年度から必修科目とし
て設置した「大学基礎演習」の授業計画案を改善
した。

　改善した授業計画案の概要を資料2に示した。
③　研究班全体のまとめとしての学科の教育課程改

善案を提案した（資料3）。
④　上記③をまとめる中で、学科全教科の「教授目

的と授業概要」を編集し冊子（ファイル化）し
た。

　その一例として「大学基礎演習」教科分を例示す
る（資料４）

資料１　H25年度推薦入試入学予定者向けに改良した「ドリル」案の「目次」（H24年度に改良）
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資料２　H24 年度入学生向け「大学基礎演習」の授業計画改善案　（抜粋 ： ８～ 15 回分は省略）　　　　
授業回
･ 月日

クラス
分け 授　　　業　　　内　　　　容 与える課題等 担当者 補助

№1

4/9
( 月 )
Ⅰ限

全クラス
合同

・本授業の目的や授業計画についてのガイダンス　（10分、小田）
・「中村学園の建学の精神（教育理念）と特徴」　（25分、松隈ノ、

小田）
　「学生便覧」を持参させ、「建学の精神」など (1～5ｐ ) を解説
・「学生としてのマナー」　（50分、松隈ミ）
　挨拶や返事の仕方などの学生としてのマナーを冊子

（「Nakamura Style」）とパワーポイント資料で解説し､ 練習も
させる。

・宿題や次回持参品についての説明と注意（5分、松隈ミ） 

「ハル先生―
学園祖　中村
ハル物語」を
読んで感想文
を次週に提出
させる。

（司会）松隈
ミ
(全指導主任 )
1松隈ノ
2松隈ミ
3吉田ヒ
4小田
5津田
6寺澤

安田　
佐々木
長光

№2

4/16
( 月 )
Ⅰ限

２クラス
合同

・宿題（読後感想文）の回収　　5分
・「大学での学習、授業の受け方、生活（時間）管理法」
　大学生 ( 短大生 ) と高校生のちがい、特に、自学自習、時間管

理、自己管理の重要性を書いたプリントを配布して解説。生活
管理については「学生便覧」42ｐ～や

　N-navi を活用。本学科の　「教育目標」についても説明　（40分）
・「敬語の基礎」の学習（35分）
　Text の「敬語の基礎」（12～15p）を解説し、シートの5～7ｐを

演習させ、基礎ドリル (シート7,8p) を宿題とすることを伝達。
・学科教員の研究室の配置を説明（10分）
　 N-navi のマップを活用

基 礎 ド リ ル
( シート7,8p)
を 宿 題 と す
る。
また、学科教
員研究室のス
タンプラリー
を2週間以内
にさせる。

1松隈ノ
2松隈ミ 安田

3 吉田ヒ
4 小田 佐々木

5津田
6寺澤

長光

№3

4/23 
( 月 )
Ⅰ限

２クラス
合同

・基礎ドリル ( 宿題、シート8p) の答え合わせ（30分）
・ノートテイキングのしかた（45分）
　Text の「大学でのノートのとり方」（8～11p）を解説し、解説

を聞いて要点をノートテイキングさせる。そののち、シートの
（3～4ｐ）を演習させる。（DVD 投影ができるよう各室に PC
も準備し、まえもって動作確認をしておくこと）

・宿泊研修についての説明　（15分）
　目的および内容についての説明
※宿題：宿泊研修しおり作成のための自己紹介記入用紙の配布

シ ー ト の1p
「自己紹介」
1-1を書いて
くるように指
示 同　上 同上

№4

5/7
( 月 )
Ⅰ限

２クラス
合同

・スタンプラリー票の回収（5分）
・自己紹介の書き方・話し方について（60分）
　下手な自己紹介をやってみせて、どこが悪いかを答えさせる。
　ついで、上手な自己紹介の仕方のポイントを説明する。そのあ

と、宿題（自己紹介文）を題材にしてペアワーク ( 第1章 - 課題
2) を実施

・宿泊研修についての確認（25分）
　「宿泊研修のしおり」作成を指示して、注意事項等の伝達を行う。 

「研修のしお
り」のための
自己紹介カー
ド作成と提出
をさせ、5/7帰
りまでに「し
おり」をクラ
スで作成・配
布させる。

同　上 同上

№5 3クラス
合同

・宿泊研修
　研修Ⅰ 「栄養士の道」ビデオを鑑賞させ、栄養士業務や役割を

解説。
学園歌の練習
研修Ⅱ 「自己紹介」の実践をさせる。
研修Ⅲ クラス対抗ドッジボール大会
研修Ⅳ 各クラスで企画（他己紹介、ゲームなど）

「宿泊研修を
受けて」につ
いて感想文を
書くことを宿
題とする。

松隈ノ、松隈
ミ、吉田ヒ

同行を希望す
る助手

5/9- 10

(水･木)

小田、津田、
寺澤

5/10-11

( 木 ･ 金 ) 

№6

5/14
( 月 )
Ⅰ限

全クラス
合同

・宿泊研修の「感想文」の回収　（10分）
・中村学園の歴史とハル先生について （楠先生より講話、60分）
　質疑、および教員から追加発言 (20分 )

「講話」を聞
いての感想文
を書かせて次
回に提出させ
る。

（司会）松隈
ミ
関係教員は必
ず出席

安田
佐々木
長光

№７

5/21
( 月 )
Ⅰ限

２クラス
合同

・前回の楠先生講話についての「感想文」の回収　（10分）
・確実な連絡メモの取り方について（40分）
  Text 16-19p「確実な連絡メモ」を説明し、シート9-11p を演習
する。
　　５W1H の重要性や、メモを相手が見たことを確認する方法
も学習させる
・メール文の書き方について
公的なメール文の書き方を、Text 20-23p「メールの書き方」で
説明し、シート13-14p を演習させ、書式と記述マナーについて
学ばせる。件名の簡潔な書き方や、迷惑メールと識別できるメー
ルの書き方を学習させる。

ｼ ｰ ﾄ11p「 確
実 な 連 絡 メ
モ」課題3と、
ｼ ｰ ﾄ12p「 基
礎ドリル（漢
字 の 書 き 取
り）」を宿題
とする。

1松隈ノ
2松隈ミ 安田

3 森脇
4 小田 佐々木

5松隈ミ
6 内田 長光
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資料３　　研究班全体のまとめとして提案した H25 年度入学生向け新「教育課程」案　（一部抜粋）

系　列 授 業 科 目
単位数 講

実
演

開講
年次

栄養士
必修

F・S
必修 卒業の条件

必修 選択

基　
　

礎　
　

分　
　

野

＊大学基礎演習 1 演 1 前
5 単位
以上修
得 卒

業
必
修
科
目
お
よ
び
基
礎
分
野
で
の
指
定
取
得
単
位
数
の
ほ
か
、
基
礎
分
野
お
よ
び
専
門
分
野
の
選
択
科
目
か
ら
さ
ら
に
３
単
位
以
上
を
取
得
す
る
こ
と

心理学 2 講 1 後

哲学 2 講 1 前

法学 2 講 1 前

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論 2 講 2 前

自然科学 2 講 1 前

入門情報処理 ･ 実習 1 講実 1 前

健康とスポーツ 1 演 1 前

セミナー 2 演 2 前後

短期大学部教養講座 　 1 講 1 後

＊英語（基礎） 1 　 演 1 前 (   ) 内の数は  
開講単位数 ２

単
位
以
上
修
得

英語コミュニケーション入門 　 1 演 1 前

英語コミュニケーション 　 1 演 1 後 ○；充足

英語（TOEIC） 　 1 演 2 後 厚労省規定

英語・海外研修 　 2 演 1 後 講義・
演習

実験 ･
実習実用栄養英語 　 1 演 2 前

専　

門　

分　

野

健
康
と　

社
会
生
活

＊環境衛生学 　 2 講 2 前 2

4(4 ○）

4(4 ○）

卒
業
必
修
科
目
の
ほ
か
選
択
科
目
か
ら
30
（
単
位
以
上
修
得
（
続
く
）

＊保健福祉概論 　 2 講 2 後 2

廃止

人
体
の
構
造
と
機
能

廃止

8(8 ○）

＊生理学 　 2 講 1 後 2

＊解剖学 　 2 講 1 前 2

＊基礎生化学 　 2 講 1 前 2 2

＊運動生理学 　 1 講 2 後 1

＊病理学 　 1 講 2 後 1

＊解剖生理学実験 　 1 実 2 後 1

食
品
と
衛
生

＊食品学 2 　 講 1 前 2 2

6(6 ○）

＊食品材料学 2 　 講 1 後 2 2

 廃止 ( 食品学に吸収 )

＊食品衛生学 2 　 講 1 後 2 2

＊食品学基礎実験 　 1 実 1 後 1

＊食品学実験 　 1 実 2 前 1 1

食品加工学実習 　 1 実 2 後 　 1

＊食品衛生学実験 　 1 実 2 後 1

栄
養
と
健
康

＊基礎栄養学 2 　 講 1 前 2 2

8(8 ○）

＊応用栄養学 　 2 講 1 後 2 2

＊栄養生化学 　 2 講 1 後 2

＊臨床栄養学概論 　 2 講 2 前 2

＊栄養学実習Ⅰ 1 　 実 1 前 1

＊栄養学実習Ⅱ 　 1 実 1 後 1

＊栄養・生化学実験 　 1 実 2 前 1

＊臨床栄養学実習 　 1 実 2 前 1

＊食事摂取基準 ･ 献立論 2 　 演 1 前
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資料４　「教授目的と授業概要」冊子（ファイル）中の一例；「大学基礎演習」教科分

教科の教授目的と教授概要  食物栄養学科 
科　目　名 開　講　期 授業形式 必・選 単位 分　野　お　よ　び　備　考

大学基礎演習 1 年前期 演習 必 1 基礎分野（教養）

本教科の教授目的

　本学入学生として、建学の精神や教育理念、学科の教育目標等を熟知させるとともに、大学生（短大生）としての学習法や生活
管理法を修得させ、自学自習習慣、自立（自律）心、責任感、学生としての礼節とマナー、健康管理や防犯意識、ならびに、栄養
士になるための就労意欲（モチベーション）と職業意識を持たせることを本教科教授の目的とする。

到達目標（学生が修得する知識や技術）

・建学の精神や教育理念、学科の教育目標等を熟知する
・大学生（短大生）としての学習法（ノートテイキング、自学自習習慣、図書等の情報入手法など）を修得する。
・生活時間の自己管理（学習時間、クラブ活動やアルバイト時間、睡眠時間、健康管理、防犯対策など）の重要性を理解し、自分
自身で時間管理ができる力（自立心、自律心）を修得する。
・本学科学生としての礼節とマナー（挨拶の仕方、身だしなみ、言葉遣い、化粧法など）を修得する。
・クラスの友人たちとの円滑なコミュニケーションや友だち作りができる対人対応力を高める。
・栄養士の業務内容や責任感などを理解し、栄養士を目指して学ぶ意欲と就労意識を高める。

教授内容（概要）

　高校と大学（短大）の違い（単位制、学習システム、学則など）、本学の建学の精神や学科の教育目標、などを理解した上で、
授業の受け方、ノートテイキング、自学自習法、時間管理と自己管理（健康管理、防犯対策など）、栄養士業務の概要と社会的役割、
就職のための履歴書の書き方や自己紹介のしかた、社会的マナー（挨拶の仕方、身だしなみ、言葉遣い、化粧法など）、事務的な
手紙やメールの書き方などを、演習・口頭発表、レポート提出を通じて修得させる。新入生宿泊研修も本授業の一環として位置づ
ける。

キーワード

　建学の精神や教育理念、学科の教育目標等の熟知、大学生（短大生）としての学習法、ノートテイキング、自学自習習慣、図書
等の情報入手法、生活時間の自己管理（学習時間、クラブ活動やアルバイト時間、睡眠時間、健康管理、防犯対策など）、礼節とマナー

（挨拶の仕方、身だしなみ、言葉遣い、化粧法など）友人たちとの円滑なコミュニケーションや友だち作り、栄養士の業務内容や
責任感

２）2班（阿部班 ) の研究成果

1. 基礎学力向上に関する研究報告

⑴　高校時代の自然科学系（理系分野）科目の履修状況
　過去 10 年間の入学生における高校時代の生物と化学
の履修状況の年次推移を図 1 に示した。現行の学習指
導要領以前においても、10 ～ 12% の化学の未履修者（●
印）が存在していたが、平成 17 年から平成 18 年にか
けその割合は急上昇し、平成 22 年度入学者は 54.4% と
約半数が化学未履修者であった。

　平成 22 年度に化学未履修者はピークを示し、その後
減少傾向に転じたものの平成 24 年度においてもその割
合は 40.5% と高い値を示した。高校生の化学離れが問
題になっているが、本学科入学者においても顕著に表れ
ているものと思われる。また、生物の履修においては化
学ほどの急峻な変化を示さないものの、未履修者の割合
は平成 24 年度では約 23% に達した。この 10 年間で、
化学の未履修者は約 6 倍、生物の未履修者は約 5 倍と
大幅に増加した。他方、化学Ⅱまで履修している学生は、
図 2 に示しているように、平成 19 年以降は 20% 前後
を推移している。
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　以上の結果から、高校時代の化学に関しては、平
成 22 年を境に減少に転じているものの、未履修者が
40.5% と高い割合を示していること、また、化学Ⅰ・Ⅱ
の双方を履修している学生は 20% 前後で推移し、理系
科目の履修状況は個人格差がかなり広がっていることが
推察される。なお、理系科目において 1 教科のみ履修
している学生は、平成 22 年度入学生の 12% を除くと
毎年 5% 前後である。

(2) 化学の補完授業の実施 
　栄養士必修科目の中には、化学の素養が必須とする
ものが多いが、図 1 で示したように化学の未履修者は、
平成 18 年より増加傾向を示した。このため、化学の補
完授業を平成20年度入学生より実施することになった。
入学時オリエンテーション時における化学Ⅰの基礎学
力試験 ( 以下基礎学力試験と表示 ) を実施し、補完授業
対象者を選分した。基礎学力試験結果の年次推移を表 1
に示した。

　得点率は平成20年度から平成22年度にかけて低下傾
向を示し、その後上昇に転じている。平成23年度にお
いては、平成21年度の得点レベルまで回復し、平成24
年度では過去5年間で最も得点率が高かった。その理由
の一つとして、入学前教育で推薦入学者に対しドリルを
課したことが大きな要因になっているものと思われる。
　平成 22 年度は、化学の未履修者の割合が 53.8% と
最も高い年度であった。このため、化学の履修状況と基
礎学力試験の関連性について検討した。その結果を図 3
に示したが、すべての年度において化学の履修者に比し
未履修者は、基礎学力試験の正答率が統計的に有意（す
べての年度で p<0.01）に低かった。なお、生物の履修
状況と基礎学力試験結果についても同様に比較検討した
が、生物の履修状況との関連性は認められなかった。

　正答率の低い約 50 名に対し、教員 4 名（橋本、古田、
長光、阿部）で補完授業を担当した。補完授業の内容
は、化学Ⅰのなかでも特に栄養士必修科目の内容に関連
あるものに限定し、電池・電気分解といった内容は除外
した。化学に関連した科目は 1 年前期の授業科目の中
に含まれているため、早急に補完授業を実施する必要が
あるため、4 月の学校休日を含めた土曜日に 1 回につき
90分授業を2コマ連続で計3日間（通常の6コマに相当）
実施した。また、その効果を検討するために補完授業終
了後に補完授業対象者に化学の確認試験を実施した。5
年間の補完授業前後における対象者の得点の変化を表
2 に示した。入学時の得点 40.6 ± 8.6 点から、補完授
業終了後の 5 月に実施した確認試験においては 58.5 ±
11.7 点となり有意な得点の上昇がみられた。

　また、各年度における結果を図 4 に示した。補完授
業を実施したすべての年度において、得点率は有意（す
べての年度で p<0.01）に上昇した。なお、補完授業を
開始した平成 20 年においては、基礎学力試験と確認試
験を全ての学生に対して実施した。図 4 の対象外と表
示しているカラムは、補完授業対象者以外の試験結果で
あるが、正答率の低下傾向を示し、上昇は認められなかっ
た。この結果から、少なくとも補完授業対象者の正答率
の上昇は授業の効果によるものと推察される。

　基礎学力向上を目的として化学の補完授業を実施した
が、その後の在学生の成績にどのような影響を与えるか
について GPA との関連性で比較検討した。平成 20 年
度から 23 年度までの補完授業対象者の基礎学力試験正
答率と 1 年次 GPA の関係を図 5-1 に示した（n=190)。
相関係数 r=0.132 で統計的に有意な関係を示さなかっ
た。同様の関係を補完授業後の確認試験でみると、相関
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係数 r=0.5.18 と統計的に有意（p<0.001) な比較的強い
関係が見られた。また、図には示していないが高校時代
に履修した理科の科目数は、基礎学力試験と比較的強い
相関（r=0.540, p<0.0001）が認められたが、1 年次の
GPA とは統計学的に有意な関連性を得ることは出来な
かった（r=0.020）。以上の結果より、入学時に化学の
基礎学力が低い場合においても入学直後の早期に指導す
ることによって学力を伸ばすことが可能であることを示
唆している。

2.　e ラーニング教材の作成に関する研究報告

⑴　2年次生のための教材作成について
　栄養士協会実力試験問題ならびにフードスペシャリ
スト認定試験の過去 5 年間の問題を用いて、e ラーニン
グの教材を作成した。栄養士協会実力試験問題は、平
成 20 年から平成 24 年の問題を各年代毎に時間制原付・
自己採点式の要領で作成し、短期大学部の Web 上 ( 学
内専用 http://www2.nakamura-u.ac.jp/~sabe/) にアッ
プロードした。フードスペシャリスト認定試験につい
ても同様に平成 20 年から平成 24 年の問題を栄養士実
力試験と同様に作成した。また、フードスペシャリス
トに関しては学生が苦手とする分野を集中的に学習し
やすいように分野別の問題を作成した (http://www2.
nakamura-u.ac.jp/~sabe/foodfield.html)。栄養士実力試
験およびフードスペシャリスト認定試験のファイルは、
e ラーニング教材として利用するばかりではなく、学

生や授業担当者の利便性を考慮して Word 形式または
html 形式のいずれかでダウンロードできるようにアッ
プロードした。それぞれ、年代別、項目別にファイルを
作成した。Web 上に設置したアクセスカウンタ総アク
セス数は、カウント設置後 1500 以上のアクセス数をカ
ウントした。
⑵　夏季休業時の課題作成について
　平成 23 年度より 2 年次生を対象に、夏季休業時に「栄
養士実力試験」および「フードスペシャリスト認定試験」
の過去 3 年間の問題を 1 冊の冊子にまとめ夏休みの課
題として与えた。また、栄養士実力試験の模擬試験を平
成 23 年度は 2 回、平成 24 年度は 3 回実施した。その
結果、平成 23 年度 12 月に実施された栄養士実力試験
では、全国平均値よりも高く、短期大学の平均値よりも
4 点高い結果が得られた。また昨年に比べ、A 判定の割
合も 22.5% 上昇した。
表 3　栄養士実力試験の結果

A 判定 B 判定 C 判定 計
H22 年度 64 人 81 人 6 人 151 人

42.4 % 53.6 % 4.0 % 100 %
H23 年度 98 人 44 人 9 人 151 人

64.9 % 29.1 % 6.0 % 100 %

⑶　1年次生のための教材作成について
　平成 24 年度までに自学自習型の教材を作成するには
至らなかった。平成 24 年度の前学期と後学期に全学的
な授業アンケートとは異なる形式の授業アンケートを栄
養学総論、栄養学各論、栄養生化学の 3 教科において
別途実施した。特に、理解の困難な項目とその理由につ
いて詳細に尋ねた。得られたアンケート結果を分析し、
教材作成の参考資料とする予定である。

３）3班（吉田・寺澤班）の研究成果
　管理栄養士・栄養士の業務内容は、主に管理栄養士が
栄養指導を、栄養士がフードサービスを担当している。
これらの業務は、職域により重複することも多いが、今
後は栄養専門職に対する社会的ニーズの増大により、専
門性の違いがさらに明確になると考えられる。そのため、
栄養士業務では、対象者に適切な給食を提供するための
献立作成および調理技術の能力が重要である。本学科で
は、それぞれの職域現場で即戦力となって活躍できる栄
養士の育成を図るため、学生の実態を把握し、より効果
的な教育を行って行く事が必要であると考えている。そ
こで本研究は、栄養士養成における効果的な教育プログ
ラム作成のための基礎的データを得る事を目的とし、本
学科２年生を対象に校外実習前後における調理および献
立作成能力についてアンケート調査を実施した。
　アンケートの調査方法は集合調査法とし、アンケー
トは実習前および実習後で合計 2 回実施した。調査対
象者数は、平成 23 年度実習前 154 名、実習後 147 名、
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平成 24 年度実習前 164 名、実習後 158 名であった。
実習前および実習後のアンケート回収率は、それぞれ平
成 23 年度 98.1%、93.6%、平成 24 年度 99.4%、95.8%
であった。調査時期は、いずれも実施前 8 月、実施後
は 9 月～ 10 月とした。調査内容は、校外実習の目標達
成度、実習中の基本的な態度、献立作成における理解度、
調理における技術および理解度、卒業後の栄養士への就
職希望、校外実習後の感想とした。アンケート集計は、
事業所、保育所、病院および高齢者施設の三区分で行っ
た。実習施設区分毎の人数（校外実習を受講した実際の
学生数）を表１に示す。
　校外実習における目標達成度について、実習前は学生
本人が自己に課している希望を含めた「予想」として、
実習後は現実に実際の現場を体験しての「達成度」とし
て質問した。その結果、実習前と実習後の比較では、平
成 24 年度の事業所を除き、全ての施設において実習前
に比べて、実習後に低い値を示していた（表２）。これは、
実際に実習を行う事により、学生達は知識や技術の未熟
さ、および社会の厳しさに気づき、実習後の意識に変化
が出てきたのではないかと考えられた。
　基本的な態度については、「規律を守る」「時間を守る」

「挨拶」「言葉づかい」「身だしなみ」「報告、連絡、相談
の徹底」および「自己啓発の努力」について質問した。

「とても良くできる」「良く出来る」と答えた割合は、平
成 23 年度、平成 24 年度で、いずれの実習先においても、
実習前に比べて実習後が高い値であり、基本的な態度の
向上が見られた（表３）。平成 22 年度も同様な結果が
得られている（プロジェクト研究成果報告書第２号）。
このことから、校外実習で実際の現場を体験する事は、
学生の社会性が養われ、今後必要となる社会人としての
基本的な態度を身に付けることに繋がっていることが明
確に示された。
　栄養士において、献立作成および調理はその要となる
業務である。従って、献立作成に必要な知識は、「給与
栄養量および食品構成」、「料理の組み合わせ」、「食材料
および調味料の適正な量」、「対象者に合わせた食材料の
選択」および「食材知識」について質問した。実習前と
実習後の比較において、「食材料および調味料の適正な
量」、「対象者に合わせた食材料の選択」および「食材知識」
の質問で「理解している」「まあまあ理解している」と
答えた割合は、平成 24 年度では、いずれの実習先でも
実習後の値が高くなっていた（表４）。調理では、「材料
の切り方（スピード）、（きれいさ）」「材料の切り方の種
類に対する理解」、「料理の手順」および「作業効率」に
ついて質問した。実習前と実習後の比較において、平成
23 年度はほとんどの項目が低下を示したが、平成 24
年度は、「食材の切り方（きれいさ）」以外は、実習後に
全ての項目で自己評価が向上していた（表５）。これら
のことから、平成 24 年度は、献立および調理における

自己評価が、実習前に比べて、実習後に良くなる傾向を
示していると考えられた。
　「卒業後の栄養士への就職希望」において、「是非なり
たいと思う」「なりたいと思う」の割合は、平成 23 年
度では、事業所において実習前に比べて実習後が高かっ
たものの、保育所および病院で低下していた。一方、平
成２４年では、いずれの実習先でも高い値を示す傾向
であった。現在、病院への実習希望者は年々低下傾向
であり、平成 23 年度は全体の 43.3%、平成 24 年度は
33.9% であった。病院での業務は、管理栄養士と栄養士
の違いが明確であり、短期大学部の学生にとっては、病
院での実習はハードルが高いと感じているようである。
しかしながら、少数であるからこそ、やる気のある学生
が病院を選択し、学生と病院実習内容との不適合を防ぐ
ことが出来ているのかもしれない。今後もこの傾向が続
くかもしれないが、学生の適正をよく判断しながら、実
習先を選択して行く必要があると考えられる。
　校外実習後の意見として、卒業までにさらに学びたい
ことは、平成 23 年度、24 年度のいずれの調査におい
ても、調理技術と献立作成が示された。食物栄養学科で
は、調理技術の向上を目指して 1 年次後学期に特別調
理実習 I、２年次前学期に特別調理実習 II（調理製菓専
門学校において夜間開講）、また応用力の修得のため、
2 年次後学期で調理・実践栄養実習が開講されている。
今後は、特別調理実習 I、II の受講の有無も考慮し、カ
リキュラムの改善がどのように学生の意識や自己評価に
影響したのか検討して行く予定である。得られたデータ
については、今後の学生の調理および献立作成能力向上
に向けて、更なる教育内容の改善に繋げて行きたいと考
えている。

表 1　施設別実習学生内訳
平成 23 年度 平成 24 年度

実数（人） 構成比（％） 実数（人） 構成比（％）
事業所 16 10.2 21 12.7
保育所 73 46.5 88 53.3
病院・
高齢者福祉施設 68 43.3 56 33.9

全体 157 100.0 　165 100.0

表 2　実習前と実習後における目標達成度の比較
平成 23 年度 平成 24 年度

実習前％ 実習後％ 実習前％ 実習後％
全体 67.5 50.3 81.7 71.5
事業所 68.8 47.1 66.7 84.2
保育所 69.0 51.5 87.2 74.7
病院・高齢者福
祉施設 65.7 50.0 78.9 64.3

表中の数値は、目標達成度 80％以上と回答した人数の割合を示す。
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表 3　実習前と実習後における実習中の基本的な態度の比較
平成 23 年度 平成 24 年度

実習前％ 実習後％ 実習前％ 実習後％
規律を守る
全体 72.1 87.8 81.7 96.8
事業所 62.5 94.1 81.0 100.0
保育所 67.6 85.3 79.1 97.6
病院・高齢者福
祉施設 79.1 88.7 86.0 94.6

時間を守る
全体 76.6 93.9 77.4 94.9
事業所 81.3 94.1 76.2 94.7
保育所 76.1 94.1 80.2 94.0
病院・高齢者福
祉施設 76.1 93.5 73.7 96.4

挨拶
全体 66.9 83.7 82.9 94.9
事業所 81.3 94.1 90.5 94.7
保育所 57.7 86.8 81.4 97.6
病院・高齢者福
祉施設 73.1 77.4 82.5 91.1

言葉遣い
全体 53.9 76.9 66.5 89.2
事業所 50.0 88.2 81.0 100.0
保育所 49.3 76.5 65.1 88.0
病院・高齢者福
祉施設 59.7 74.2 63.2 87.5

身だしなみ
全体 58.4 81.0 69.5 91.1
事業所 56.3 76.5 71.4 100.0
保育所 56.3 86.8 68.6 90.4
病院・高齢者福
祉施設 66.1 75.8 70.2 89.3

報告・連絡・相談の徹底
全体 53.2 49.7 65.9 82.9
事業所 56.3 70.6 57.1 100.0
保育所 52.1 76.5 70.9 85.5
病院・高齢者福
祉施設 53.7 64.5 61.4 73.2

自己啓発の努力
全体 51.3 68.7 59.1 80.4
事業所 62.5 76.5 52.4 94.7
保育所 46.5 72.1 61.6 84.3
病院・高齢者福
祉施設 53.7 62.9 　57.9 69.6

表中の数値は、「とてもよく出来た」、「よく出来た」と回答した人数
の割合を示す。

表 4　実習前と実習後における献立作成に対する理解度の比較
平成 23 年度 平成 24 年度

実習前％ 実習後％ 実習前％ 実習後％
給与栄養量および食品構成
全体 74.0 73.5 90.2 84.8
事業所 81.3 70.6 90.5 89.5
保育所 69.0 66.2 93.0 84.3
病院・高齢者福
祉施設 77.6 82.3 86.0 83.9

料理の組み合わせ
全体 77.9 83.0 93.9 91.1
事業所 73.8 88.2 90.5 94.7
保育所 81.7 85.0 98.3 92.8
病院・高齢者福
祉施設 79.1 87.1 87.7 87.5

食材料および調味料の適正な量
全体 50.6 51.0 63.4 72.8
事業所 50.0 47.1 57.1 73.7
保育所 50.7 44.1 67.4 72.3
病院・高齢者福
祉施設 50.7 59.7 59.6 73.2

対象者に合わせた食材料の選択
全体 55.8 61.9 76.8 83.5
事業所 62.5 47.1 76.2 78.9
保育所 59.2 66.2 80.2 88.0
病院・高齢者福
祉施設 50.7 61.3 71.9 78.6

食材知識（種類・旬・栄養価など）
全体 51.9 54.4 68.9 72.8
事業所 62.5 47.1 71.4 84.2
保育所 49.3 52.9 72.1 72.3
病院・高齢者福
祉施設 52.2 85.5 63.2 69.6

表中の数値は、「理解している」、「まあまあ理解している」と回答し
た人数の割合を示す。

表 5　実習前と実習後における調理に対する技術および
理解度の比較

平成 23 年度 平成 24 年度
実習前％ 実習後％ 実習前％ 実習後％

食材の切り方（スピード）
全体 22.1 12.2 17.1 22.2
事業所 25.0 17.6 14.3 21.0
保育所 14.1 7.4 19.8 21.7
病院・高齢者福
祉施設 29.9 16.1 14.0 23.2

食材の切り方（きれいさ）
全体 31.2 36.1 43.3 46.2
事業所 50.0 35.3 42.9 42.1
保育所 39.4 27.9 43.0 45.8
病院・高齢者福
祉施設 44.8 37.1 48.9 48.2

食材の切り方の種類に対する理解
全体 77.3 78.9 81.7 86.7
事業所 68.8 76.5 71.4 84.2
保育所 83.1 80.9 84.9 90.4
病院・高齢者福
祉施設 73.1 77.4 80.7 82.1

料理の手順
全体 70.1 65.3 77.4 85.4
事業所 68.8 58.8 85.7 100.0
保育所 69.0 61.8 81.4 84.3
病院・高齢者福
祉施設 71.6 71.0 68.4 82.1

作業効率
全体 47.4 37.4 55.5 62.7
事業所 50.0 52.9 61.9 68.4
保育所 49.3 32.4 58.1 65.1
病院・高齢者福
祉施設 43.3 43.5 49.1 57.1

表中の数値は、食材の切り方（スピード）では「はやい」、「ややはやい」、
食材の切り方（きれいさ）および作業効率では「できている」、「まあま
あできている」、食材の切り方の種類の対する理解および料理の手順で
は「理解している」、「まあまあ理解している」と回答した人数の割合を
示す。
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表 6　実習前と実習後における栄養士への就職希望の比較
平成 23 年度 平成 24 年度

実習前％ 実習後％ 実習前％ 実習後％
全体 63.6 56.5 51.2 55.7

事業所 37.5 47.1 23.8 26.3
保育所 64.8 57.4 50.0 56.6

病院・高齢者福
祉施設 65.7 58.1 63.2 64.3

表中の数値は、卒業後の栄養士への就職希望「是非なりたいと思う」、「な
りたいと思う」と回答した人数の割合を示す。

４）4班（津田班）の研究成果
　本学を含む福岡県内の外国人留学生を対象とした調査
を分析し、栄養士として必要な食文化における異文化間コ
ミュニケーション能力向上のための英語および日本語教材
を開発する目的で研究を行い、次の研究成果が得られた。
①　質問紙調査分析により、中国人留学生と、その他の

留学生では、食生活におけるコミュニケーション上の
問題が大きく異なることが分かった。

②　「実用栄養英語」と「セミナー」で、外国の食文化
におけるタブーについて取り扱ったが、学生間で知識
に差があることが分かった。

③　①と②を踏まえて、栄養士向けの異文化コミュニ
ケーションや食文化を考える書籍・教科書を開発する。
４班の今後の研究の推進方策
　今回の調査により、福岡県内の他の大学（九州大学、
西南学院大学）や日本語学校（元気日本語学校）や大分
県の大分県立看護科学大学、アジア太平洋こども会議イ
ン福岡からも協力を得られた。
　今後も他の教育機関の国際交流部門と連携しながら、
研究への協力を求め、また、研究成果を共有することと
したい。また、今後は、日本語教員、英語以外の外国語
教員（中国語、韓国語など）にも協力を要請したい。
　なお、前回のプロジェクト研究の成果物を出版企画し
た、大学生向け英語教材『健康生活に見る食育と栄養：
"A Matter of Taste"』南雲堂、（津田晶子、クリストファー・
ヴァルヴォーナ、大部正代共著）は、愛媛県立医療技術
大学保健科学部看護学科の平成 25 年度の特別選抜（社
会人特別選抜）入学試験問題として採用された。
　今後も、国内外で認められる異文化間コミュニケーショ
ンや、英語教育の素材を積極的に発表するとともに、食物
栄養学科の実際の講義やセミナーのなかで、活用をし、学
生に還元していきたい。将来の構想として、栄養系学生と
一般学生、英語教員と専門教員、日本人教員と外国人教員
といった様々な協業体制を確立し、「日本の食文化とマナー
を英語で解説する日英版ハンドブック」の開発を目指して
おり、大学の教育活動の一環として、食育と外国語教育を
通じた異文化間教育の可能性を検討する。

５．主な発表論文等

　論文等にまとめた本研究の研究成果を以下に掲げる。

〔雑誌論文〕（計 2 件）
① "Developing an ESP course and materials for 

dietitians"2012 年 5 月 . IATEFL Journal of the 
English for Specific Purposes Special Interest Group, 
TSUDA, Akiko. Winter 2011-Spring2012 Issue

【内容】　日本の大学の栄養学における ESP の教材、カ
リキュラム開発についての研究報告

②「日本の食生活における異文化間コミュニケーションに
ついての予備調査報告」2013年3月 .第45号 , pp.107-
118. 中村学園大学・中村学園短期大学研究紀要

　津田晶子、『中村学園大学・中村学園短期大学研究紀
要』、第 43 号、共著　査読有、2013 出版予定 .（受理済）

【内容】　福岡在住の留学生対象の食文化に関する異文化
間コミュニケーションに関するアンケート調査

〔学会発表〕（計 3 件）
①「短期大学部教養講座」の開講とその効果、第 61 回

九州地区大学一般教育研究協議会、2012.9.14（大分）、
酒見康廣、梶田鈴子、小田隆弘

②食生活における異文化間コミュニケーションと語学
ニーズ分析：福岡県の例から . 異文化間教育学会第
32 回大会 .2011 年 6 月 . お茶の水女子大学 . 東京 . 津
田晶子

【内容】　アジア太平洋こども会議イン福岡のホームステ
イ部会からの聞き取り調査報告

③日本の食生活における異文化間コミュニケーション
についての予備調査、異文化間教育学会第 33 回大
会 .2012 年 6 月 . 立命館アジア太平洋大学 . 大分 . 津
田晶子

【内容】　留学生アンケート予備調査の中間報告
〔その他〕（計 2 件）
記事執筆
　社団法人日本フードスペシャリスト協会　JAFS 
NEWS LETTER　　No.41 2012 平 成 24 年 ５ 月　

（pp.10-11)  「美味しい国際交流入門」；津田晶子
【内容】　本学食物栄養学科での外国人ゲストスピーカー

を招いての「食と異文化間コミュニケーション」
に関するセミナー報告、

公開講座
　平成 23 年度　食を巡る文化「食文化を通じた英語コ
ミュニケーション入門」；津田晶子

【内容】　留学生アンケートとホームステイアンケートを
基にして、市民への啓発行動を行った。

６．予算配布額

（金額単位：円）
研究経費 機器備品 合　計

平成 23 年度 750,000 0 750,000
平成 24 年度 720,000 0 720,000

合　計 1,470,000 0 1,470,000
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実践力を持つ栄養士養成と環境教育強化プログラムの展開に関する研究

Research on Deployment of the Dietitian Training with Practice Power, and an 
Environmental Educationized Program

  研究グループ代表者
   松隈　紀生（MATSUKUMA NORIO）短期大学部食物栄養学科・教授

  共同研究者
   松隈　美紀（MATSUGUMA MIKI）短期大学部食物栄養学科・講師

   吉田　淳子（YOSHIDA ATSUKO）短期大学部食物栄養学科・助教

   仁後　亮介（NIGO RYOSUKE）短期大学部食物栄養学科・助手

   竹下　華織（TAKESHITA KAORI）短期大学部食物栄養学科・助手

   田村　麻衣（TAMURA MAI）短期大学部食物栄養学科・助手

   佐々木久美（SASAKI KUMI）短期大学部食物栄養学科・助手 

  研究協力者
   橋本俊二郎（HASHIMOTO SHUNJIROU）短期大学部食物栄養学科・教授（平成 23 年度）

※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
　実践力と社会性を持つ栄養士養成教育プログラムと環境教育強化プログラムのさらなる推進研究と展開を試み、多く
の成果が得られた。その成果を列記すれば次の通りである。
①学生の調理技術と献立作成能力を向上させる教育プログラムとして平成 22 年 9 月より中村調理製菓専門学校におい

て特別調理実習Ⅰ・Ⅱをスタートさせた。平成 23 年度、平成 24 年度も継続実施している。また、調理実習室の学
生への開放も行っている。

②環境教育の一環としての生ゴミ活用と野菜栽培を学生に体験させると同時に、キャベツ、白菜などの収穫物を用いた
調理実習を行う教育プログラムの一部が完成できた。

③魚や野菜、果物などの旬や調理への使用方法など食材知識を高めるための標本や写真などの充実がされ、授業にも使
われている。

研究分野：栄養士養成教育
キーワード：栄養士養成教育、環境教育、教育プログラム、実践力、社会性

１．研究開始当初の背景

⑴　栄養士養成教育においては厚生労働省が示している
必修科目としての教育内容がある。しかし社会情勢の
変化や入学生の基礎学力の低下が近年著しく、社会が
求める実践力や社会性を持った栄養士を育てるには、
これまで通りの授業内容では困難な状況になってき
た。そこで栄養士養成教育を計画的かつ継続的に実施
していくための教育プログラムの構築と推進が課題と
なっている。

２．研究目的

⑴　短期大学部における栄養士養成教育は２年間という
短期間に給食現場などで即戦力を持つ栄養士として、
また環境についての知識と社会性も身につけさせなけ
ればならない。特に調理技術や理論、食材の種類や鮮
度の見分け方を修得させるために下記の研究を重点的
に行うことを目的とした。

①調理実習室の開放による調理技術の反復練習
②調理実習において出た生ゴミのダンボールコンポスト

による堆肥処理と、この堆肥を使った野菜栽培による
環境教育の構築

③食材の旬や鮮度の見分け方などを魚の剥製や植物の成
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長過程の写真取材などによる教材の作成

３．研究実施計画・方法

⑴　研究目的を達成するためには、栄養士養成教育にお
ける専門教育の正課授業とは別に栄養士としての実践
力や社会性を高めるために 2 つの研究班を配置し実
施した。

①研究班の配置と分担研究概要

班 分担研究概要・実施計画

1 班
（松隈紀）

①学生の調理技術向上のために「調理実習室の
開放と調理技術の指導」。

②中村調理製菓専門学校において行う『特別調
理実習Ⅰ・Ⅱ 単位認定授業』の実施計画案の
作成と学生募集および単位認定。

③環境教育の一つとして調理実習で出た生ゴミ
をダンボールコンポストを使って堆肥を作
り、野菜栽培を行い収穫した野菜で調理実習
を行う。

2 班
（橋本）

① 21 年～ 22 年に引き続き、食材試料の収穫と
して魚類の剥製と野菜・果物類の発芽、生育、
結実の過程の写真・動画を集め、パワーポイ
ントで使用できるようにまとめ、授業に使う
計画である。

②食材写真資料を CD に収録し、講義で使用し、
アンケート調査を行う。

②各研究班の構成員（職位は略）

班　　　員

1 班 ○松隈 ( 紀 ) 松隈 ( 美 ) 仁後、竹下、田村

2 班 ○橋本 吉田 ( 淳 )、佐々木

○印は班長。

４．研究成果

⑴　各分担研究班別の成果
　1）1班（松隈紀）の研究成果
　①　学生の調理技術向上について

　学生の基本的な調理技術向上を目的とし、下表の
スケジュールで調理実習室を開放し、学生が自主的
に練習（教員、助手が適宜指導）できるようにした。

表　調理実習室の開放

年度 H23 年度
（2011 年度）

H24 年度
（2012 年度）

開放月日と
回数

【前期】
5/7、6/18、7/2

（3 回）

【前期】
6/3、6/16、6/30、
7/7（4 回）

【後期】
11/19、12/3、1/7（3
回）

【後期】
11 / 1 6、11 / 3 0、
12/7（3 回）

練習内容
大根のかつらむき、
キャベツの千切り、
だし巻き卵

大根のかつらむき、
キャベツの千切り、
だし巻き卵

参加学生 延べ 238 名 延べ 223 名

②認定科目 特別調理実習Ⅰ・Ⅱについて
平成 22 年 9 月（1 年次後期）より、10F の学生が火、木、
金曜日の週一回 12 回の授業を中村調理製菓専門学校に
おいて受講するようになった。
　特別調理実習ⅡはⅠを受講した学生のみが受講でき、
2 年次前期に火曜（製菓コース）と、金曜（調理上級コー
ス）を受講した。少しでも学生が調理を行う時間が多く
なることで学生の調理技術と知識の向上を目指す。23
年度特別調理実習Ⅰは 112 名、特別調理実習Ⅱ製菓コー
ス 11 名、同調理上級コース 0 名。24 年度特別調理実
習Ⅰは 140 名、特別調理実習Ⅱは受講希望者が６名の
ため閉講。

③生ゴミの堆肥化による環境教育
　　これからの栄養士教育において、地球環境の保全や

エコ社会を目指すこと、また食物栄養学科卒業生の主
な就職先である保育所、幼稚園における食育プログラ
ムの一つとして、有機廃棄物を再利用する資源循環型
フードシステムについての教育は重要である。はじま
りは平成 20 年度（2008 年）の 1 年次生の 4 月から
前期、後期の調理実習で出た生ゴミをダンボールコ
ンポストを使用して収穫した野菜を使って調理実習
を行ってきた。平成 23 年度に処理した生ゴミの総量
は 228.5kg、平成 24 年度に処理した生ゴミの総量は
246.7kg である。

④環境教育の地域貢献
　本研究も最終目的である地域住民と学生が共に行う
生ゴミ処理とその利用、さらに共に環境について意識
を高め、食物栄養学科の学生が地域貢献できるように
なること。さらに地域にとって必要な学生、学校にな
ることを目指している。
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＜ 結果・考察＞
・アンケート調査より、生ごみに対するイメージが良く

なり、ほとんどの学生が食物への感謝の気持ちを持つ
ことができたことが示唆された。一連の体験活動を行
うことで、学生の意識の変容に影響を与えることがで
き、食育推進スキルのための意識作りができたと考え
られる。

・アンケート調査より、半数の人が自宅でも堆肥作りを
行うと回答した。生ごみから堆肥を作ることで、自然
環境を守る活動を自分で実践しようという意欲を持た
せることができたと考えられる。

＜問題点と改善点＞
・生ごみ処理方法についての指導を徹底すること
　本来の科目と生ゴミ処理を同じ時間内に行うため、生

ゴミ処理に対する指導の時間がとりにくい。始めのオ
リエンテーション時に生ゴミ処理の練習を行い、その
時に指導を徹底させることにより改善したい。

・衛生面への配慮が必要であること
　段ボールコンポスト作業は試食後の片付け時にベラン

ダで行っているが、段ボールコンポストに虫が発生す
るため、あまり衛生的な環境ではない。虫除け対策を
行い、生ゴミ処理作業用の服を置くなどして改善した
い。

・学生全員が畑仕事に携われないこと
　現在、農地がせまいため畑作業を行う際は希望者や都

合がつく者の自由参加形式としているため、毎日の当
番制にするなどして学生全員が畑に足を運ぶように改
善したい。

　水やりは当番制にしている。
・今まで行った一連の活動目的の周知
　今まで行った一連の活動目的を学生全員が理解してい

るとはいえない。このことが、学生のモチベーション
へ影響することを考え、今後は、活動前は資料を配布

し一連の活動内容、目的を周知させること、後期は一
連の活動の報告を行うことでフィードバックできるよ
うに改善したい。

　2）2班（橋本）の研究成果
　写真資料および動画資料、剥製資料の追加および
増補、これらの資料を使用した講義における学生の
アンケート集計結果について述べる。なお平成23
年現在、さらに資料の追加、増補を行うとともに、
堆肥を使った畑で収穫された野菜の一部を譲り受け
「抗酸化活性」の測定を行っている。

①　現物資料
　前号の資料に追加して、穀類としてそば、香辛料とし
てナツメグ、クローブ、黒コショウ、白コショウなど
11種類を追加収集した。これらの資料は、小形の資料
ビンに小分けして食品材料学などの講義において関連の
項目の解説時に回覧した。

②　剥製資料
　剥製資料としてアジ、アユ、イサキ、イワシ、カツ
オ、キス、サバ、サンマ、ウマズラハギ、スズキ、タカ
ノハダイ、ホウボウおよびシマイサキを「食育館」に展
示し広く一般学生も閲覧できるようにした。

③　食材の写真資料
　野菜など保存の利かない資料については、前号に引き
続き写真資料として収録した。野菜や果物などの一部は
自宅（橋本）菜園で栽培し、発芽、生育、結実の過程も
あわせて収録した。

a.　植物性食品
これまでに収録した植物性食品を表1に示す。
表1　植物性食品

分　　　　　　類 種　　　　　　類　　　（写真枚数）

穀 類 こめ（35）、そば（19）*、とうもろこし（38、動画 1）*、むぎ（3）、その他（2）

豆・ 種 実 類 いんげん豆（さや豆）（25）*、枝豆（38）*、えんどう（12）、ごま（27）*、ささげ（4）、
だいず（12）*、そらまめ（6）、ピーナツ（13）*、ひよこまめ（5）

果 実 類

柑 橘 類

うめ（14）*、かき（27）、キーウイフルーツ（3）*、くり（14）、ぐみ（10）*、さ
くらんぼ（9）、すもも（3）、なし（2）*、なつめ（1）、びわ（7）、ブルーベリー（5）、
ぼけ（1）*、もも（24）*、
温州みかん（8）、かぼす（10）*、金柑（5）*、でこぽん（1）、ネーブル（7）*、レモン（2）、
ゆず（2）、その他（11）

ト ロ ピ カ ル
フ ル ー ツ

アボガド（4）、オレンジ（2）、カニステル（6）、グアバ（4）、スターフルーツ（5）、チェ
リモヤ（1）、チスコ（2）、ドラゴンフルーツ（3）、ドリアン（1）、パイナップル（1）、
パッションフルーツ（4）、バナナ（8）、パパイヤ（2）、バンレイシ（3）、マンゴスチ
ン（1）、ヤシ（1）、ランブータン（3）、ロンガン（1）、その他（2）
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野 菜 類

果 菜
いちご（21）*、うり（3）、おくら（28）*、かぼちゃ（27）*、きゅうり（26）*、
すいか（9）、とまと（24）*、なす（14）*、にがうり（54）*、メロン（4）、たけの
こ（11）、冬瓜（5）*、ピーマン（9）

花 菜 ブロッコリー（16）*、みょうが（9）*、ゆうがお（4）*

根 菜
赤カブ（9）、うこん（2）、きくいも（1）、ごぼう（8）*、さといも（4）、さつまいも

（25）*、しょうが（10）*、じゃがいも（27）*、だいこん（26）*、ちょろぎ（11）*、
つくねいも（3）、にんじん（3）*、れんこん（21）、やまいも（3）

芯 葉 菜

青じそ（8）*、イタリアンパセリ（7）*、かつお菜（8）*、きゃべつ（15）、空芯菜
（1）、しそ（4）*、春菊（11）*、たまねぎ（15）*、ちしゃ（1）、ちんげん菜（11）*、
つるむらさき（2）*、つわぶき（3）*、にら（4）*、にんにく（8）*、ねぎ（10）*、
はくさい（4）、ふき（4）*、みずな（7）*、みつば（3）*、レタス（3）、焼肉包み菜

（サンチュ）（3）*

油 糧 植 物 なたね（10）、ひまわり（6）*

嗜 好 食 品
お茶（6）、香辛料 [ とうがらし（11）*、ピンクペッパー（1）、その他（42）]
ハーブ類 [ ステビア（14）*、バジル（9）*、ミント（4）*、ローリエ（5）*、ローズマリー

（1）*、ラベンダー（1）*

そ の 他
海 藻 おごのり（1）

き の こ エリンギ（1）
春の七草（3）

（* ＝自宅栽培）　　　　　　　　　　　　　計＝ 1,121

b.　動物性食品、加工食品
　前年度に続いて沖縄県那覇市の公設市場や唐津の魚市
場などで収録を行い、魚類（35 枚）および豚肉（7 枚）
の追加収録を行った。
c.　食糧生産
　前号に続き。家庭用コンポスト作り（4）、学生調理
実習後のコンポスト作り（24）、プロジェクト研究菜園
作り（18）、自宅畑作り（5）および TV による中国の
稲作ムービー（4）などを追加収録した。
d.　市場など
　前述の沖縄公設市場の魚・豚肉とは別に市場の様子を
取材、追加収録した。（26）
e.　料理、その他
　家庭の正月料理、沖縄郷土料理、学生の調理実習にお
ける料理など計 95 枚の写真を追加収録した。また沖縄
県宮古島における食糧生産や料理など45枚を収録した。
さらに中国浙江省杭州の国際学会に参加した際、訪問の
機会を得た稲作の起源と考えられているか河姆渡遺跡に
おける水田跡、出土品など（66）を収録した。
④ 外国の食事情

　平成 21 年度および 22 年度に学会出張などで収録し
た料理や食糧生産などの資料を前号に引き続き、追加収
録した。（4 カ国 5 地域）
・中国杭州・紹興（29）
・中国浙江省河姆渡遺跡（再掲）
・カナダ穀倉地帯農園（34、動画（48））
・ベトナム・ホーチミン市（ベンタン市場（18・動画

24）、食材 (35)、料理（16）、他動画（27））
・米国メリーランド、ボルティモア市（食料マーケット
（14）、食事（11））

・韓国・釜山（市場（48）、食材（14）、食事（54）
⑤食材資料を用いた講義での学生アンケート
　収集した資料を基に作成した「稲の一生」、「花と果実」

などの資料（前号参照）を短期大学部食物栄養学科の1
年後学期の「食品材料学」の講義で使用した。学生の意
見を次のようなアンケートで聞き、結果を集計した。

（表 2）　設問は、表に示す項目について行い、5 段階評
価で意見を求めた。また、資料についての自由記述も
求めた。

表 2．　食材資料に対するアンケート結果
食品材料学で使用した食材、スライドなどについてあなたの食材に関する興味と理解を深めることに役に立ったか否か
についてお聞かせください。
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そのほか講義に関する要望、食品材料学を学んでの感想
などがあればお聞かせください。
・役に立った（面白かった、食品の特徴がよくわかった、
実物の資料がよかった、もっとスライドを使ってほしい
など）　（10）
・釜山にぜひ行ってみたい　（8）
・もっと   板書をしてほしい　（4）
・試験のポイントを教えてほしい　（2）

　設問１は、本プロジェクト研究とは直接関係しないが、
全国農業協同組合中央会（IA 全中）が発行した子供向
けの冊子「お米が実った」に収載されている「お米に関
するクイズ」を毎年「穀類・稲」の講義の前に実施し、
結果の経過を見ているためアンケート項目に加えた。設
問 2 以下が食材資料に関する質問である。
　設問 2 から 5 について殆どの学生が、役に立ったと
回答している（回答 3 ～ 5）　釜山旅行で収録した魚市

場や食事・料理などの写真や動画を基に自作した DVD
の評価では、殆どが楽しんだようであるが（５評価が
49％）、あまり役に立たなかったとの回答（4 人）も見
られた。DVD 作成の技術の向上が課題である。テキス
トを中心とした講義の合間にスライドを加えることを殆
どの学生が望んでいるが、栄養士として「食品」につい
て覚えなければならないことが多く時間の配分が課題で
ある。

　食べることは、人間生活の根幹を成す行為である。特
に栄養士などの専門職においては食材に関する深い知識
が必須となる。食品の種類は多く、また栄養成分の特性
のみならず、生産、流通、調理素材など多岐にわたる知
識が必要となる。このことを認識させるため、食材に関
する資料を収集した。これらを基に講義洋補助資料を作
成し、学生の理解に役立てたい。
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久山町における栄養疫学研究
－特にメタボリックシンドローム・認知症と食事、運動との関わりについて－

A nutritional epidemiological study in Hisayama:
The Hisayama Study

  研究グループ代表者
   森脇　千夏（MORIWAKI CHINATSU）短期大学部食物栄養学科・准教授

  共同研究者
   内田　和宏（UCHIDA KAZUHIRO）短期大学部食物栄養学科・講師

   八田美恵子（HATTA MIEKO）短期大学部食物栄養学科・助手（平成 23 年度）

   西頭　東加（SAITO HARUKA）短期大学部食物栄養学科・助手

  研究協力者
   城田　知子（SHIROTA TOMOKO）大学・名誉教授

   柴田　好視（SHIBATA KONOMI）短期大学部食物栄養学科・常勤助手（平成 24 年度）

※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
　平成 23 年度、平成 24 年度は、当初の年度計画に基づいて成人健診に参加し、食習慣調査および骨密度に関する簡
易アンケート調査を実施した。以下に要約する。
1）　平成 23 年度の住民健診は、6 月 16 日から 8 月 11 日までの 24 日間実施された（健診参加者約 2,300 人）。生活

習慣に関するアンケート調査を実施し、骨密度（音響的骨評価値：OSI）の測定も担当した。音響的骨評価値（OSI）を、
骨粗鬆症財団の診断基準に従い、正常者、要指導者、要精検者に分類した。その結果、男性は 40 名（4.1％）、女性
は 453 名（34.8％）が要精検と診断された。

2）　平成 24 年度の住民健診は、6 月 28 日から 10 月 20 日までの 41 日間実施された（健診参加者約 3,000 人）。平
成 24 年度は通常の健診項目に加え、詳細な栄養調査を実施した。骨密度（音響的骨評価値：OSI）の測定も担当した。

3）1988 年度（第 3 集団）および 2002 年度（第 4 集団）の解析を実施した。
a)「メタボリックシンドロームと栄養摂取との関連（乳・乳製品）」：性、年齢、喫煙習慣、飲酒習慣および身体活動

量を調整した後の、摂取量の最も低い群に対する、最も高い群のオッズ比（OR）は 0.56（95％ CI: 0.34-0.92）（P 
for trend=0.04）であった。

b）「メタボリックシンドロームと栄養摂取との関連（コーヒー）」：性、年齢、喫煙習慣、飲酒習慣および身体活動
量を調整した後の、「ほとんど飲まない」群に対する「4 杯以上／日」群のオッズ比は、0.51（0.29-0.91）で、さ
らに脳卒中既往と閉経の有無を調整した後のオッズ比は、0.53（0.29-0.95）で有意なリスクの低下がみられた。

c）「地域在宅高齢者の認知機能と栄養素等摂取との関連について」：HDS-R、MMSE の両方において認知機能低下リ
スクの有意な減少がみられたものはカリウム、マグネシウム、総食物繊維、不溶性食物繊維、食事パタン（第一因
子得点）であった。第一因子の食事パタンは、正方向には緑黄色野菜、その他の野菜、藻類、豆・豆製品などの副
菜因子、負方向にはアルコール飲料などの酒類因子のパタンであり、副菜型の食事パタンが認知機能低下のリスク
を減少させることが示唆された。

d）「カリウム、カルシウムとマグネシウム摂取と認知症発症との関連について」：17 年の追跡調査の間、303 人が
認知症を発症し、98 人は脳血管性認知症で 166 人はアルツハイマー型認知症であった。カリウム、カルシウムと
マグネシウムの摂取量の最も高い群に対する全認知症発症のハザード比は、それぞれ 0.52、0.64、0.63 であった。

研究分野：公衆栄養学、栄養疫学
キーワード：久山町研究、栄養疫学研究、メタボリックシンドローム、認知症、食習慣調査、食物消費構造
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１．研究開始当初の背景

　久山町研究は、久山町住民を対象として 1961 年に始
まった心血管病とその危険因子の疫学研究である。中村
学園大学は、1985 年の調査から参加して栄養調査を実
施している。栄養調査の方法は、半定量的頻度法である
簡便法を用いている。その妥当性、再現性については
すでに報告している。また、2002 年には、佐々木敏ら
が開発した 400 項目にも及ぶ食習慣調査の方法（DHQ）
を用いた。DHQ については、1 週間あたりの頻度、1
日の食事回数、食事内容、1 回当たりに摂取するポーショ
ンサイズ、欠食習慣，外食習慣、飲酒習慣などを網羅し
ており、再現性や妥当性が十分に検討されている。
　近年、わが国では生活習慣病とくに肥満、糖尿病、高
脂血症など代謝異常が増加しており、久山町においても
同様である。また最近では、メタボリックシンドローム
という概念が取り入れられようになり、日本内科学会な
ど関連 8 学会が合同で 2005 年にその診断基準を発表
した。その発症基盤は、インスリン抵抗性や内蔵脂肪蓄
積であり、遺伝、肥満、運動不足に加え、食事性因子が
大きく関与していると考えられている。

２．研究目的

　2002 年に開始された生活習慣病予防のためのゲノム
疫学研究（久山町第 4 コホート集団）の追跡調査として、
毎年実施されている住民健診に参加し、データの収集を
行い、生活習慣病と環境的要因（食事性因子、身体活動
等）との関連を検討することである。

３．研究実施計画・方法

⑴　住民健診（平成 23年度、平成 24年度）
　健診の内容は、血液検査（遺伝子含む）、糖負荷試験、
検尿、計測（身長、体重、腹囲、腰囲、体組成）、血圧測定、
眼科検査、歯科検査、心電図、問診、内科診察、食習慣
調査、身体活動調査、骨密度測定などである。食習慣調
査、骨密度測定については、中村学園大学が担当し、そ
の他の健診項目は久山町健康福祉課および九州大学が担
当した。

⑵　骨密度測定（音響的骨評価値）
　骨密度の指標には、超音波骨密度測定装置 AOS-100

（アロカ社製）を用いて、右足中踵骨の骨内伝導速度と
透過指標から音響的骨評価値（OSI）を算出した。

⑶　食習慣調査（平成 14年度）
　 食 事 歴 法 質 問 票（self-administered diet history 
questionnaire; DHQ）を用いて調査し、およそ過去 1 か

月間の習慣的な摂取量（栄養素等摂取量および食品群別
摂取量）について推定した。久山町健康福祉課より事前
に各個人へ調査票を郵送し、健診時に記入したものを管
理栄養士・栄養士が面接し、内容の確認をおこなった。

⑷　食習慣調査（平成 24年度）
　半定量的食物摂取頻度調査法（城田ら）を用いて調査
し、食品の 1 週間当たりの摂取頻度および 1 回あたり
の摂取量を調査し、栄養素等摂取量および食品群別摂取
量を推定した。久山町健康福祉課より事前に各個人へ調
査票を郵送し、健診時に記入したものを管理栄養士・栄
養士が面接し、内容の確認をおこなった。

４．研究成果

⑴　平成 23年度健診結果
　平成 23 年度の住民健診は、6 月 16 日から 8 月 11
日までの 24 日間実施された（健診参加者約 2,300 人）。
生活習慣に関するアンケート調査を実施し、骨密度（音
響的骨評価値：OSI）の測定も担当した（表 1）。

　骨粗鬆症財団の判定基準による OSI の判定した結果、
精密検査の必要なもの（要精検）と判定されるものは、
男性 4.1％、女性 34.8％と女性が多かった。健診参加者
でOSIの正常者は、男性73.7％、女性28.3％であった（表
2）。

⑵　2002 年度（第 4集団）の追跡研究について
① 「メタボリックシンドロームと栄養摂取との関連（乳・

乳製品）」
　1988 年の成人健診を受診した 40 歳以上の成人男女
2,596 人を対象とした。これらの者で、1988 年時に
MetS の者、1998 年の健診を受診しなかった者を除い
た 1,018 人を最終的な解析対象とし、乳・乳製品の摂
取が MetS 発症に及ぼす影響を検討した。牛乳・乳製品
の摂取量を四分位（Q1-Q4）にわけ、摂取量の最も低い
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群（Q1）に対する MetS 発症リスクを、ロジスティッ
ク回帰分析により検討した。その結果、性、年齢、喫煙
習慣、飲酒習慣および身体活動量を調整した後の、最も
摂取量の多い群（Q4）のリスクは、オッズ比（OR）0.56

（95％ CI: 0.34-0.92）（P for trend=0.04）であった。

②「メタボリックシンドロームと栄養摂取との関連（コー
ヒー）」

　地域在住の中高年齢者のコーヒー摂取とメタボリック
シンドローム（MetS）との関連について検討した。コー
ヒー摂取頻度について、ロジスティック回帰分析によ
り、「ほとんど飲まない」群に対する MetS のリスクを
検討した結果、「4 杯以上／日」の群の調整後オッズ比は、
0.51（0.29-0.91）で、脳卒中既往と閉経の有無を調整
後も、0.53（0.29-0.95）で有意なリスクの低下がみら
れた。また血圧 0.66、血中中性脂肪 0.55 と有意なリス
ク低下がみられたが、ウエスト、HDL コレステロール、
血糖との関連はみられなかった。コーヒーの摂取頻度の
増加は MetS のリスクを低下させることが示唆され、こ
の低下要因として血圧および血中中性脂肪のリスクを低
下させることによるものであることが考えられた。

③「地域在宅高齢者の認知機能と栄養素等摂取および食
物消費構造との関連について」

　2002 年の健診における食習慣調査の成績と、2005
年に実施した高齢者調査の成績を用いて、高齢者の認知
機能と栄養素等摂取との関連について検討した。改訂長
谷川式簡易知能評価スケール（HDS-R）と Mini-Mental 
State Examination（MMSE）の日本語版を用いて点数化
し、HDS-R は 20 点以下を、MMSE は 23 点以下を認知
機能低下の疑いありとして評価した。その結果、HDS-R
および MMSE において、認知症疑いありと評価された
ものは、それぞれ 74 名、117 名であった。また HDS-R
と MMSE のいずれの検査でも疑いありと評価されたも
のは 63 名であった。HDS-R、MMSE の両方で認知機能
低下と関連のみられた食事性因子は、PUFA、n-6 系多
価不飽和脂肪酸、食物繊維（総量、水溶性および不溶性）、
カリウム、マグネシウム、油脂類、緑黄色野菜およびき
のこ類であった。これらの項目と食事パタンの認知機能
低下に対するリスクを解析したところ、HDS-R、MMSE
の両方において認知機能低下リスクの有意な減少がみら
れたものはカリウム、マグネシウム、総食物繊維、不溶
性食物繊維、食事パタン（第一因子得点）であった。第
一因子の食事パタンは、正方向には緑黄色野菜、その他
の野菜、藻類、豆・豆製品などの副菜因子、負方向には
アルコール飲料などの酒類因子のパタンであり、副菜型
の食事パタンが認知機能低下のリスクを減少させること
が示唆された。

⑶　1988 年度（第 3集団）の追跡研究について
①「カリウム、カルシウムとマグネシウム摂取と認知症

発症との関連について」
　　カリウム、カルシウムとマグネシウムの高摂取が認

知症発症のリスクを低下させるかどうか、60 歳以上
の認知症のない 1081 人を対象に検討した。17 年の
追跡調査の間、303 人が認知症を発症し、98 人は脳
血管性認知症（VaD）で 166 人はアルツハイマー型
認知症（AD）であった。カリウム、カルシウムとマ
グネシウムの摂取量の最も高い群に対する全認知症発
症のハザード比は、それぞれ 0.52、0.64、0.63 であっ
た。カリウム、カルシウム、マグネシウムの高摂取は、
全認知症、特に VaD において、発症リスクを低下さ
せると考えられた。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計 4 件）
①城田知子，内田和宏，八田美恵子，清原裕：日本酪農

科学会創立 60 周年記念誌：栄養士の視点からの牛乳・
乳製品の評価．中高年齢者のカルシウム、牛乳・乳製
品の摂取量－久山町の栄養調査から－，日本酪農科学
会，177-182，2011, 査読無 .

② Miyazaki M, Doi Y, Ikeda F, Ninomiya T, Hata J, 
Uchida K, Shirota T, Matsumoto T, Iida M, Kiyohara Y: 
Gastric Cancer. 12(2), 162-169, 2012, 査読有 .

③ Ozawa M, Ninomiya T, Ohara T, Hirakawa Y, Doi Y, 
Hata J, Uchida K, Shirota T, Kitazono T, Kiyohara Y: 
Self-reported dietary intake of potassium, calcium, 
and magnesium and risk of dementia in the Japanese: 
the Hisayama Study. J Am Geriatr Soc. 60(8), 1515-
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取、食物消費構造との関連について．第65回日本栄養・
食糧学会大会，平成 23 年 5 月，お茶の水女子大学（東
京都）．

②内田和宏，城田知子，八田美恵子，森脇千夏，西頭東加，
佐々木敏，吉田大悟，二宮利治，清原裕：地域在宅高
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齢者の認知機能と栄養素等摂取との関連について．第
65 回日本栄養・食糧学会大会，平成 23 年 5 月，お
茶の水女子大学（東京都）．

③内田和宏，八田美恵子，森脇千夏，西頭東加，佐々木敏，
城田知子，清原裕：中高年齢者のコーヒー摂取とメタ
ボリックシンドロームとの関連について．第 58 回日
本栄養改善学会学術総会，平成 23 年 9 月，広島国際
会議場（広島県）．

④西頭東加，森脇千夏，内田和宏，八田美恵子，佐々木
敏，城田知子，清原裕：一般住民におけるカルシウム
摂取量と食事因子の関連について．第 58 回日本栄養
改善学会学術総会，平成 23 年 9 月，広島国際会議場

（広島県）．

⑤西頭東加，森脇千夏，内田和宏，八田美恵子，城田知子，
清原裕：音響的骨評価値（OSI）と生活習慣等との関連．
第 59 回日本栄養改善学会学術総会，平成 24 年 9 月，
名古屋国際会議場（愛知県）．

６．予算配布額

（金額単位：円）
研究経費 機器備品 合　計

平成 23 年度 900,000 0 900,000
平成 24 年度 900,000 0 900,000

合　計 1,800,000 0 1,800,000
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キャリア開発学科　キャリア教育の再構築に関する研究

Research on Career Education Recreation for the Division of Career Development 

  研究グループ代表者
   酒見　康廣（SAKEMI YASUHIRO）短期大学部キャリア開発学科・教授

  共同研究者
   清水　　誠（SHIMIZU MAKOTO）短期大学部キャリア開発学科・教授

   梶田　鈴子（KAJITA SUZUKO）短期大学部キャリア開発学科・教授

   岩田　京子（IWATA KYOKO）短期大学部キャリア開発学科・准教授

   手嶋　康則（TESHIMA YASUNORI）短期大学部キャリア開発学科・准教授

   本山　和子（MOTOYAMA KAZUKO）短期大学部キャリア開発学科・准教授（平成23年度）

   岸川　公紀（KISHIKAWA KOUKI）短期大学部キャリア開発学科・准教授（平成24年度）

   小久保美代子（KOKUBO MIYOKO）短期大学部キャリア開発学科・助手

   小椎尾紘美（KOSHIIO HIROMI）短期大学部キャリア開発学科・助手（平成23年9月迄）

   仁田原泰子（NITABARU YASUKO）短期大学部キャリア開発学科・常勤助手（平成24年度）

   有田真貴子（ARITA MAKIKO）短期大学部キャリア開発学科・常勤助手（平成24年度）

  研究協力者
   岸川　公紀（KISHIKAWA KOUKI）短期大学部キャリア開発学科・准教授（平成23年度）

   藤島　淑恵（FUJISHIMA TOSHIE）短期大学部キャリア開発学科・講師（平成24年度）

   浦川　安宏（URAKAWA YASUHIRO）短期大学部キャリア開発学科・特任教授

   仁田原泰子（NITABARU YASUKO）短期大学部キャリア開発学科・常勤助手（平成23年度）

   有田真貴子（ARITA MAKIKO）短期大学部キャリア開発学科・臨時助手（平成23年度）

   大塚絵里子（OTSUKA ERIKO）短期大学部キャリア開発学科・臨時助手（平成24年度）

   池田　友希（IKEDA YUKI）短期大学部キャリア開発学科・臨時助手（平成23年9月～平成24年3月）

   大久保実咲（OKUBO MISAKI）短期大学部キャリア開発学科・臨時助手（平成24年度）

※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
　キャリア開発学科の改革として、平成26年度からの大幅なカリキュラム改訂へ向けての素地となる部分の研究がで
きた。研究による具体的な成果は以下のとおりである。
・平成26年度からのカリキュラムの改定案を作成した。（年次別科目構成の効果的な改編、必修科目の強化、インター

ンシップ・海外研修の強化、教養教育の強化、履修モデルの改訂）
・編入学対策・基礎学力低下に対する対応策の強化策を策定した。
・教育の質保証への対応体制を整えた。（カリキュラムマップとカリキュラムツリーの作成）
・キャリアサポート体制を見直した。

研究分野：キャリア教育
キーワード：キャリア教育、カリキュラム
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１．研究開始当初の背景

　本学科は、平成 19 年度に前身の家政経済科から改組
して既に 7 期生を迎えた。この間に大学進学率は向上
しているものの、短期大学への進学者は減少一方であり、
本学科も 2 年目においては、入学定員の 1.3 倍を超過
する入学生を受け入れたが、その後は減少傾向をたどっ
ており、一定水準の学力を有する学生で定員を満たすこ
とが危うい状況になってきている。
　一方で本学科は就職率の高さとその内容の良さを誇っ
てきたが、近年の経済界の動向、四大生の一般職就職市
場への進出など、卒業後の進路にも大きな変化が起こっ
ている。
　こうした状況の中で、学科運営については、その都度
微調整をしながら対応してきたが、それでは追いつかな
い状態に直面してきている。このため、カリキュラムの
大改訂を伴う、キャリア教育の再構築が避けられない状
況になっている。

２．研究目的

⑴　本学科の体制を再構築する
　キャリア開発学科が今後も存在し続けるために、現在
の取り巻く環境としての外部事情や内部事情など山積み
された諸問題を可能な限り解決すべく、これまでの本学
科の教育内容、推進方法、支援体制などを今一度根本的
に検証し直し、これからの時代の変化に耐えうるキャリ
ア教育のあり方、本学科の体制を再構築するための研究
である。
⑵　本研究の意義
・本学科の教育・支援体制での無駄な部分を整理し、良

さをさらに引き伸ばす。
・本学科の存在意義を確立し、今後も安定して存在し続

けることになる。
・本学科としての FD の推進、および教員内でのチーム

ワークの推進ともなる。

３．研究実施計画・方法

⑴　平成23年度の研究実施形態の概要
・研究チームを、キャリア教育分科会とキャリアサポー

ト分科会の２つに分けた。
・キャリア教育分科会では主にキャリア教育内容・方法

の見直し、カリキュラムの見直し、入学前教育の見直
しなどを行った。

・キャリアサポート分科会では主にキャリアサポート
室・キャリアサポート講座のあり方の見直し、キャリ
ア情報管理システムの内容・運営の見直しなどを行っ
た。

・毎月１回プロジェクト研究会を開催して、各研究チー
ムの進捗状況等を確認し必要な情報交換を行った。
⑵　平成23年度の研究展開
・本年度は他大学の例、高等学校の例、企業側の考え方

などの事例研究をメインに行った。その結果様々な先
進事例や本学科に応用可能な事項についての情報を収
集できた。

・学生のキャリア教育・キャリア支援体制に対する意識
に関するアンケート調査を行った。

・卒業生のキャリア教育・キャリア支援体制に対する意
識収集を可能な範囲で行った。

・本研究は FD 活動とも連動するもので、その流れとし
て本年度は本学科の授業の随時公開を実施した。

・学生の授業アンケートの効果的なフィードバック方法
について検討を加えた。
⑶　平成24年度の研究実施形態の概要
・研究のより効率的な推進のために、研究チームを、

「Ａ：カリキュラム編成の検証」、「Ｂ：キャリアサ
ポート講座の見直し」、「Ｃ：インターンシップの拡
充」、「Ｄ：学生による授業評価の効果的フィードバッ
ク方法」、「Ｅ：就職活動ノートの制作とその活用」、
「Ｆ：iPad 導入についての検討」の６チームに分け
た。

・本学科の教育ワークショップや高大接続教育研究会で
の、高校教員の意見も参考とした。

・毎月１回プロジェクト研究会を開催して、各研究チー
ムの進捗状況等を確認し必要な情報交換を行った。
⑷　平成24年度の研究展開
・平成23年度と同様な研究展開を行った。
・それ以外には、実行するための具体的な案を出してい

くことを増やしていった。
・平成24年度での授業やキャリアサポート講座で試行

してみたり、あるいは早めに実行できることを実施し
ながら、検証を加えていった。

４．研究成果

⑴　平成 26年度からのカリキュラム改定案をまとめた
・年次配当の見直しと、必修科目と選択科目の編成替え

を行うことにした。
　これまで重視してきた長期的なキャリア形成過程に必
要な専門職業人としての実務知識の習得を目指した科目
を万遍なく配置するという方針を転換して、広く社会人・
職業人として必要な基本的な素養、専門的な知識技能を、
年次を追って効率良く身につけさせ、できるだけ早い時
期から学生が就職戦線で勝ち残る力を得ることができる
ことに重点を置くこととした。
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表１　新カリキュラム年次別科目構成指針

１
年
次

前学期
初年次教育に関わる科目と、職業人としてのキャリア形成・進路選択に向けて必要な基本的知識・技能等の
習得のための科目構成とする。

（インターンシップ（夏季）に対応するための科目を優先する）

後学期 前学期に配置できなかった職業人としてのキャリア形成・進路選択に向けて必要な基本的知識・技能等の習
得のための科目と、進路選択に有効な主要な職業分野の専門的実務知識に関する科目を配置する。

２
年
次

前学期 主に職業人としてやや高度な教養や技能に関する科目を配置する。

後学期 主にすべからく家庭人として重要な家政系科目を配置する。

・必修科目を強化した
　「時事教養」を必修化する。従来からの必修科目「コ

ンピュータ基礎演習」を「コンピュータ基礎演習 A・
B」に拡張する。

・教養教育を強化した
　教養科目は、大学の合同開講の教養科目との単位互換

制により行う。これにより入学生の多様性に対応する
とともに、高校生に対する前門学校との差別化を図

る。
・開講科目の整理をした
　新設する科目は、「コンピュータ基礎演習 B」、「看護

の基本」、「職場法規」、「中国語基礎」、「韓国語基礎」。
　削除する科目は「情報科学」、「倫理・哲学」、「文学」、

「文化論」、「社会学」、「心理学」、「法学」。ただし、
本学科で独自の内容を持つ一部の教養科目は削除しな
い。

表２　キャリア開発学科カリキュラム改訂案　現行・改訂案　比較表

　　　　　　　　　現行・改訂
群別　　　　　　　　　　　

現行 改　訂　案

科目数 単位数 コマ数 科目数 単位数 コマ数 卒業要件

1 群（必修・選択必修科目） 12 15 48 14 18 54 16 必修 14 単位
選択必修 2 単位

2 群（教養科目） 13 23 25 ※ 5 ※ 7 ※ 9  8 以上

さらに 2~5 群、そ
の他から 16 単位以
上を選択

3 群（家政系科目） 12 21 25 11 19 23 10 以上

4 群（ビジネス系科） 14 20 42 17 26 48  8 以上

5 群（語学系科目） 9 11 26 11 14 28  4 以上

その他 3 3 3 3

合　計 63 93 166 ※ 61 ※ 87 ※ 162 62 単位

※　大学開講科目は含まない　

・体験型研修科目を充実した
これは、実地体験による学びと成長の効果が大きいこと
による。

「インターンシップ」を「インターンシップ（夏季）」、「イ
ンターンシップ（春季）」として、いずれかの選択必修
にした（これはすでに平成 25 年度から実施）

「海外研修」を事前研修などの充実により、従来 1 単位
であったものを 2 単位にした。これは、編入学する者
が編入学後に既修得単位として認定されることに対応し
ている。
・編入学への対策

編入学後に既修得単位として認定されることに対応すべ
く、「海外研修」は1単位を2単位科目にし、「韓国語基礎」
と「中国語基礎」を新たに開講する。また、大学の合同
開講の教養科目の受講も、この方針にも沿ったものであ
る。
・履修モデルを改訂した
学生の実際の就職先状況と履修モデルとがうまく連動し
ていなかった従来の履修モデルを、より就職先進路とよ
りマッチしたモデルにした。数も 7 種類を 4 種類に減
らしてわかりやすいものにした。
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表３　履修モデルの新旧比較表

現行の履修モデル 改定案の履修モデル

フードキャリアモデル
ファッションキャリアモデル
サービスキャリアモデル
経営・会計キャリアモデル
情報キャリアモデル
観光・国際ビジネスキャリアモデル
大学編入キャリアモデル

事務職モデル
販売職モデル
サービス職モデル
編入学モデル

・一部の科目名を変更した
「コンピュータ基礎演習」→「コンピュータ基礎演習
Ａ」

「生活と環境」→「生活環境論」
「消費と生活」→「消費生活論」
「文書管理」→「ビジネス実務文書」
「ファッション論」→「ファッションビジネス」
「フードマネジメント」→「フードビジネス」

・教育の質保証に対応した
　カリキュラムマップ、およびカリキュラムツリーを作
成した。

⑵　授業内容の改良
・本学科の主要科目の内容の連動性をさらに改良する
　就職活動に対する対策を更に強化すべく、「プレカ

レッジ」、「大学基礎演習」、「ゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲ」、
「キャリア形成演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」の内容の見直しと連
携を図る。

・基礎学力低下への対策
　基礎教育センターとも連携を図る。
　入学時のプレースメントテストを平成26年度から実

施する。
・SPI 対策
「大学基礎演習」、「キャリア形成演習Ⅰ・Ⅱ」、「数学」
において、SPI 対策を取り入れる。
2年次の最初に、就職模擬試験を実施する。

・スマートフォンへの活用
　キャリア情報管理システム（n-cats）へのアクセス
が従来学内のパソコンのみであったのを、外部からア
クセスしてもセキュリティ上問題がない部分につい
て、スマートフォンからもアクセスができるように改
修する。（平成25年度中には完了する）
　簿記検定の対策講座で、スマートフォンを用いたｅ
ラーニング（あるいは小テスト）を実施する。
　新開講の「コンピュータ基礎演習Ｂ」において、パ
ソコンとスマートフォントの連携処理法についても演
習を実施する。

・副教材のキャリアデザインシートを改良
　「プレカレッジ」、「大学基礎演習」、「キャリア形成
演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」で使用するキャリアデザインシート

の内容を、カリキュラムの改訂に合わせて、順次改良
していく。

⑶　キャリアサポート体制の見直し
・キャリアサポートシステム（n-cats）の改修
外部からもアクセスが可能になるように改修をしている

（本年度中。ただし、外部からのアクセスにセキュリ
ティ上、問題がない部分に限定）

・就職基礎能力養成プログラム（SKYプログラム）の活
用

　SKY プログラムの活用の推進をさらに図っていく。
・キャリアサポート講座の見直し
　3つの検定の種類は「秘書実務検定2級」、「日商簿記

検定3級」、「日商 PC 検定（文書作成）3級」に変わり
がないことは確認された。簿記検定については、習熟
度により「全経簿記検定3級」対策のクラスも設けて
いる。（平成24年度から実施）

　この３つは、合格すればいずれも「特殊演習」の1単
位の候補となっているが、「日商 PC 検定（文書作成）
3級」については、学生の Excel 技能習得の向上を図
るため、「日商 PC 検定（文書作成）3級」と「日商
PC 検定（データ活用）3級」をセット合格で「特殊演
習」の1単位の候補とすることにした。「コンピュー
タ基礎演習 B」を設けたのは、そうしたことへの対応
でもある。

・キャリアカウンセラーの活用
キャリアサポート室に配置しているキャリアカウンセ

ラーの活用をさらに図る。

⑷　FDの推進
・オープンゼミナールの実施
　本研究は、FD 推進とも密接に連動している。本学科

では、従来から実施している教育ワークショップ（毎
月の学科会議の前に実施）、授業の随時公開に加えて、
本年度から1年生へのゼミガイダンスの前に1か月ほ
ど、2年次ゼミナールを1年生に対して、公開するこ
とにした。
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１．研究開始当初の背景

　平成 20 年 3 月に改訂された幼稚園教育要領ならびに
保育所保育指針においては、専門職としての保育者像と
して「学び続ける保育者」「成長し続ける保育者」が明
示された。そこには、日々の保育実践への省察（ふりか
えり）の重要性とともに「自らの育ちに自覚的である」
保育者への期待が示されている。
　幼児保育学科においては、平成 19 年度より、学内プ
ロジェクト研究として「幼児保育基礎セミナー（初年次
教育）プログラム」の開発的研究を展開し、全教員に
よる協働的な指導体制のもと学生指導の充実に努めてき
た。
　これに加えて平成 22 年度より高等学校教育と初年次
教育を接続する入学前教育をブレンデッドラーニング方
式で実施することとなっていた。具体的には推薦入試に
よる入学予定者に対して 12 月から 3 月までの 4 ヶ月間
に亘って郵送、Web による課題提示 ･ 回収・モニタリ
ング・追加情報等の提示、スクーリング等の多様な手段
を利用して国語、数学、社会、体育の基礎分野と保育、
心理、器楽、声楽、造形、環境の専門分野の指導指導を
行うものであった。これらの取り組みの間の連環をどの
ように取っていくかが課題に登ってきていた。

２．研究目的

　本研究においては、これまでの成果を踏まえ、社会的
に期待される上記保育者になるためのプレ・アイデン
ティティ形成に資する「幼児保育基礎セミナー（初年次
教育）プログラム」のいっそうの充実をめざすものであ
る。とりわけ、学生自身がより主体的に授業に取り組む
ことをサポートする「ワークシート」の開発、さらには、
毎回の授業で作成されるワークシートをポートフォリオ
的手法によりファイリングし、「ラベルワーク」により「自
らの学びの軌跡」を可視化できるような学習支援システ
ムの開発をめざす。同時に、本研究を PDCA サイクル
をモデルとする教員側の指導方法の改善につなげる実践
的 FD の場としたい。
　更にこのポーフォリオに最初に投入される最初のエビ
デンスは平成 21 年度から開始した推薦入試合格者への
入学善教育の成果とし、これと関連づけた形で入学後の
体験と成長の記録 ( 省察 ) を効果的に接続できる手法を
開発する事を目的としている。

３．研究実施計画・方法

⑴　平成 22年 4月～ 12 月
①ポートフォリオを活用した先駆的な学習支援システム

を有する他大学へのヒアリングや資料収集などの実地

調査。
②文献研究を中心とした初年次教育に関するFDの実施。
③「幼児保育基礎セミナー（初年次教育）プログラム」

の改善。
④「ワークシート」を活用した試行的授業実践。（22 年

7 月まで）
⑵　平成 23年 1月～平成 24年 3月
①ポートフォリオを活用した先駆的な学習支援システム

を有する他大学へのヒアリングや資料収集などの実地
調査。

②ポートフォリオを活用した先駆的な学習支援システム
の開発に関する講演会の実施。

③研究成果の報告。（全国保育士養成セミナー）
④「記録」「分かち合い」「省察（ふりかえり）」を軸と

した新様式による『ポートフォリオ・ファイルブック』
（仮称）の開発。

　※②，③については未実施のまま終わった。

４．研究成果

⑴　調査活動
　初年次教育学会、教育改革 ICT 戦略大会、神奈川大学
高大連携フォーラム、日本比較教育学会、大学教育改革
プログラム合同フォーラム、短期大学コンソーシアム九
州等にポートフュリオ、高大連携等の最新事情の情報収
集のため延べ 10 名を派遣した。更に 1 名がティーチン
グポートフォリオ作成ワークショップに参加し、作成体
験とメンティーとしての準備体験を行った。そして、こ
れらで収集・体験した情報を学科会議等を通じて学科で
共有できるようにした。
⑵　アンケート調査の実施と分析
　幼児保育学科一年生の入学後の意識実態の変動につ
いては年間 5 回の定点調査をアンケートとして実施し、
その分析を行った。その成果は５．主な発表論文②とし
て公表した。
⑶　入学前教育の実績についての発表
　本研究成果に基づいて実施した平成 22 年度の入学前
教育の内容とその実態について平成 23 年度 教育改革
ICT 戦略大会において発表し意見の交換を行った。
⑷　ティーチングポートフォリオ作成
　ポートフォリオ作成は新たな取り組みであるため文献
研究ではその実態がつかみづらい面がある。また、生成
物の収集のみでもその作成の過程の課題の理解が難し
い。そこで、本学科教員を最終的実施の前提として佐賀
大学高等教育開発センターが行うテーチングポートフォ
リオ・ワークショップに派遣してテーチングポートフォ
リオ作成を体験させ、学科 FD において事例紹介を行い、
ポートフォリオの実際についての周知を図った。
⑸　平成 24 年度入学生幼児保育基礎セミナー ( 初年次
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教育 ) の修正案の作成と実施
　以上の成果を踏まえて平成 24 年度幼児保育基礎セミ
ナー（初年次教育）の修正案を作成した。その内容は以
下の通りである。
①プログラムの改善
・幼児保育基礎セミナーの年間計画を修正し意志ある学

びを作るプロジェクト学習を組み込むために、幼児保
育基礎セミナーの内容構成を変更して第3回目に『2
年間の学び』の時間を設定し、教育課程内外の教育と
体験の流れと意味及びそれらの連結と振り返りの大切
さについてパワーポイントのスライドを使って解説す
ることとした。

・第4回目に『入学前教育省察、履修カルテ』の時間を
設定し、入学前教育の振り返りと履修カルテの意味に
ついて解説すると共に、技術的説明を行い、実際の作
成を指導した。

　※これらは25年度も継続している。
②ポートフォリオファイルと各シートの開発と運用
・元ポートフォリオファイルとして40ポケットのクリ

アファイルを準備し、『表紙』、『スタートアップシー
ト』、『2年間の学びスライド』、収集資料のインデッ
クスとなる『４・５月の学び ( 授業編 ) の』『４・５
月の学び ( 授業外編 )』を配布して各学生のポート
フォリオ作成を開始した。各月の『学び』用紙は学生
の注意喚起を図る意味合いから一括配布とせずに適宜
追加配布することとした。この元ポートファイルは卒
業までの2年間使用予定である。なお、なお、この元
ボートファイルのエビデンスとしては上記のもの以外
に、入学前教育での生成物や学外実習の自己評価、履
修カルテの自己評価等を追加するように指導してい
る。

・次に省察を進めるための凝縮ポートファイルとして
20ポケットのクリアファイルを準備し、『表紙』、教
育目標と関連した振り返りを行うための『1年間の省
察』用紙とともに進級時の在学生オリエンテーション
で配布 ･ 指導を行い、学生は凝縮ポートフォリオの作
成に取り組んでいる。
⑹　課題
　研究の成果が以上の形で平成24年度以降の入学生の

指導に活用されているが、幼児保育学科は幼稚園教諭免
許状と保育士資格の取得を主目的とするために学生の平
均的取得単位数は短期大学設置基準の150% 強となって
おり、その他に5回の学外実習で講義期間及び休暇期間
中に54日を費やしている。学生と教員が共に多忙を極
めることが、幼保系短期大学の特徴と言える。ポート
フォリオを活用した取り組みには成句する学生において
も指導する教員においても多大な負担を要するという困
難点が存在する。
　これを克服する手段としては、各シートの形式や項目
を改善し学生への訴求性を高めることとともに、ポート
フォリオを幼児保育学科のカリキュラム全体を網羅する
ものにすることで、各授業等の重なりを整理し、全体に
スリム化を行うことが必要である。
次期プロジェクト研究をこの目的に向けて進行中であ
る。

５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕（計 2 件）
①「ブレンディッドラーニングによる入学前教育の取り

組み」松尾智則・橋本弘治・小川和子　平成 23 年度 
教育改革 ICT 戦略大会資料 p146

②「幼児保育学科新入生の意識調査報告 2011」中村学
園大学発達支援センター研究紀要第４号　pp33-39

〔学会発表〕（計 1 件）
①「ブレンディッドラーニングによる入学前教育の取り

組み」松尾智則・橋本弘治・小川和子　平成 23 年度 
教育改革ICT戦略大会　2011　9月8日　アルカディ
ア市ヶ谷

６．予算配布額

（金額単位：円）
研究経費 機器備品 合　計

平成 22 年度 670,000 80,000 750,000
平成 23 年度 790,000 　　 0 790,000

合　計 1,460,000 80,000 1,540,000
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多様な幼児理解に基づく「個別支援能力」向上のための
幼稚園教育実習指導のあり方に関する研究

－実習生指導のための保育カンファレンス・スキルの開発を目指して－

A study  on kindergarten practical training to increase student teacher's ability to offer individually 
customized guidance  while developing well-rounded understanding of kindergartners 

－ Cultivating conference skills  in early-childhood student-teacher training －

  研究グループ代表者
   那須　信樹（NASU NOBUKI）短期大学部幼児保育学科・准教授

  共同研究者名
   石黒万里子（ISHIGURO MARIKO）教育学部児童幼児教育学科・講師

   野上　俊一（NOGAMI SYUNICHI）教育学部児童幼児教育学科・講師

   吉川　寿美（KIKKAWA KAZUMI）教育学部児童幼児教育学科・助教

  研究協力者名
   山本　美香（YAMAMOTO MIKA）中村学園大学付属あさひ幼稚園・主任教諭

   志水　陽子（SHIMIZU YOUKO）中村学園大学付属あさひ幼稚園・副主任教諭

   秀平　花子（HIDEHIRA HANAKO）中村学園大学付属あさひ幼稚園・教諭

   二分　裕美（NIBUN HIROMI）中村学園大学付属あさひ幼稚園・教諭

   福嶋　理恵（FUKUSHIMA RIE）中村学園大学付属あさひ幼稚園・教諭

   中村　麻衣（NAKAMURA MAI）中村学園大学付属あさひ幼稚園・教諭

   河野　裕美（KAWANO HIROMI）中村学園大学付属あさひ幼稚園・教諭（平成 22 年度）

   丸山　由美（MARUYAMA YUMI）中村学園大学付属あさひ幼稚園・教諭（平成 23 年度）

※単年度のみの参加者については、括弧内に参加年度を示す。

研究成果の概要
　平成 22 年度には、本学学生の付属幼稚園における教育実習を効果的にサポートする学習支援ツールとして『幼稚園
教育実習ワークブック』を発刊した（2011 年 3 月）。続く 23 年度には、そのワークブックを活用した『ラベルケーショ
ン』（林 .2002）による保育カンファレンスならびに組織的な教育実習指導への取組みとワークブック自体のブラッシュ
アップを図った。
　主な研究成果として、実習時の「学生自身の対話力の向上」、「保育者集団における組織的な指導力の向上」が認めら
れた点などについて、第 2 回幼児教育実践学会（大阪）ならびに日本保育学会第 65 回大会（東京）において研究報告
を行った。とりわけ、付属幼稚園を有する大学関係者ならびに幼稚園関係者らの高い関心を得ることができた。
　その後、今回の取組みによって指導を受けた実習生を対象に質問紙調査を実施し、これまでの実践に対する検証を深
めた。評価結果より、『ラベルケーション』による実習生同士のかかわり合いを通して、一人ひとりの実習生が他の実
習生の考え方や視点を共有すること、振り返りを通して課題を見つけること等、幼稚園教諭の資質として求められる基
礎的な「対話と省察する力」の獲得につながっていることが明らかになった。
　一方で、「幼児理解と判断力」の育成に関する指導内容に大きな課題を残す結果となり、さらなる指導内容の精選と
指導方法の工夫、大学（幼稚園教諭養成機関）との組織的な連携による実習指導力の向上に努めなければならないこと
が明らかとなった。詳細については、日本保育学会第 65 回大会（東京）において報告を行った。併せて、2012 年 3
月には改訂版となる『幼稚園教育実習ワークブック２』を発刊した。

研究分野：幼稚園教育実習
キーワード：(1) 幼稚園教育実習ハンドブック　(2) ラベルケーション　(3) 保育カンファレンス　(4) 組織的な教育実習

指導　(5) 対話と省察　(6) 幼児理解と判断力 
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１．研究開始当初の背景

　平成 18 年、中央教育審議会により答申が出された教
職課程の一部変更による『教職実践演習』（本学の教科
目名『保育・教職実践演習（幼稚園）』）の新設や教育実
習の一層の充実に向けた様々な取組みに見られるよう
に、幼稚園教諭の養成課程においても保育者として求め
られる集団的かつ個別的な指導能力の養成は大きな課題
の一つであった。
　このような背景を踏まえ、教育実習指導のあり方その
ものを、保育現場と養成校との連携・協働といった視点
から抜本的に見直す必要性が生じてきたことがきっかけ
となって本研究への取組みが開始された。

２．研究目的

　本研究では、幼稚園教諭あるいは小学校教諭を目指す
学生たちの幼児教育を担う専門職としての指導力の基盤
となる “ 確かな実践力 ” の育成を支える実習指導プログ
ラムの開発を主たる目的としている。とりわけ、近年、
保育実践の場においても多用されるようになってきた

「保育カンファレンス」の手法に焦点を当てながら、本
学付属あさひ幼稚園の教諭と実習生を対象にした研究を
通して、多様な幼児理解（個別支援）の視点に基づく保
育カンファレンス・スキルの開発を試みるものである。
　なお、研究初年次の研究成果を踏まえて、本学学生の
付属幼稚園での教育実習を効果的にサポートする学習支
援ツールとして『幼稚園教育実習ワークブック』を開発・
活用することを目的とした。

３．研究実施計画・方法

　平成22年度は、①「OJT（On the Job Training）」的実
習指導や「保育カンファレンス」的手法を活用した先駆的
な実習指導システムを有する他大学へのヒアリングや資料
収集などの実地調査、②文献研究を中心とした実習指導に
関する付属あさひ幼稚園教諭との協働による園内研修の実
施、③実習生が作成する「ケース」を活用した保育カンファ
レンスの試行的プログラムの開発を計画した。
　続く平成 23 年度は、22 年度の研究実績を踏まえ開
発した『幼稚園教育実習ワークブック』をもとに、幼稚
園教諭と養成校の実習指導担当者、教育実習生間におい
て指導（教授）内容を共有しながら、幼稚園における実
習指導の改善にあたった。

４．研究成果

　新たに開発した『幼稚園教育実習ワークブック』なら
びに『幼稚園教育実習ワークブック２』において導入さ

れた『ラベルケーション』を軸とした保育カンファレン
ス・スキルの活用は、実習生一人ひとりが他の実習生の
考え方や視点を共有すること、振り返りを通して課題を
見つけること等の基礎的な「対話と省察する力」の獲得
を生み出すきっかけとなっていることを明らかにした。
　学生への自己評価調査の結果によれば、付属幼稚園の
全実習指導担当者が実習生の成長を見据えた上で、意識
的に『ラベルケーション』を中心としたカンファレンス
を行ってきたことで、全 13 項目にわたる問いに対して
評価指標 4「十分できた」と 3「まあまあできた」への
回答率が高くなるという結果を得た。ただし、「幼稚園
教育要領と実習中の保育実践との関連性」を問う項目に
ついては、実習中にその関連性を実感できたとする回答
は少なく、「幼児理解と判断力」の育成に関する指導内
容に課題を残す結果となった。
　今後のより効果的な実習指導にあたってはワークブッ
クのブラッシュアップ はもちろんのこと、例えば、実
習生と実習指導担当者との対話を促すもう一つの素材と
なりうる「実習日誌」の作成にあたって、その様式に 5
領域名を明示するなどの工夫による保育カンファレンス
実施の必要性も明らかとなった。
　いずれも、実習園と養成校が実習前・実習中・実習後に、
実習生に求めたい姿や引き出したい姿を更に具体化し、
その内容や指導法に関する「共通語」になるものを創造
し、連携していくことは、幼稚園教諭を養成する当事者
に求められる共有すべき喫緊の課題であるといえる。今
後も、幼稚園教諭を含む保育者養成の質向上に向けた取
組みの一助となる教育実習のガイドライン等の作成も視
野に入れた取組みとして展開していきたい。

５．主な発表論文等

〔学会発表〕（計 2 件）
①（那須信樹）・中村麻衣・丸山由美・山本美香、「実習

生の力を引き出す教育実習指導のあり方について～実
習指導支援ツールとしての『Teaching Practice Work 
Book』の活用事例を通して～」、第 2 回幼児教育実践
学会、2011 年 8 月 11 日、大阪大手門小学校

②（中村麻衣）・那須信樹・二分裕美・丸山由美・石黒
万里子、「実習生の力を引き出す教育実習指導のあり
方について（２）－実習事前・事中・事後の学習支援
ツールの活用と実習生の自己評価を通して－」、日本
保育学会第 65 回大会、東京家政大学

〔図書〕（計 2 件）
①中村学園大学付属あさひ幼稚園プロジェクト研究チー

ム編『幼稚園教育実習ワークブック』、2011
②中村学園大学付属あさひ幼稚園プロジェクト研究チー

ム編『幼稚園教育実習ワークブック２』、2012
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６．予算配布額

（金額単位：円）
研究経費 機器備品 合　計

平成 22 年度 390,000 0 390,000
平成 23 年度 260,000 0 260,000

合　計 650,000 0 650,000

― 91 ―





教 職 教 育 セ ン タ ー



教職や保育職の高度専門化時代に対応する初年次教育と養成教育課程の課題

教職や保育職の高度専門化時代に対応する初年次教育と養成教育課程の課題

Task of the introduction and teacher-training education according to demand of highly-
specialized teaching and child-care.

   研究グループ代表者名
    笠原　正洋（KASAHARA MASAHIRO）教育学部・教授

   共同研究者名（所属・職）
    望田　研吾（MOCHIDA KENGO）教育学部・教授

    萩尾久美子（HAGIO KUMIKO）栄養科学部・准教授

    宮坂　　明（MIYASAKA AKIRA）教育学部・准教授

    石黒万里子（ISHIGURO MARIKO）教育学部・講師

    野上　俊一（NOGAMI SYUNICHI）教育学部・講師

研究成果の概要
　教職課程を履修する学生は，教職に就くという動機づけのみならず，教職課程を履修し学修することに対しても自律
的な態度を形成する必要がある。教職生活全体を通じて学び続ける教員を継続的に支援するためにも，養成段階すなわ
ち教職の準備期における学生の自律的な学修を成立させるメカニズムを解明する必要がある。本研究課題では，Deci & 
Ryan（2002）の自己決定理論に基づき，教職を志望する学生を対象に，学修への動機づけを規定する要因を明らかに
するために調査を実施した。
　その結果，①自律性が高いと判断される統合的調整スタイルや同一化的調整スタイルの規定因は，関係性欲求充足の
中の目標尺度であった。この下位尺度は，参画していこうとする領域や社会と結び付いているという欲求が充足されて
いることを示している。一方，②自律性の低い無調整スタイルや外的調整スタイルでは，学業面での自律性の低さや自
己評価による有能感が充足されていないことが関わっていた。つまり，ある程度，自律的な学修動機を備えている学生
にはロールモデル等による協働体験がより有効に機能するが，動機づけが低い学生には有能感を醸成するような関わり
が有効であることを明らかにした。

研究分野：教職教育
キーワード：教職，学修動機，自己決定理論，基本的欲求充足

１．研究開始当初の背景

⑴　教職生活全体を通じて「学び続ける教員像」の確立
が求められている (「教職生活の全体を通じた教員の
資質能力の総合的な向上方策について」、平成 24 年
8 月 28 日中教審答申 )。そのためその準備期とも言
える教職課程を履修する学生は、教職課程を履修し学
修することに対して自律的な態度を形成・維持する必
要がある。

　　この点に関する養成教育の課題は、教職生活の準備
期にある学生の自律的な学修動機を規定する要因を明
らかにすることである。これは、教員養成における教
職指導の方向性の示唆を得る上で重要な課題であると
考えられる。

⑵　教職を志望する学生たちは何に動機づけられて教職
の学修に取り組んでいるのか。また、その学修への動
機づけを規定する要因は何なのか。本研究課題では、
Deci ＆ Ryan（2002）の自己決定理論から、このリサー
チ・クエスチョンにアプローチする。

　　まず、過去の研究文献を批判的に検討し、大学生の
教職履修に関する自律的学修動機尺度を作成する。そ
して、その理論の下位理論である基本的心理欲求理論
に基づき、動機づけの調整スタイルに影響する基本的
欲求充足とは何かを明らかにする。なお本研究課題で
は、関係性欲求充足を再検討した。これまでの研究は、
基本的欲求充足の尺度として、親密性欲求（安心）と
情緒的安全欲求（安全）のみを検討していたが、教職
課程を履修する学生への面接調査（未発表）から、学
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生たちには自分の目指す文化や社会につながっている
という参画欲求があると認められたため、これについ
ても概念化および尺度化を行った。 

２．研究目的

　本研究では、Deci ＆ Ryan(2002) の自己決定理論に
基づき、大学生の教職履修に関する自律的学修動機尺度
を作成し、動機づけの調整スタイルに影響する基本的欲
求充足とは何かを明らかにする。

３．研究実施計画・方法

⑴　対象者：幼稚園・小学校教諭免許状の取得を希望す
る大学生 614 名 ( 内訳：大学 2 年次 255 名、3 年次
246 名、4 年次 113 名 ) である。

⑵　調査内容：①自律的学修動機尺度 32 項目 ( 非動機
づけ ( 無調整 ) 尺度 7 項目を含む )、②基本的欲求充
足尺度 ( 関係性・自律性・有能感欲求 )35 項目、③学
習法特性尺度 24 項目 ( 市川 , 2001)。失敗に対する
柔軟性・思考過程の重視・方略志向・意味理解志向各
6 項目である。

⑶　手続き　クラス担任を通じて集団方式で実施した。

４．研究成果

⑴　自律的学修動機尺度
　因子分析（重みづけのない最小二乗法、プロマック
ス回転）の結果、5 因子が抽出された。因子は順に統合
的調整スタイル（α =.87）、無調整スタイル（α =.90）、
外的調整スタイル（α =.87）、同一化的調整スタイル（α
=.87）、取り入れ的調整スタイル（α =.62）と命名した。
シンプレックス構造を確認するために下位尺度間の単純
相関を求めた。その結果、自律性の低い順に、r =.377, 
r =.207、r =.273、r =.697 となり、シンプレックス構
造が確認されたと考えられる（表 1 上段）。また、自律
的学習動機尺度と学習法特性との相関を求めたところ、
自律性の低い無調整スタイルでは負の相関が、自律性の
高い同一化的調整スタイルと統合的調整スタイルでは正
の相関が認められ、自律的な学修動機とより深い思考を
要する学習法特性との間には有意な関連が認められた

（表 1 下段）。

⑵　基本的欲求充足尺度
　基本的欲求充足を測定する 3 つの尺度毎に因子分析
を行った。分析の結果、関係性欲求充足尺度は、教員

（α =.85）、一般（α =.82）、目標（α =.78）が抽出され、
自律性欲求充足尺度では、学業（α =.81）と全般（α
=.83 ）が、有能感欲求充足尺度では、自己評価（α =.86）
と他者評価（α =.77）が抽出された。

⑶　各調整スタイルと基本的欲求充足との関連
　基本的欲求充足尺度の下位尺度を説明変数、各調整ス
タイルを目的変数とした重回帰分析 (強制投入法 )を行っ
た。結果を表2に示す。説明変数間の相関が高いため、
多重共線性の問題が生じている可能性も考えられたが、
すべての独立変数においてVIFは 10未満であった。
　自律性が高いと判断される統合的調整スタイルや同一
化的調整スタイルには、関係性欲求充足の中の目標尺度
が一番大きな影響を与えていた。この下位尺度は、参画
していこうとする領域や社会（教職）と結び付いている
という欲求が充足されていることを示している。他に、
学業面での自律性評価や自己評価による有能感も正の影
響を与えていた。
　一方、自律性の低い無調整スタイルや外的調整スタイ
ルには、学業面での自律性や自己評価による有能感、お
よび関係性欲求充足の中の目標尺度が負の影響を与えて
いた。すなわち学業面での自律性の低さや有能感の低さ
が、自律性の低い無調整スタイルや外的調整スタイルに
関わっていることが示された。
　以上の結果より、自律的学修動機の調整スタイルの観
点から教育上の示唆を得るとするならば、ある程度、自
律的な学修動機を備えている学生には、関係性の目標充
足欲求を高めるような取組、たとえばロールモデルとな
る専門家との交流や協働体験の提供などが有効に機能す
ると思われる。そして、そのような体験の中で学業の自
律性や有能感を獲得して行けるようガイドすることが必
要であろう。しかし、自律的学修動機が低い学生に対し
ては、有能感や自律性を醸成する取組が求められるだろ
う。
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⑷　自律的学修動機と学習法特性および学業成績との関連
　自律的学修動機の調整スタイルが学習法特性を媒介し
て成績（GPA）に影響を及ぼしているのかを重回帰分析
の反復によるパス解析を行った。分析の結果、学修動機
の統合的調整スタイルは学習法特性に直接効果を持つ
こと、統合的調整から GPA への正のパスが有意であり、
外的調整から GPA への負のパスが有意であったことが
確認されたが、学習法特性を媒介して GPA に影響する
関係は認められなかった。

⑸　今後の課題
　自律的学修動機づけの低い学生がより自律性の高い動
機づけに変化していくことに何が関わっているのかにつ
いては明確にできなかった。今後は、学生に対する個別
面接調査を通して変化プロセスの仮説を明確化し、縦断
的な調査を実施することでこの課題を検討する必要があ
る。

５．主な発表論文等

〔学会発表〕（計１件）
①野上俊一・笠原正洋 . 教職を志望する学生の学修動機

の規定因 - 自己決定理論の枠組みから -, 日本教育心理
学会第 54 回総会 , 330. (2012 年 11 月 23 日 , 琉球大
学 ) 

６．予算配布額

（金額単位：円）
研究経費 機器備品 合　計

平成 23 年度 530,000 0 530,000
平成 24 年度 580,000 0 580,000

合　計 1,110,000 0 1,110,000
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